
「Ａ－a」として分類されている事務・権限 

 

 

<整理番号13> ・１ 人権擁護に関する諸事務のうち、人権擁護委員の委嘱に関する事務 

・２ 人権擁護に関する諸事務のうち、人権啓発活動地方委託事業の中のネットワーク事業を除く 

事務 

P1 

 

 

<整理番号 4 > ・医療法人（広域）等の監督 P14 

<整理番号 5 > ・国の開設する病院等の医療法に関する手続き P17 

<整理番号6-1> ・「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」に規定する指定医療機関の指定 P19 

<整理番号6-2> ・特定感染症指定医療機関からの報告聴取等 P21 

<整理番号 7 > ・「児童福祉法」に規定する指定療育医療機関の指定等 

・「母子保健法」に規定する指定養育医療機関の指定等 

・「生活保護法」に規定する指定医療機関の指定 

P23 

<整理番号 8 > ・指定医療機関等の指定等 

「戦傷病者特別援護法」に規定する指定医療機関の指定 

P27 

<整理番号12及び

13> 

・保健師、助産師、看護師、理学療法士、作業療法士、診療放射線技師、臨床検査技師、視能訓練

士、臨床工学技士、義肢装具士、救急救命士、言語聴覚士、あん摩マッサージ指圧師、はり師、

きゅう師、柔道整復師、歯科衛生士及び歯科技工士を養成する施設の指定、変更承認、指定取り

消し、報告及び調査等 

P29 

<整理番号14> ・生活衛生同業組合振興計画の認定 P41 

<整理番号15> ・複数の都道府県を活動地区とする中小企業者による協同組合等のうち、厚生労働大臣の所管に属

する事業者が組合員資格に含まれるものに対する設立認可等 

P43 

<整理番号18> ・社会福祉法人（広域）等の認可 P45 

<整理番号20> ・消費生活協同組合（広域）の許可、認可及び承認 P47 

<整理番号22> ・精神保健指定医の指定に関する事務（指定証の交付等） P49 

<整理番号23> ・戦没者等の遺族に対する特別弔慰金等の特別買上償還に関する証明書の発行 P51 

<整理番号24> ・医師等の臨床研修施設等の指導監督 P53 

<整理番号25> ・総合衛生管理製造過程の承認等（海外施設の承認等及び製造基準の例外承認等を除く。） P56 

<整理番号27> ・指定検査機関の指定等 P61 

<整理番号28> ・健康増進法に基づく虚偽誇大広告等規制の勧告及び命令 P64 

<整理番号34> ・特定機能病院の報告徴収・立入検査（医療法第25 条第3 項及び第4 項） 

・緊急時における報告徴収・立入検査（医療法第71 条の3） 

P66 

<整理番号35> ・介護保険・サービスに関する指導 P69 

法 務 局・地 方 法 務 局 

地 方 厚 生 局 



<整理番号43> ・消費生活協同組合の検査指導 P72 

<整理番号44> ・社会福祉法人の指導監査 P74 

・・���������������������� 

 

<整理番号12> ・農産物検査法に定める登録検査機関の指導・監督その他の農産物検査に関する事務 P76 

<整理番号18･19> ・容器包装リサイクル法、食品リサイクル法及び省エネ法に基づく報告徴収・立入検査等 P84 

 

 

<整理番号2-1> ・経済産業省生産動態統計調査のうち、都道府県が既に調査を実施している業種であってその規模

等に応じ局も分担して実施しているものに係るもの 

P90 

<整理番号  4 > ・商工会議所法に基づく定款変更の認可 P93 

<整理番号  7 > ・一の都道府県内にのみ事業所等がある認証製造業者等に対する工業標準化法（ＪＩＳ法）に基づ

く報告徴収・立入検査 

P96 

<整理番号11-1> ・下請代金法に基づく報告・検査 P99 

<整理番号  13> ・一の都道府県を区域とする特定業種の協業組合、商工組合、商工組合連合会に関する許認可等 P101 

<整理番号16-2> ・一の都道府県にのみ事業所等があるクレジット業者に対する割賦販売法に基づく報告徴収・立入

検査 

P103 

<整理番号18-1> ・一の都道府県内にのみ事業所等が存在する消費生活用製品の製造業者・輸入業者に対する消費者

生活用製品安全法に基づく報告徴収・立入検査 

P106 

<整理番号18-2> ・一の都道府県内にのみ事業所等が存在する電気用品の製造業者・輸入業者に対する電気用品安全

法に基づく報告徴収・立入検査 

P109 

<整理番号18-3> ・一の都道府県内にのみ事業所等が存在するガス用品の製造業者・輸入業者に対する報告徴収・立

入検査 

P112 

<整理番号18-4> ・一の都道府県内にのみ事業所等が存在する液化石油ガス器具等の製造業者・輸入業者に対する報

告徴収・立入検査 

P115 

<整理番号18-5> ・一の都道府県内にのみ事業所等が存在する家庭用品の製造業者・表示業者・販売業者（卸売業者

に限る）に対する報告徴収・立入検査 

P118 

<整理番号32-1> ・一の都道府県内にのみ事業所等のある特定事業者に対する容器包装リサイクル法に基づく報告徴

収（法第３９条）及び立入検査（法第４０条） 

P121 

<整理番号32-2> ・一の都道府県内にのみ事務所等がある小売業者又は製造業者等に対する家電リサイクル法に基づ

く報告徴収(法第52条）及び立入検査(法第53条） 

P123 

<整理番号32-3> ・一の都道府県にのみ事業所等がある食品関連事業者、登録再生利用事業者及び認定事業者に対す

る食品リサイクル法に基づく報告徴収（法第２４条第１項）及び立入検査（法第２４条第２項及

P125 

地 方 農 政 局 

経 済 産 業 局 



び第３項） 

<整理番号32-4> ・一の都道府県にのみ事業所等がある指定表示事業者に対する資源有効利用促進法に基づく報告徴

収及び立入検査（法第３７条第２項） 

P127 

<整理番号  35> ・一の都道府県にのみ事業所等がある省エネ法に基づく特定事業者等への措置に関する事項（指導・

助言（法第６条）、報告徴収・立入検査（法第８７条３項） 等） 

P129 

<整理番号38-1> ・給油等事業所が一の都道府県内にある揮発油（ガソリン）販売業者等に対する揮発油等の品質確

保等に関する法律に基づく報告徴収、立入検査等 

P132 

 

 

<整理番号2-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る入札及び契約等に関する事務 P134 

<整理番号  7 > ・地方自治体に移管される直轄事業に係る事業評価及び費用の縮減に関する事務 P135 

<整理番号8-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る技術的審査、検査及び調査に関する事務 P136 

<整理番号9-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る入札及び契約制度の技術的事項に関する事務 P137 

<整理番号10-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る積算基準に関する事務 P138 

<整理番号11-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る建設機械類・電気通信施設・情報システムの整備及び運

用等に関する事務 

P139 

<整理番号13-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る防災業務計画等の策定に関する事務 P140 

<整理番号45-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る土地等の収用、使用、買収及び寄附並びにこれらに伴う

地上物件の移転及び損失補償に関する事務 

P141 

<整理番号46-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る土地等の評価基準及び損失補償額の算定基準等に関する

事務 

P143 

 

 

<整理番号 2 > ・地方自治体に移管される直轄事業に係る入札及び契約に関する事務（物品及び役務に関するもの） P145 

<整理番号3-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る土地等の収用、使用、買収及び寄附並びにこれらに伴う

地上物件の移転及び損失補償に関する事務 

P147 

<整理番号4-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る土地等の評価基準及び損失補償額の算定基準等に関する

事務 

P149 

<整理番号10･24> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る事業評価及び費用の縮減に関する事務 P151 

<整理番号11-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る入札及び契約に関する事務（工事及び業務に関するもの） P152 

<整理番号20-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る入札及び契約制度の技術的事項に関する事務 P154 

<整理番号21-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る技術的審査、検査及び調査 P155 

<整理番号22-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る積算基準に関する事務 P156 

地 方 整 備 局 

北 海 道 開 発 局 



<整理番号25-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る防災業務計画等の策定 P157 

<整理番号26-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る建設機械類・電気通信施設・情報システムの整備及び運

用等に関する事務 

P158 

 

 

<整理番号 10> ・自動車運転代行業の認定業務 P159 

 

 

<整理番号1･2･3> ○容器包装リサイクル法 

・一の都道府県内にのみ事務所等がある特定事業者に対する報告徴収（法第39条） 

・一の都道府県内にのみ事務所等がある特定事業者に対する立入検査（法第40条） 

○家電リサイクル法 

・一の都道府県内にのみ事務所等がある小売業者又は製造業者等からの報告徴収（法第52条） 

・一の都道府県内にのみ事務所等がある小売業者又は製造業者等の事務所等への立入検査（法第

53条） 

○食品リサイクル法 

・一の都道府県内にのみ事務所等がある食品関連事業者、登録再生利用事業者及び認定事業者に

対する報告徴収及び立入検査（法第24条第１項、第２項及び第３項） 

P163 

<整理番号  6 > ・特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律に基づく技術基準適合命令、当該命令に係る使用

者に対する報告徴収・立入検査に関する事務 

P169 

<整理番号  7 > ・土壌汚染対策法に基づく指定調査機関の指定、監督に関する事務のうち、一の都道府県内で調査

業務を行う指定調査機関に関するもの 

P175 

<整理番号  8 > ・環境省関係石綿による健康被害の救済に関する法律施行規則第25条第１項に規定する申請等の 

経由に係る事務 

P178 

 

 

<整理番号 10> ・農林水産省の地方農政局が所掌する業務の一部 P180 

<整理番号 13> ・経済産業省の経済産業局が所掌する業務の一部 P182 

<整理番号 16> ・国土交通省の地方整備局が所掌する業務の一部 P186 

<整理番号 18> ・国土交通省の地方運輸局が所掌する業務の一部 P188 

※「整理番号」は関係府省が昨年行った「自己仕分け」の結果に付された整理番号と一致する。 

 

沖 縄 総 合 事 務 局 

地 方 運 輸 局 

地 方 環 境 事 務 所 
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人権擁護委員の委嘱事務について

現 行

法務大臣

人権擁護委員
⑨委嘱

②推薦依頼

④意見③求意見

⑤推薦

⑦意見⑥求意見

人権擁護委員
候補者

弁護士会

人権擁護委員
連合会

→人格識見が高く，
広く社会の実情に
通じ，人権擁護につ
いて理解のある者

市町村議会

移 譲 後

法務大臣

人権擁護委員
⑦委嘱

①推薦依頼

③意見②求意見

⑥推薦

⑤意見④求意見

人権擁護委員
候補者

弁護士会

人権擁護委員
連合会

市町村長

市町村議会

※法務大臣の委嘱にお
ける適切な判断，適任
者の確保を可能とする
十分な資料提供等がさ
れる仕組みについては，
なお検討を要する。

①

⑧

法務局長
又は

地方法務局長
市町村長

※ は，法務局・地方法
務局において直接に取り扱う
人権擁護委員の委嘱に関す
る事務手続
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人権啓発活動地方委託事業について

人権尊重の理念を普及させ，人権侵害から国民の
安全と安心を守ることは，国の基本的責務

①基本的人権尊重の理念の普及は，国民の人権保障につながるもの
②全国的な視点・一定水準確保の必要性
③国際的な要請（諸外国では国レベルの人権機関が人権啓発を実施）

人権啓発活動

国が全国的に一定水準の啓発活動を確保する観点から，
地方自治体に対して，人権啓発活動を委託するもの
(人権教育啓発推進法９条)

法務局，地方自治体等が各地
で横断的なネットワークを形成
し，ネットワークの中で国が直接
マネージメントを行うもの

ネットワーク事業

引き続き国の事業として実施

国（法務省）国（法務省）

国（法務局・地方法務局）国（法務局・地方法務局）

○○県○○県○○県○○県 ○○県○○県

●都道府県提出の事業計画の審査
●都道府県提出の精算報告書の審査
●委託事業全般にわたる実地調査
●委託事業の実施効果に関するアンケート調
査・意識調査の結果分析

全国的な啓発活動の一定水準確保のため

一定水準維持のための新たな
方策を検討する必要あり

人権啓発活動地方委託事業

非ネットワーク事業 (移譲対象事業)

地方自治体が各地域の実情を反映させる
など独自性を活かした啓発活動

（例） 講演会の開催
啓発資料の作成・配布
スポット広告放送の提供
新聞広告の掲載 など

○○県○○県

Ｈ２２
予算額

８億４千万円
Ｈ２２
予算額

８億７千万円

【現在】
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事務・権限概要シ－ト 

 

出先機関名：地方厚生（支）局 整理番号（ ４ ） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

医療法人（広域）等の監督 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで
移譲すると整
理した事務・権
限の具体的な
内容 

（委譲する事務・権限名） 

○医療法人（広域）等の監督 

 

（具体的な内容） 

・医療法人の定款又は寄附行為の変更の認可に関する事項 
・事業報告書等の届出に関する事項 
・医療法人からの報告聴取、立入検査に関する事項 
・医療法人の法令等の違反に対する措置命令に関する事項 
・社会医療法人の認定 等 

 

（留意点） 

  ２以上の都道府県の区域に医療機関を開設する医療法人の場合に、都道府県間で

緊密な連携体制が構築され、また、都道府県間で役割分担が適切になされることに

より、適正かつ効率的な指導監督事務が実施されることが必要。 

  なお、２以上の都道府県の区域に医療機関を開設する医療法人の監督を都道府県

に移譲する場合には、当該医療法人について、設立の認可や社会医療法人の認定も

都道府県が行うこととなる。 

 

予算の状況 
（単位:百万円） 

監視監査指導等経費 ３８百万円の内数（平成 22 年度予算） 

関係職員数 42 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

 

事務量（アウト
プット） 

1.所管医療法人数 
 H19 771 H20 803 H21 828 
2.定款変更認可件数 
 H19 514 件 H20 642 件 H21 364 件 
3.非医師又は非歯科医師の理事長の選任認可件数 
 H19 3 件 H20 1 件 H21 4 件 
4.特別代理人の選任認可件数 
 H19 6 件 H20 8 件 H21 9 件 
5.事業報告書等の受理及び審査件数 
 H19 674 件 H20 728 件 H21 828 件 
6.役員変更届の受理および審査件数 
 H19 544 件 H20 676 件 H21 667 件 
7.登記届の受理及び審査件数 
 H19 592 件 H20 679 件 H21 803 件 
8.特定医療法人が厚生労働大臣の定める基準を満たす旨の証明件数（医療法人（広域）
以外も含む） 
 H19 438 件 H20 459 件 H21 445 件 

備考  
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【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

【目的】 
２以上の都道府県の区域において医療機関を開設する医療法人の設立認可及びそ

の運営に係る指導監督等については、国が一元的に行うことにより、医療法人の本
部とその開設するすべての病院等の実態を総合的に把握し、医療法人の病院等の運
営状況の確認等をするもの。 
 
【根拠法令】 
医療法第 68 条の２（同条の規定により読み替えて適用される医療法第 42 条の２第
１項及び第２項等） 
 
【関係する計画・通知等】 
・医療法人制度について（平成 19 年３月 20 日医政発 0330049 号） 
・医療法人における事業報告書等の様式について（平成 19 年３月 30 日医政指発

0330003 号）等 
 
【具体的な業務内容】 
・医療法人の定款又は寄附行為の変更の認可に関する事項 
・事業報告書等の届出に関する事項 
・医療法人からの報告聴取、立入検査に関する事項 
・医療法人の法令等の違反に対する措置命令に関する事項 
・社会医療法人の認定等 

予算の状況 
（単位:百万円） 

監視監査指導等経費 ３８百万円の内数（平成 22 年度予算） 

関係職員数 42 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 
 

事務量（アウト
プット） 

1.所管医療法人数 
 H19 771 H20 803 H21 828 
2.定款変更認可件数 
 H19 514 件 H20 642 件 H21 364 件 
3.非医師又は非歯科医師の理事長の選任認可件数 
 H19 3 件 H20 1 件 H21 4 件 
4.特別代理人の選任認可件数 
 H19 6 件 H20 8 件 H21 9 件 
5.事業報告書等の受理及び審査件数 
 H19 674 件 H20 728 件 H21 828 件 
6.役員変更届の受理および審査件数 
 H19 544 件 H20 676 件 H21 667 件 
7.登記届の受理及び審査件数 
 H19 592 件 H20 679 件 H21 803 件 
8.特定医療法人が厚生労働大臣の定める基準を満たす旨の証明件数（医療法人（広
域）以外も含む） 
 H19 438 件 H20 459 件 H21 445 件 
 

地方側の意見 全国知事会 出先機関原則廃止ＰＴの最終報告：地方へ移譲 

その他各方面の
意見 

― 

既往の政府方針
等 

― 
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自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

・医療法人は、医療機関を開設する法人であるため、利用者に悪影響を及ぼさない
よう、法人の指導監督は、確実に、適正に行われなければならない。 

 
・このため、２以上の都道府県の区域に医療機関を開設する医療法人の場合に、都

道府県間で緊密な連携体制が構築され、また、都道府県間で役割分担が適切にな
されることにより、適正かつ効率的な指導監督事務の実施に支障を来さないこと
が担保されるのであれば、現在地方厚生局にある医療法人の指導監督の権限を都
道府県に移譲することは可能である。 

 
・なお、２以上の都道府県の区域に医療機関を開設する医療法人の監督を都道府県

に移譲する場合には、当該医療法人について、設立の認可や社会医療法人の認定
も都道府県が行うこととなる。 

 
※ 当該業務を適時適切に実施することが可能な人員体制及び広域的な連携体制が

整備されること、移譲した業務についてはその責任を地方において負うことを条
件とする。さもなければ、移譲後においても、必要に応じて国による最低限の関
与を行う点に留意されたい。 

 
備考 
 

 

 

 
Ａ-ａ 
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事務・権限概要シート 

 

出先機関名：地方厚生（支）局 整理番号（  ５  ）

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

国開設病院等の監督 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで
移譲すると整
理した事務・権
限の具体的な
内容 

（移譲する事務・権限名） 

○国の開設する病院等の医療法に関する手続き 

 

（具体的な内容） 

・国の開設する病院等についての開設承認等並びに管理者の管理等の承認に関する事
項で重要なもの 

・国の開設する病院等についての使用承認に関する事項 
・国の開設する病院等の開設承認事項の変更の承認に関する事項 
・国の開設する病院等についての施設の使用制限等並びに管理者の変更の申出に関す

る事項 

・国の開設する診療所の通知等に関する事項 等 

 

（留意点） 
 国の開設する病院等は、主に地域医療を担う一般の医療機関とは異なり、高度又
は先駆的な医療の提供や最先端の医療の研究開発等の政策目的を達成するための
ものである。したがって、例えば国が精神疾患専門の病院を開設する場合や触法病
棟やハンセン病療養所の病床変更の手続を行う場合等について、政策医療の提供に
支障をきたすことがないよう、あらかじめ国が承認の基準を定める等何らかの方策
を講じることとした上で、都道府県等に委譲することは可能である。 

予算の状況 
（単位:百万円） 

国立医療機関使用前検査実施経費 3百万円(平成 22 年度予算) 

関係職員数 104 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウト
プット） 

開設承認事項の変更・使用の承認件数 
H19 1,847 件 H20 1,851 件 H21 2,004 件 

 

備考  国の開設する病院等としては、国立ハンセン病療養所、（独）国立高度専門医療セ
ンター、（独）国立病院機構の開設する病院等がある。 

 

 

【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

【目的】 
国開設病院について、医療法及び関連法令に基づき、開設の承認を行うこと、当

該医療機関が医療法等に規定された人員及び構造設備を有し、かつ、適正な管理を
行っているか否かについて検査し、不適正な場合は申出等を通じ改善を図ることに
より、良質で適正な医療を行う場にふさわしいものとし、国開設病院等の設立趣旨
にかなったものとすること。 
 
【根拠法令】 
医療法（昭和 23 年法律第 205 号）第６条、第７条第１項及び第３項、第 12 条第２
項、第 24 条第１項、第 27 条、第 28 条 
医療法施行令（昭和 23 年政令第 326 号）第１条から第３条、第４条の５ 
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【関係する計画・通知等】 
昭和 39 年３月 19 日閣議決定「医療法の一部を改正する法律の施行に伴う国の開設
する病院の取扱いについて」 
 
【具体的な業務内容】 
・国の開設する病院等についての開設承認等並びに管理者の管理等の承認に関する

事項で重要なもの 
・国の開設する病院等についての使用承認に関する事項 
・国の開設する病院等の開設承認事項の変更の承認に関する事項 
・国の開設する病院等についての施設の使用制限等並びに管理者の変更の申出に関

する事項 
・国の開設する診療所の通知等に関する事項 

予算の状況 
（単位：百万円） 

国立医療機関使用前検査実施経費 3百万円(平成 22 年度予算) 

関係職員数 104 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウト
プット） 

開設承認事項の変更・使用の承認件数 
H19 1,847 件 H20 1,851 件 H21 2,004 件 
 

地方側の意見 全国知事会 出先機関原則廃止ＰＴの最終報告：地方へ移譲 

その他各方面の
意見 

― 

既往の政府方針
等 

― 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

国の開設する病院等は、主に地域医療を担う一般の医療機関とは異なり、高度又
は先駆的な医療の提供や最先端の医療の研究開発等の政策目的を達成するためのも
のである。このため、当該政策目的を達成するために、本事務・権限は国の医療政
策の一環として行われるのが適当であると考えられる。 

しかし、例えば国が精神疾患専門の病院を開設する場合や触法病棟に係る病床の
増設、ハンセン病療養所の減床等を行う場合等について、都道府県知事等の承認等
が得られず政策医療の提供に支障をきたすことがないよう、あらかじめ国が承認等
の基準を定める等何らかの方策を講じることとした上で、都道府県等に委譲するこ
とは可能である。 

 
※ 当該業務を適時適切に実施することが可能な人員体制及び広域的な連携体制が
整備されること、移譲した業務についてはその責任を地方において負うことを条件
とする。さもなければ、移譲後においても、必要に応じて国による最低限の関与を
行う点に留意されたい。 

 
備考 
 

国の開設する病院等としては、国立ハンセン病療養所、（独）国立高度専門医療セ
ンター、（独）国立病院機構の開設する病院等がある。 

 

 
A－a 
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事務・権限概要シート 

 

出先機関名：地方厚生（支）局 整理番号（６－①） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

指定医療機関等の指定 
・「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」に規定する指定医療機関の指定 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで
移譲すると整
理した事務・権
限の具体的な
内容 

（移譲する事務・権限名） 

○「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」に規定する指定医療機関の指定 

 

（具体的な内容） 

・指定医療機関の指定 
・指定医療機関の指定の取消 

・指定医療機関に係る報告徴収    等 

 

予算の状況 
（単位:百万円） 

共通経費等の内数(平成 22 年度予算) 

関係職員数 69 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウト
プット） 

・原子爆弾被爆者に対する指定医療機関の指定 
(1) 指定医療機関数 

H19 875 H20 1,048 H21 1,413 
(2) 指定件数 

H19 45 件 H20 180 件 H21 394 件 
(3) 指定の取消し件数 

H19 0 件 H20 0 件 H21 0 件  
(4) 変更届等の受理件数 

H19 10 件 H20 44 件 H21 22 件 
(5) 指定の辞退の申し出の受理件数 

H19 5 件 H20 12 件 H21 36 件 
 

備考  

 

【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

【根拠法令】 
「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」 
 
【具体的な業務】 
・「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」に規定する指定医療機関の指定 

「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」に基づき、原爆症認定患者に対す
る医療について、国の責任において適正な医療の水準や内容を担保するため、原爆
症認定を受けた被爆者に対して、医療の給付を行う医療機関の指定等を行う。 
《主な業務》 

①指定医療機関の指定 
②指定医療機関の指定の取消 
③指定医療機関に係る報告徴収    等 

予算の状況 
（単位:百万円） 

共通経費等の内数(平成 22 年度予算) 
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関係職員数 69 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウト
プット） 

・原子爆弾被爆者に対する指定医療機関の指定 
 (1)指定医療機関数 

H19 875 H20 1,048 H21 1,413 
 (2)指定件数 

H19 45 件 H20 180 件 H21 394 件 
 (3)指定の取消し件数 

H19 0 件 H20 0 件 H21 0 件  
 (4)変更届等の受理件数 

H19 10 件 H20 44 件 H21 22 件 
 (5)指定の辞退の申し出の受理件数 

H19 5 件 H20 12 件 H21 36 件 
 

地方側の意見 全国知事会 出先機関原則廃止ＰＴの最終報告：地方へ移譲 

その他各方面の
意見 

－ 

既往の政府方針
等 

－ 
 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

被爆者対策については、「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」前文におい
て、国の責任により、被爆者に対する保健、医療及び福祉にわたる総合的な援護施
策を講じることとされている。 
 なかでも、原爆症認定患者に対する医療については、国の責任において、国が医
療費全額を負担しており、国が負担者の立場から、当該医療を担当する指定医療機
関の指定から監督（指定の取り消しを含む）までを一貫して行っているため、引き
続き実施するのが適当であると考える。 
 しかし、必ずしも国の機関だけが行うことのできる事務・権限ではなく、的確な
執行体制の整備がなされれば、例えば法定受託事務の形で地方が行うことも可能と
考える。 
 一方で、都道府県へ権限を移譲することとした際には、人員配置等、都道府県に
大きな負担を強いることとなるため、都道府県の理解が不可欠である。 
 
※ 当該業務を適時適切に実施することが可能な人員体制及び広域的な連携体制が
整備されること、移譲した業務についてはその責任を地方において負うことを条件
とする。さもなければ、移譲後においても、必要に応じて国による最低限の関与を
行う点に留意されたい。 
 

備考 
 

 
 

 

 

A－a 
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事務・権限概要シート 

 

出先機関名：地方厚生(支)局 整理番号（６-②） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

指定医療機関等の指定 
・特定感染症指定医療機関からの報告聴取等 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで
移譲すると整
理した事務・権
限の具体的な
内容 

（移譲する事務・権限名） 

○特定感染症指定医療機関からの報告聴取等 

 

（具体的な内容） 

厚生労働大臣又は都道府県知事は、必要があると認めるときは、特定感染症指定医
療機関の管理者に対して必要な報告、又は診療録その他の帳簿書類を検査させること
ができるというもの。 
 

予算の状況 
（単位:百万円） 

共通経費等の内数(平成 22 年度予算) 

関係職員数 ６９人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウト
プット） 

・特定感染症医療機関からの報告聴収等 
 (1)指定医療機関数 

H19 3 件 H20 3 件 H21 3 件 
 (2)病床数 
    H19 8 H20 8 H21 8 
  (3)報告の受理件数 
  H19 0 件 H20 0 件 H21 0 件 
  (4)立入調査件数 
  H19 0 件 H20 0 件 H21 0 件 

 

備考  

 

 

【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

【根拠法令】 
「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」 
 
【具体的な業務】 
特定感染症指定医療機関からの報告聴取等 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 43 条第１項（報告の
請求及び検査）に基づき、都道府県知事（特定感染症指定医療機関にあっては、厚
生労働大臣又は都道府県知事とする。次項において同じ。）は、第三十七条第一項及
び第三十七条の二第一項に規定する費用の負担を適正なものとするため必要がある
と認めるときは、感染症指定医療機関の管理者に対して必要な報告、又は診療録そ
の他の帳簿書類を検査させることができる。 
 

予算の状況 
（単位:百万円） 

共通経費等の内数(平成 22 年度予算) 

関係職員数 ６９人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 
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事務量（アウト
プット） 

・特定感染症医療機関からの報告聴収等 
 (1)指定医療機関数 

H19 3 件 H20 3 件 H21 3 件 
 (2)病床数 
    H19 8 H20 8 H21 8 
  (3)報告の受理件数 
    H19 0 件 H20 0 件 H21 0 件 
  (4)立入調査件数 
  H19 0 件 H20 0 件 H21 0 件 
 

地方側の意見 全国知事会 出先機関原則廃止ＰＴの最終報告：地方へ移譲 

その他各方面の
意見 

－ 

既往の政府方針
等 

－ 
 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

特定感染症指定医療機関は、重篤で未知の感染症であり、そのまん延が広範囲に

わたり、国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがある新感染症の患者を

受け入れる機関であることから、国が当該指定医療機関の指定を行っている。また、

その指定を行った医療機関の適正な運営確保の観点から、国が地方厚生局に委任し

て、報告徴収を行っている。 

しかし、必ずしも国の機関だけが行うことのできる事務・権限ではなく、的確な

執行体制の整備がなされれば、例えば法定受託事務の形で地方が行うことも可能と

考える。 

一方で、都道府県へ権限を委譲することとした際には、上記で述べたとおり、特

定感染症指定医療機関の指定を国が行っていることから、都道府県の理解が不可欠

である。 

 

※ 当該業務を適時適切に実施することが可能な人員体制及び広域的な連携体制が

整備されること、移譲した業務についてはその責任を地方において負うことを条件

とする。さもなければ、移譲後においても、必要に応じて国による最低限の関与を

行う点に留意されたい。 

備考 
 

 
 

 

 
A－a 
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事務・権限概要シート 

 

出先機関名：地方厚生（支）局 整理番号（ ７ ） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

・指定医療機関等の指定等 

「児童福祉法」に規定する指定療育機関の指定等 

「母子保健法」に規定する指定養育医療機関の指定等 

「生活保護法」に規定する指定医療機関の指定 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで
移譲すると整
理した事務・権
限の具体的な
内容 

（移譲する事務・権限名） 

○「児童福祉法」に規定する指定療育医療機関の指定等 

○「母子保健法」に規定する指定養育医療機関の指定等 

○「生活保護法」に規定する指定医療機関の指定 

 

（具体的な内容）  

○「児童福祉法」に規定する指定療育医療機関の指定等について 

（国が開設した病院について） 

・指定療育機関の指定（児童福祉法第 20 条第５項）（※１） 

・指定療育機関の指定に係る主務大臣への同意の依頼（児童福祉法第 20 条第５項）

・指定療育医療機関の指定の取消（児童福祉法第 20 条第８項） 

・診療報酬の請求に関する報告徴収及び検査（児童福祉法第 21 条の４第１項） 

・診療報酬の支払の一時差し止め（児童福祉法第 21 条の４第第２項） 

 

※１ 児童福祉法施行規則で規定する、指定の申請、変更等の届出及び指定辞退の届

出の受理の事務についても対象となる。 

 

○「母子保健法」に規定する指定養育医療機関の指定等について 

（国が開設した病院等について） 

・指定養育医療機関の指定（母子保健法第 20 条第５項）（※２） 

・指定養育医療機関の指定に係る主務大臣への同意の依頼（母子保健法第 20 条第５

項） 

・指定養育医療機関の指定の取消（母子保健法第 20 条第７項（児童福祉法第 20 条第

８項を準用）） 

・診療報酬の請求に関する報告徴収及び検査（母子保健法第 20 条第７項（児童福祉

法第 21 条の４第１項を準用）） 

・診療報酬の支払の一時差し止め（母子保健法第 20 条第７項（児童福祉法第 21 条の

４第２項を準用）） 

 

※２ 母子保健法施行規則で規定する、指定の申請、変更等の届出及び指定辞退の届

出の受理の事務についても対象となる。 

 

○「生活保護法」に規定する指定医療機関の指定について 

（国が開設した病院若しくは診療所又は薬局について） 

・指定医療機関の指定（生活保護法第 49 条） 
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・指定医療機関の指定に係る主務大臣への同意の依頼（生活保護法第 49 条） 

・指定医療機関の変更の届出等（生活保護法第 50 条の２） 

・指定医療機関の指定の辞退及び取消し（生活保護法第 51 条） 

・診療内容及び診療報酬の請求に関する報告の徴収及び立入検査（生活保護法第 54

条） 

・指定医療機関の指定、変更、辞退及び取消しの告示（生活保護法第 55 条の２） 

 （国が開設した地域密着型介護老人福祉施設、介護老人福祉施設、介護老人保健施

設又は介護療養型医療施設について） 

・指定介護機関の指定（生活保護法第 54 条の２第１項） 

・指定介護機関の指定に係る主務大臣への同意の依頼（生活保護法第 54 条の２第１

項） 

・指定介護機関の変更の届出等（生活保護法第 54 条の２第４項で準用する同法第 50

条の２） 

・指定介護機関の指定の辞退及び取消し（生活保護法第 54 条の２第４項で準用する

同法第 51 条） 

・介護サービスの内容及び介護の報酬の請求に関する報告の徴収及び立入検査（生活

保護法第 54 条の２第４項で準用する同法第 54 条） 

・指定介護機関の指定、変更、辞退及び取消しの告示（生活保護法第 55 条の２） 

 

予算の状況 
（単位:百万円） 

共通経費等の内数(平成 22 年度予算) 

関係職員数 ６９人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウト
プット） 

１． 児童福祉法に規定する指定療育機関の指定 
(1) 指定療育機関数 

H19 52 H20 53 H21 53 
(2) 指定件数 

H19 0 件 H20 1 件 H21 1 件 
(3) 指定の取消し件数 

H19 0 件 H20 0 件 H21 0 件 
(4) 変更届等の受理件数 

H19 2 件 H20 3 件 H21 3 件 
(5) 指定の辞退の申出の受理件数 
  H19 0 件 H20 0 件 H21 1 件 

２． 母子健康法に規定する指定養育医療機関の指定 
(1） 指定養育 医療機関数 

H19 119 H20 119 H21 119 
(2）指定件数 

H19 0 件 H20 0 件 H21 1 件 
(3)指定の取消し件数 

H19 0 件 H20 0 件 H21 0 件 
    (4) 変更届等の受理件数 

H19 1 件 H20 6 件 H21 7 件 
    (5)指定の辞退の申出の受理件数 

  H19 0 件 H20 0 件 H21 1 件 
３「生活保護法」に規定する指定医療機関の指定 
  (1)指定医療機関数 

H19 259 H20 256 H21 255 
  (2)指定件数 
    H19 1 件 H20 0 件 H21 2 件 
    (3)指定の取消し件数 

H19 0 件 H20 0 件 H21 0 件 
  (4) 変更届等の受理件数 
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H19 6 件 H20 16 件 H21 16 件 
 (5)指定の辞退の申し出の受理件数 

H19 2 件 H20 1 件 H21 3 件 

 

備考  

 

 

【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

○「児童福祉法」に規定する指定療育機関の指定等 

目的 

結核に罹患している児童に対する療育の給付を行う指定療育機関のうち、国の開

設した病院等について指定等の事務を行う。 

根拠法令 

児童福祉法第 20 条第５項及び第８項、第 21 条の４並びに第 59 条の５第１項 

関係する計画・通知等 

指定療育機関医療担当規程（昭和 34 年厚生省告示第 260 号） 

結核にかかつている児童に対する療育の給付について（昭和 36 年８月９日児発第

826 号） 

 

○「母子保健法」に規定する指定養育医療機関の指定等 

目的 

未熟児に対する養育医療の給付を行う指定療育機関のうち、国の開設した病院等

について指定等の事務を行う。 

根拠法令 

母子保健法第 20 条第５項及び第７項（児童福祉法第 20 条第８項及び第 21 条の４

の準用）並びに第 27 条第１項 

関係する計画・通知等 

指定養育医療機関医療担当規程（昭和 40 年厚生省告示第 573 号） 

 未熟児養育事業の実施について（昭和 62 年７月 31 日児発第 668 号） 
 
○「生活保護法」に規定する指定医療機関の指定 
目的 

生活保護受給者に対して医療を提供する指定医療機関のうち、国の開設した病院

等について指定等の事務を行う。 

根拠法令 

生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 49 条、第 50 条の 2、第 51 条第 2項、第
54 条 
関係する計画・通知等 

生活保護法による医療扶助運営要領について（昭和 36 年 9 月 30 日社発第 727 号）

予算の状況 
（単位:百万円） 

共通経費等の内数(平成 22 年度予算) 

関係職員数 ６９人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 
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事務量（アウト
プット） 

１．児童福祉法に規定する指定療育機関の指定 
(1)指定療育機関数 

H19 52 H20 53 H21 53 
(2)指定件数 

H19 0 件 H20 1 件 H21 1 件 
(3)指定の取消し件数 

H19 0 件 H20 0 件 H21 0 件 
(4)変更届等の受理件数 

H19 2 件 H20 3 件 H21 3 件 
(5)指定の辞退の申出の受理件数 
  H19 0 件 H20 0 件 H21 1 件 

２．母子健康法に規定する指定養育医療機関の指定 
(1)指定養育 医療機関数 

H19 119 H20 119 H21 119 
  (2）指定件数 

H19 0 件 H20 0 件 H21 1 件 
(3)指定の取消し件数 

H19 0 件 H20 0 件 H21 0 件 
    (4) 変更届等の受理件数 

H19 1 件 H20 6 件 H21 7 件 
    (5)指定の辞退の申出の受理件数 

  H19 0 件 H20 0 件 H21 1 件 
３．「生活保護法」に規定する指定医療機関の指定 
  (1)指定医療機関数 

H19 259 H20 256 H21 255 
 (2)指定件数 

H19 1 件 H20 0 件 H21 2 件 
  (3)指定の取消し件数 

H19 0 件 H20 0 件 H21 0 件 
  (4)変更届等の受理件数 

H19 6 件 H20 16 件 H21 16 件 
  (5)指定の辞退の申し出の受理件数 

H19 2 件 H20 1 件 H21 3 件 
 

地方側の意見 全国知事会 出先機関原則廃止ＰＴの最終報告：地方へ移譲 

その他各方面の
意見 

地方分権改革推進委員会第２次勧告：地方へ移譲 

既往の政府方針
等 

 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

・現行の規定では、国が開設した病院等については厚生労働大臣が、その他の病院
等については都道府県知事が、それぞれ指定等の事務を行うこととされているが、
その指定基準等は、病院等の設置主体にかかわらず同一であることから、国が開
設した病院等についてのみ、指定等の事務を国が行う必要性に乏しいため。 

 
※ 当該業務を適時適切に実施することが可能な人員体制及び広域的な連携体制が

整備されること、移譲した業務についてはその責任を地方において負うことを条
件とする。さもなければ、移譲後においても、必要に応じて国による最低限の関
与を行う点に留意されたい。 

備考  
 
 

 

 
Ａ－ａ 
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事務・権限概要シート 

 
出先機関名：地方厚生（支）局 整理番号（ ８ ） 

事務・権限概要シート（個票） 
自己仕分けの際
の事務・権限名 

指定医療機関等の指定等 
・「戦傷病者特別援護法」に規定する指定医療機関の指定 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで
移譲すると整
理した事務・権
限の具体的な
内容 

（移譲する事務・権限名） 

○指定医療機関等の指定等 

「戦傷病者特別援護法」に規定する指定医療機関の指定 

 

（具体的な内容） 

戦傷病者特別援護法に基づき、戦傷病者の先の大戦における公務上の傷病に関し、

必要な療養の給付を行うため、療養を行う医療機関の指定等を行うもの。 
【主な業務内容】 
（１）指定医療機関の指定（法第 12 条） 
（２）指定医療機関が療養を行うについての指導（法第 13 条第 2項） 
（３）指定医療機関に対する報告要求、立入検査、診療報酬の支払の一時差止め 

（法第 16条 1 項及び第 2項） 

（４）指定医療機関以外の医療機関に対する報告要求等（法第 17 条第 3項） 

 

予算の状況 
（単位:百万円） 

共通経費費等の内数(平成 22 年度予算) 

関係職員数 69 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウト
プット） 

・「戦傷病者特別援護法」に規定する指定医療機関の指定 
(1) 指定医療機関数 
 H19 172 H20 171 H21 170 

(2) 指定件数 
H19   0 H20   0 H21   0 

(3) 指定の取消し件数 
H19   0 H20   0 H21   0 

(4) 変更届等の受理件数 
H19   3 H20  13 H21  14 

(5) 指定の辞退の申出の受理件数 
H19   0 H20   0 H21   0 

 

備考   

 

 

【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

戦傷病者特別援護法に基づき、戦傷病者の先の大戦における公務上の傷病に関し、

必要な療養の給付を行うため、療養を行う医療機関の指定等を行うもの。 
【主な業務内容】 
（１）指定医療機関の指定（法第 12 条） 
（２）指定医療機関が療養を行うについての指導（法第 13 条第 2項） 
（３）指定医療機関に対する報告要求、立入検査、診療報酬の支払の一時差止め 

（法第 16条 1 項及び第 2項） 
（４）指定医療機関以外の医療機関に対する報告要求等（法第 17 条第 3項） 
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予算の状況 
（単位:百万円） 

共通経費費等の内数(平成 22 年度予算) 

関係職員数 69 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウト
プット） 

・「戦傷病者特別援護法」に規定する指定医療機関の指定 
（1）指定医療機関数 
 H19 172 H20 171 H21 170 

（2）指定件数 
H19   0 H20   0 H21   0 

（3）指定の取消し件数 
H19   0 H20   0 H21   0 

（4）変更届等の受理件数 
H19   3 H20  13 H21  14 

（5）指定の辞退の申出の受理件数 
H19   0 H20   0 H21   0 
 

地方側の意見 全国知事会 出先機関原則廃止ＰＴの最終報告：地方へ移譲 

その他各方面の
意見 

－ 

既往の政府方針
等 

戦傷病者特別援護法による療養の給付は、「軍人軍属等であった者の公務上の傷病

に関し、国家補償の観点に基づき」（同法第 1条）行うものであり、これに要する費

用についても全額国の負担により行われている。 

 したがって、当該事務は国の責任において統一的に実施する必要があり、引き続

き、国の事務としつつ、本省よりも実情を把握しやすい地方厚生局において担当す

ることが、効果的・効率的であると考える。 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

戦傷病者特別援護法による療養の給付は、「軍人軍属等であった者の公務上の傷病

に関し、国家補償の観点に基づき」（同法第 1条）行うものであり、これに要する費

用についても全額国の負担により行われている。 

当該事務は国が適正な水準、内容の医療を確保する義務を負っているが、指定医療

機関等の指定についての考え方はすでに法令等で定めているため、都道府県がこの

考え方に従って当該業務を実施することは可能と考える。 

 

※ 当該業務を適時適切に実施することが可能な人員体制及び広域的な連携体制が

整備されること、移譲した業務についてはその責任を地方において負うことを条件

とする。さもなければ、移譲後においても、必要に応じて国による最低限の関与を

行う点に留意されたい。 
備考  

 

 

Ａ－ａ 
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事務・権限概要シート 
 

出先機関名：地方厚生（支）局  
整理番号(12
及び 13） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

・養成施設等の指定及び監督 
保健師、助産師、看護師、理学療法士、作業療法士、診療放射線技師、臨床検査技
師、視能訓練士、臨床工学技士、義肢装具士、救急救命士、言語聴覚士、あん摩マ
ッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師、歯科衛生士、歯科技工士、保育
士、社会福祉士、介護福祉士、児童福祉司、児童福祉施設の職員、児童自立支援専
門員、社会福祉主事、精神保健福祉士、身体障害者福祉司、知的障害者福祉司、理
容師、美容師、食鳥処理衛生管理者、食品衛生管理者、食品衛生監視員、栄養士、
調理師、製菓衛生師 
・講習会の指定・登録 
食品衛生管理者資格認定講習会、食鳥処理衛生管理者資格取得講習会 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで
移譲すると整
理した事務・権
限の具体的な
内容 

＜保健師、助産師、看護師、理学療法士、作業療法士、診療放射線技師、臨床検査技

師、視能訓練士、臨床工学技士、義肢装具士、救急救命士、言語聴覚士、あん摩マッ

サージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師、歯科衛生士、歯科技工士＞ 

（移譲する事務・権限名） 

○保健師、助産師、看護師、理学療法士、作業療法士、診療放射線技師、臨床検査技

師、視能訓練士、臨床工学技士、義肢装具士、救急救命士、言語聴覚士、あん摩マッ

サージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師、歯科衛生士及び歯科技工士を養成す

る施設の指定、変更承認、指定取り消し、報告及び調査等 

（具体的な内容） 

上記に掲げる医療関係職種の養成施設の指定・変更承認・指定取り消しに係る申請

書類の審査等の業務及び養成の適切な実施を確保するための教育方法、設備その他の

事項に関し報告を求め、若しくは指導をし、実地調査等を行う。 

 

＜保育士＞ 

（移譲する事務・権限名） 

○保育士養成施設の指定及び監督 

（具体的な内容） 

・保育士養成施設の指定に関する事項 
・保育士養成施設の指定内容変更の承認に関する事項 
・保育士養成施設の指定内容変更の届出に関する事項 
・保育士養成施設の指定の取消しに関する事項 
・保育士養成施設の年次報告に関する事項 

・保育士養成施設に対する報告徴収及び検査に関する事項 等 

 

＜社会福祉士、介護福祉士、社会福祉主事＞ 

（移譲する事務・権限名） 

○養成施設等の指定及び監督 

（具体的な内容） 

・養成施設の指定に関する事項 
・養成施設の指定内容変更の承認に関する事項 
・養成施設の指定内容変更の届出に関する事項 
・養成施設の設置等計画者に対する申請書提出の指示に関する事項 
・養成施設の実地調査に関する事項 

29



・養成施設の指定の取消しに関する事項 
・養成施設の年次報告に関する事項 

・養成施設に対する報告徴収及び指示に関する事項 等  

 

＜精神保健福祉士＞ 

（移譲する事務・権限名） 

○精神保健福祉士登録研修機関の指定 

（具体的な内容） 

・精神保健福祉士登録研修機関の登録に関する事項 
・精神保健福祉士登録研修機関の登録内容変更の届出に関する事項 

・精神保健福祉士登録研修機関の登録の取消しに関する事項    等  

 

 

＜身体障害者福祉司、知的障害者福祉司＞ 

（移譲する事務・権限名） 

○身体障害者福祉司・知的障害者福祉司を養成施設の指定 

（具体的な内容） 

・身体障害者福祉司・知的障害者福祉司の養成施設の指定に関する事務  

 

 

 

＜児童福祉司＞ 

（移譲する事務・権限名） 

○児童福祉司養成施設の指定及び監督 

（具体的な内容） 

・児童福祉司養成施設の指定に関する事項 

・児童福祉司養成施設の指定の取消しに関する事項 

・児童福祉司養成施設に対する報告（請求）、指導に関する事項 等 

 

 

＜児童福祉施設の職員＞ 

（移譲する事務・権限名） 

○児童福祉施設の職員養成施設の指定及び監督 

（具体的な内容） 

・児童福祉施設の職員養成施設の指定に関する事項 

・児童福祉施設の職員養成施設の指定の取消しに関する事項 

・児童福祉施設の職員養成施設に対する報告（請求）、指導に関する事項 等 

 

＜児童自立支援専門員＞ 

（移譲する事務・権限名） 

○児童自立支援専門員養成施設の指定及び監督 

（具体的な内容） 

・児童自立支援専門員養成施設の指定に関する事項 

・児童自立支援専門員養成施設の指定の取消しに関する事項 

・児童自立支援専門員養成施設に対する報告（請求）、指導に関する事項 等 

 

＜理容師及び美容師＞ 

（移譲する事務・権限名） 
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○理容師養成施設及び美容師養成施設の指定及び監督 

（具体的な内容） 

・理容師、美容師養成施設の指定に関する事項 
・理容師、美容師養成施設の指定内容変更の承認に関する事項 
・理容師、美容師養成施設の指定内容変更の届出に関する事項 
・理容師、美容師養成施設の指定の取消しに関する事項 
・理容師、美容師養成施設の年次報告に関する事項 
・理容師、美容師養成施設に対する報告徴収及び指示に関する事項 等  
 
＜栄養士及び調理師＞ 

（移譲する事務・権限名） 

○栄養士、調理師養成施設の指定及び監督 

（具体的な内容） 

・栄養士、調理師養成施設の指定に関する事項 
・栄養士、調理師養成施設の内容変更の承認に関する事項 
・栄養士、調理師養成施設の内容変更の届出に関する事項 
・栄養士、調理師養成施設の届出に関する事項 
・栄養士、調理師養成施設の実地調査及び指導調査に関する事項 
・栄養士、調理師養成施設の指定の取消しに関する事項 
・栄養士、調理師養成施設に対する報告（請求）徴収及び指示に関する事項 等  

 

＜食鳥処理衛生管理者、食品衛生管理者、食品衛生監視員、製菓衛生師＞、 
＜・講習会の指定・登録 食品衛生管理者資格認定講習会、食鳥処理衛生 

管理者資格取得講習会＞ 

（移譲する事務・権限名） 

○養成施設等の指定及び監督 

○講習会の指定・登録 

（具体的な内容） 

・養成施設の指定（登録）に関する事項 
・養成施設の指定内容変更の承認に関する事項 
・養成施設の指定（登録）内容変更の届出に関する事項 
・養成施設の設置等計画者に対する申請書提出の指示に関する事項 
・養成施設の実地調査に関する事項 
・養成施設の指定（登録）の取消しに関する事項 
・養成施設の年次報告に関する事項 
・養成施設に対する報告徴収及び指示に関する事項  
・講習会の登録に関する事項 
・講習会の実施内容変更の届出に関する事項 
・講習会の休廃止の届出に関する事項 
・講習会の実施計画者に対する申請書提出の指示に関する事項 
・講習会の改善命令に関する事項 
・講習会の登録の取消しに関する事項 
・講習会の実施者に対する報告徴収及び指示に関する事項 

・講習会の実施者に対する立入検査に関する事項        等 

  

 

 

 

予算の状況 
（単位:百万円） 

45 百万円の内数(平成 22 年度予算) 

 

関係職員数 ５５人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 
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事務量（アウト
プット） 

・養成施設等の指定及び監督 
1.理容師養成施設  
 (1)課程数        H19 195 H20 220 H21 211 
 (2)新規指定数      H19 0   H20  2  H21   0 
 (3)取消数        H19 7   H20  5 H21   4 
 (4)指定内容の変更承認数 H19 9   H20  5  H21  41  
 (5)指定内容の変更届出数 H19 32  H20 192 H21 192 
 (6)指導調査実施数    H19 19  H20  31 H21  32 
2.美容師養成施設 
 (1)課程数        H19 472 H20 514 H21 512 
 (2)新規指定数      H19  2 H20   7 H21   8 
 (3)取消数        H19   5 H20   6 H21   5 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  29 H20 136 H21  67  
 (5)指定内容の変更届出数 H19  88 H20 555 H21 489 
 (6)指導調査実施数    H19  61 H20  67 H21  56 
3. 食品衛生管理者養成施設   
 (1)課程数        H19 188 H20 204 H21 214 
 (2)新規指定数      H19  7 H20  11 H21  17 
 (3)取消数        H19   0 H20   5 H21   2 
 (4)指定内容の変更承認数 H19   0 H20   0 H21   0  
 (5)指定内容の変更届出数 H19 102 H20 138 H21 112 
 (6)指導調査実施数    H19  41 H20  29 H21  28 
4.指定保育士養成施設 
 (1)課程数        H19 544 H20 563 H21 583 
 (2)新規指定数      H19  28 H20  33 H21  12 
 (3)取消数        H19   9 H20  13 H21   9  
 (4)指定内容の変更承認数 H19 123 H20 147 H21 325  
 (5)指定内容の変更届出数 H19 109 H20 153 H21 166 
 (6)指導調査実施数    H19  56 H20  60 H21  96 
5.社会福祉士養成施設 
 (1)課程数        H19  64 H20  66 H21  67 
 (2)新規指定数      H19   5 H20   7 H21   4 
 (3)取消数        H19   3 H20   6 H21   1 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  53 H20  47 H21  15  
 (5)指定内容の変更届出数 H19  13 H20  75 H21  79 
 (6)指導調査実施数    H19   7 H20   4 H21  13 
6. 介護福祉士養成施設 
 (1)課程数        H19 457 H20 506 H21 486 
 (2)新規指定数      H19  22 H20  10 H21  12 
 (3)取消数        H19  13 H20  31 H21  46 
 (4)指定内容の変更承認数 H19 287 H20 177 H21  60  
 (5)指定内容の変更届出数 H19 182 H20 598 H21 331 
 (6)指導調査実施数    H19  78 H20  26 H21  77 
7. 福祉系高等学校 
 (1)課程数        H19  0 H20  0 H21 158 
 (2)新規指定数      H19   0 H20 158 H21   4 
 (3)取消数        H19   0 H20   0 H21   1 
 (4)指定内容の変更承認数 H19   0 H20   0 H21   8  
 (5)指定内容の変更届出数 H19   0 H20   0 H21  96 
 (6)指導調査実施数    H19   0 H20   0 H21   4 
8. 社会福祉主事養成機関 
 (1)課程数        H19  93 H20  90 H21  73 
 (2)新規指定数      H19   2 H20   0 H21   2 
 (3)取消数        H19  10 H20  17 H21  11 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  22 H20  34 H21  12  
 (5)指定内容の変更届出数 H19  52 H20  48 H21  48 
 (6)指導調査実施数    H19  14 H20   5 H21  11 
9. 精神保健福祉士養成施設 
 (1)課程数        H19  66 H20  68 H21  65 
 (2)新規指定数      H19   6 H20   5 H21   1 
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 (3)取消数        H19   4 H20   8 H21   4 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  62 H20 102 H21  52  
 (5)指定内容の変更届出数 H19  22 H20  21 H21  16 
 (6)指導調査実施数    H19  11 H20   7 H21   3 
10. 児童福祉司養成施設 
 (1)課程数        H19   3 H20   3 H21   3 
 (2)新規指定数      H19   0 H20   0 H21   0 
 (3)取消数        H19   0 H20   0 H21   0 
 (4)指定内容の変更承認数 H19   0 H20   0 H21   0 
 (5)指定内容の変更届出数 H19   0 H20   0 H21   0 
 (6)指導調査実施数    H19   1 H20   0 H21   0 
11. 児童福祉施設職員養成施設 
  (1)課程数        H19   2 H20   2 H21   2  
 (2)新規指定数      H19   0 H20   0 H21   0 
 (3)取消数        H19   0 H20   0 H21   0 
 (4)指定内容の変更承認数 H19   0 H20   0 H21   1 
 (5)指定内容の変更届出数 H19   0 H20   0 H21   0 
 (6)指導調査実施数    H19   1 H20   0 H21   0 
12.児童自立支援施設職員養成施設 
 (1)課程数        H19   1 H20   1 H21   1  
 (2)新規指定数      H19   0 H20   0 H21   0 
 (3)取消数        H19   0 H20   0 H21   0 
 (4)指定内容の変更承認数 H19   0 H20   0 H21   0 
 (5)指定内容の変更届出数 H19   0 H20   0 H21   0 
 (6)指導調査実施数    H19   0 H20   0 H21   0 
13. 知的障害者福祉司養成施設 
  (1)課程数        H19   1 H20   1 H21   1 
 (2)新規指定数      H19   0 H20   0 H21   0 
 (3)取消数        H19   0 H20   0 H21   0 
 (4)指定内容の変更承認数 H19   0 H20   0 H21   0 
 (5)指定内容の変更届出数 H19   0 H20   0 H21   0 
 (6)指導調査実施数    H19   0 H20   0 H21   0 
14. 救急救命士養成所 
  (1)課程数        H19  36 H20  38 H21  41 
 (2)新規指定数      H19   2 H20   3 H21   2 
 (3)取消数        H19   0 H20   1 H21   0 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  26 H20  14 H21  23 
 (5)指定内容の変更届出数 H19   8 H20  13 H21   9 
 (6)指導調査実施数    H19   6 H20   8 H21   4 
15. 診療放射線技師養成所   
  (1)課程数        H19  19 H20  19 H21  18 
 (2)新規指定数      H19   0 H20   0 H21   0 
 (3)取消数        H19   1 H20   1 H21   0 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  17 H20  11 H21  10 
 (5)指定内容の変更届出数 H19   4 H20   3 H21   4 
 (6)指導調査実施数    H19   3 H20   2 H21   0 
16.臨床検査技師養成所 
 (1)課程数        H19  28 H20  27 H21  25 
 (2)新規指定数      H19   0 H20   0 H21   0 
 (3)取消数        H19   1 H20   2 H21   1 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  13 H20  16 H21  12 
 (5)指定内容の変更届出数 H19   7 H20   6 H21  11 
 (6)指導調査実施数    H19   3 H20   0 H21   2 
17.理学・作業療法士養成施設 
 (1)課程数        H19 337 H20 366 H21 368 
 (2)新規指定数      H19  24 H20   2 H21   0 
 (3)取消数        H19  11 H20   4 H21   8 
 (4)指定内容の変更承認数 H19 271 H20 365 H21 342 
 (5)指定内容の変更届出数 H19  51 H20  91 H21  75 
 (6)指導調査実施数    H19  54 H20  29 H21  73 
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18. 視能訓練士養成所 
  (1)課程数        H19  20 H20  22 H21  23 
 (2)新規指定数      H19   2 H20   1 H21   1 
 (3)取消数        H19   1 H20   1 H21   1 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  13 H20  13 H21  12 
 (5)指定内容の変更届出数 H19   9 H20   9 H21  15 
 (6)指導調査実施数    H19   4 H20   2 H21   3 
19. 臨床工学技士養成所 
  (1)課程数        H19  40 H20  43 H21  45 
 (2)新規指定数      H19   2 H20   1 H21   2 
 (3)取消数        H19   0 H20   0 H21   0 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  29 H20  20 H21  23 
 (5)指定内容の変更届出数 H19  16 H20  25 H21  19 
 (6)指導調査実施数    H19   6 H20   4 H21   4 
20. 義肢装具士養成所 
  (1)課程数        H19   7 H20   8 H21   8 
 (2)新規指定数      H19   1 H20   0 H21   0 
 (3)取消数        H19   0 H20   0 H21   0 
 (4)指定内容の変更承認数 H19   7 H20   6 H21   6 
 (5)指定内容の変更届出数 H19   2 H20   4 H21   2 
 (6)指導調査実施数    H19   0 H20   2 H21   0 
21. 言語聴覚士養成所   
  (1)課程数        H19  46 H20  51 H21  53 
 (2)新規指定数      H19   3 H20   2 H21   1 
 (3)取消数        H19   1 H20   1 H21   1 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  61 H20  87 H21  85 
 (5)指定内容の変更届出数 H19  17 H20  27 H21  22 
 (6)指導調査実施数    H19   5 H20   5 H21  10 
22. あ・は・き師等養成施設 
  (1)課程数        H19 158 H20 177 H21 189 
 (2)新規指定数      H19  12 H20  12 H21   3 
 (3)取消数        H19   5 H20   6 H21   8 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  38 H20  60 H21  52 
 (5)指定内容の変更届出数 H19  44 H20  59 H21  44 
 (6)指導調査実施数    H19  28 H20  23 H21  24 
23. 柔道整復師養成施設   
  (1)課程数        H19 130 H20 161 H21 174 
 (2)新規指定数      H19  17 H20  11 H21   1 
 (3)取消数        H19   1 H20   3 H21   7 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  42 H20  59 H21  53 
 (5)指定内容の変更届出数 H19  27 H20  31 H21  40 
 (6)指導調査実施数    H19  24 H20  30 H21  28 
24. 歯科衛生士養成所 
  (1)課程数        H19 128 H20 138 H21 138 
 (2)新規指定数      H19   6 H20   5 H21   5 
 (3)取消数        H19   6 H20   5 H21   6 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  70 H20  81 H21  97 
 (5)指定内容の変更届出数 H19  21 H20  34 H21  23 
 (6)指導調査実施数    H19   9 H20  10 H21  10 
25. 歯科技工士養成所 
 (1)課程数        H19 50 H20  52 H21  51 
 (2)新規指定数      H19   0 H20   0 H21   2 
 (3)取消数        H19   3 H20   0 H21   5 
 (4)指定内容の変更承認数 H19   4 H20   8 H21   7 
 (5)指定内容の変更届出数 H19   5 H20  19 H21   6 
 (6)指導調査実施数    H19   5 H20  10 H21   2 
26. 保健師助産師看護師養成所 
  (1)課程数        H19 726 H20 757 H21 759 
 (2)新規指定数      H19  30 H20  21 H21  20 
 (3)取消数        H19  39 H20  19 H21  14 
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 (4)指定内容の変更承認数 H19 326 H20 804 H21 536 
 (5)指定内容の変更届出数 H19 133 H20 163 H21 210 
 (6)指導調査実施数    H19 105 H20  87 H21 108 
27.栄養士養成施設 
 (1)課程数        H19 195 H20 207 H21 204 
 (2)新規指定数      H19  2 H20  7 H21  3 
 (3)取消数        H19   8 H20   4 H21   6 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  56 H20  63 H21  41 
 (5)指定内容の変更届出数 H19  62 H20  52 H21  32 
 (6)指導調査実施数    H19  27 H20  39 H21  27 
28.調理師養成施設 
 (1)課程数        H19 383 H20 407 H21 436 
 (2)新規指定数      H19  5 H20  5 H21  6 
 (3)取消数        H19   8 H20   8 H21   2 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  22 H20  26 H21  15 
 (5)指定内容の変更届出数 H19  64 H20  29 H21  28 
 (6)指導調査実施数    H19  74 H20  42 H21  36 
29.製菓衛生師養成施設 
  (1)課程数        H19 137 H20 176 H21 188 
 (2)新規指定数      H19  19 H20  14 H21  7 
 (3)取消数        H19   3 H20   3 H21   2 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  12 H20  17 H21   8 
 (5)指定内容の変更届出数 H19  20 H20  82 H21  36 
 (6)指導調査実施数    H19  32 H20  55 H21  24 
・講習会の指定・登録 
1. 食品衛生管理者資格認定講習会の登録数 
  H19  2 H20  0 H21  0 
2. 食鳥処理衛生管理者資格取得講習会の登録数 

H19  0 H20  0 H21  1  
3. 介護技術講習会等に係る実施報告の受理数 

H19 1,133  H20 1,083 H21 1,055 
4. 社会福祉主事資格認定講習会の事業報告書の受理数 

H19 7 H20 6 H21 5 
5. 児童福祉司資格認定講習会の事業報告書の受理数 

H19 1 H20 1 H21 1  
6. 社会福祉士実習演習担当教員講習会実施届の受理数 

H19 0 H20 0 H21 2 
7. 社会福祉士実習指導者講習会実施届けの受理数 

H19 0 H20 0 H21 4  
8. 介護教員講習会実施届の受理数 

H19 0 H20 1 H21 3 
9. 介護福祉士実習指導者講習会実施届の受理数 
    H19 0 H20 4 H21 13 

 

備考  

 

 

【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

【目的】 
国家試験の受験資格等を得るため、各医療保健関係職種として必要な知識及び技能
を修得させる養成を実施する。 
 
【根拠法令】 
保健師助産師看護師法、理学療法士及び作業療法士法、診療放射線技師法、臨床検
査技師等に関する法律、視能訓練士法、臨床工学技士法、義肢装具士法、救急救命
士法、言語聴覚士法、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律、
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柔道整復師法、歯科衛生士法、歯科技工士法、理容師法、美容師法、栄養士法、調
理師法、食品衛生法、・食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律、児童福祉
法、社会福祉士及び介護福祉士法、社会福祉法、精神保健福祉士法及び製菓衛生師
法 
【業務内容】 
・養成施設の指定に関する事項 
・養成施設の指定内容変更の承認に関する事項 
・養成施設の指定内容変更の届出に関する事項 
・養成施設の設置等計画者に対する申請書提出の指示に関する事項 
・養成施設の実地調査に関する事項 
・養成施設の指定の取消しに関する事項 
・養成施設の年次報告に関する事項 
・養成施設に対する報告徴収及び指示に関する事項 等  
 

予算の状況 
（単位:百万円） 

45 百万円の内数(平成 22 年度予算) 
 

関係職員数 ５５人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウト
プット） 

・養成施設等の指定及び監督 
1.理容師養成施設  
 (1)課程数        H19 195 H20 220 H21 211 
 (2)新規指定数      H19 0   H20  2  H21   0 
 (3)取消数        H19 7   H20  5 H21   4 
 (4)指定内容の変更承認数 H19 9   H20  5  H21  41  
 (5)指定内容の変更届出数 H19 32  H20 192 H21 192 
 (6)指導調査実施数    H19 19  H20  31 H21  32 
2.美容師養成施設 
 (1)課程数        H19 472 H20 514 H21 512 
 (2)新規指定数      H19  2 H20   7 H21   8 
 (3)取消数        H19   5 H20   6 H21   5 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  29 H20 136 H21  67  
 (5)指定内容の変更届出数 H19  88 H20 555 H21 489 
 (6)指導調査実施数    H19  61 H20  67 H21  56 
3. 食品衛生管理者養成施設   
 (1)課程数        H19 188 H20 204 H21 214 
 (2)新規指定数      H19  7 H20  11 H21  17 
 (3)取消数        H19   0 H20   5 H21   2 
 (4)指定内容の変更承認数 H19   0 H20   0 H21   0  
 (5)指定内容の変更届出数 H19 102 H20 138 H21 112 
 (6)指導調査実施数    H19  41 H20  29 H21  28 
4.指定保育士養成施設 
 (1)課程数        H19 544 H20 563 H21 583 
 (2)新規指定数      H19  28 H20  33 H21  12 
 (3)取消数        H19   9 H20  13 H21   9  
 (4)指定内容の変更承認数 H19 123 H20 147 H21 325  
 (5)指定内容の変更届出数 H19 109 H20 153 H21 166 
 (6)指導調査実施数    H19  56 H20  60 H21  96 
5.社会福祉士養成施設 
 (1)課程数        H19  64 H20  66 H21  67 
 (2)新規指定数      H19   5 H20   7 H21   4 
 (3)取消数        H19   3 H20   6 H21   1 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  53 H20  47 H21  15  
 (5)指定内容の変更届出数 H19  13 H20  75 H21  79 
 (6)指導調査実施数    H19   7 H20   4 H21  13 
6. 介護福祉士養成施設 
 (1)課程数        H19 457 H20 506 H21 486 
 (2)新規指定数      H19  22 H20  10 H21  12 
 (3)取消数        H19  13 H20  31 H21  46 
 (4)指定内容の変更承認数 H19 287 H20 177 H21  60  
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 (5)指定内容の変更届出数 H19 182 H20 598 H21 331 
 (6)指導調査実施数    H19  78 H20  26 H21  77 
7. 福祉系高等学校 
 (1)課程数        H19  0 H20  0 H21 158 
 (2)新規指定数      H19   0 H20 158 H21   4 
 (3)取消数        H19   0 H20   0 H21   1 
 (4)指定内容の変更承認数 H19   0 H20   0 H21   8  
 (5)指定内容の変更届出数 H19   0 H20   0 H21  96 
 (6)指導調査実施数    H19   0 H20   0 H21   4 
8. 社会福祉主事養成機関 
 (1)課程数        H19  93 H20  90 H21  73 
 (2)新規指定数      H19   2 H20   0 H21   2 
 (3)取消数        H19  10 H20  17 H21  11 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  22 H20  34 H21  12  
 (5)指定内容の変更届出数 H19  52 H20  48 H21  48 
 (6)指導調査実施数    H19  14 H20   5 H21  11 
9. 精神保健福祉士養成施設 
 (1)課程数        H19  66 H20  68 H21  65 
 (2)新規指定数      H19   6 H20   5 H21   1 
 (3)取消数        H19   4 H20   8 H21   4 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  62 H20 102 H21  52  
 (5)指定内容の変更届出数 H19  22 H20  21 H21  16 
 (6)指導調査実施数    H19  11 H20   7 H21   3 
10. 児童福祉司養成施設 
 (1)課程数        H19   3 H20   3 H21   3 
 (2)新規指定数      H19   0 H20   0 H21   0 
 (3)取消数        H19   0 H20   0 H21   0 
 (4)指定内容の変更承認数 H19   0 H20   0 H21   0 
 (5)指定内容の変更届出数 H19   0 H20   0 H21   0 
 (6)指導調査実施数    H19   1 H20   0 H21   0 
11. 児童福祉施設職員養成施設 
  (1)課程数        H19   2 H20   2 H21   2  
 (2)新規指定数      H19   0 H20   0 H21   0 
 (3)取消数        H19   0 H20   0 H21   0 
 (4)指定内容の変更承認数 H19   0 H20   0 H21   1 
 (5)指定内容の変更届出数 H19   0 H20   0 H21   0 
 (6)指導調査実施数    H19   1 H20   0 H21   0 
12.児童自立支援施設職員養成施設 
 (1)課程数        H19   1 H20   1 H21   1  
 (2)新規指定数      H19   0 H20   0 H21   0 
 (3)取消数        H19   0 H20   0 H21   0 
 (4)指定内容の変更承認数 H19   0 H20   0 H21   0 
 (5)指定内容の変更届出数 H19   0 H20   0 H21   0 
 (6)指導調査実施数    H19   0 H20   0 H21   0 
13. 知的障害者福祉司養成施設 
  (1)課程数        H19   1 H20   1 H21   1 
 (2)新規指定数      H19   0 H20   0 H21   0 
 (3)取消数        H19   0 H20   0 H21   0 
 (4)指定内容の変更承認数 H19   0 H20   0 H21   0 
 (5)指定内容の変更届出数 H19   0 H20   0 H21   0 
 (6)指導調査実施数    H19   0 H20   0 H21   0 
14. 救急救命士養成所 
  (1)課程数        H19  36 H20  38 H21  41 
 (2)新規指定数      H19   2 H20   3 H21   2 
 (3)取消数        H19   0 H20   1 H21   0 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  26 H20  14 H21  23 
 (5)指定内容の変更届出数 H19   8 H20  13 H21   9 
 (6)指導調査実施数    H19   6 H20   8 H21   4 
15. 診療放射線技師養成所   
  (1)課程数        H19  19 H20  19 H21  18 
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 (2)新規指定数      H19   0 H20   0 H21   0 
 (3)取消数        H19   1 H20   1 H21   0 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  17 H20  11 H21  10 
 (5)指定内容の変更届出数 H19   4 H20   3 H21   4 
 (6)指導調査実施数    H19   3 H20   2 H21   0 
16.臨床検査技師養成所 
 (1)課程数        H19  28 H20  27 H21  25 
 (2)新規指定数      H19   0 H20   0 H21   0 
 (3)取消数        H19   1 H20   2 H21   1 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  13 H20  16 H21  12 
 (5)指定内容の変更届出数 H19   7 H20   6 H21  11 
 (6)指導調査実施数    H19   3 H20   0 H21   2 
17.理学・作業療法士養成施設 
 (1)課程数        H19 337 H20 366 H21 368 
 (2)新規指定数      H19  24 H20   2 H21   0 
 (3)取消数        H19  11 H20   4 H21   8 
 (4)指定内容の変更承認数 H19 271 H20 365 H21 342 
 (5)指定内容の変更届出数 H19  51 H20  91 H21  75 
 (6)指導調査実施数    H19  54 H20  29 H21  73 
18. 視能訓練士養成所 
  (1)課程数        H19  20 H20  22 H21  23 
 (2)新規指定数      H19   2 H20   1 H21   1 
 (3)取消数        H19   1 H20   1 H21   1 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  13 H20  13 H21  12 
 (5)指定内容の変更届出数 H19   9 H20   9 H21  15 
 (6)指導調査実施数    H19   4 H20   2 H21   3 
19. 臨床工学技士養成所 
  (1)課程数        H19  40 H20  43 H21  45 
 (2)新規指定数      H19   2 H20   1 H21   2 
 (3)取消数        H19   0 H20   0 H21   0 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  29 H20  20 H21  23 
 (5)指定内容の変更届出数 H19  16 H20  25 H21  19 
 (6)指導調査実施数    H19   6 H20   4 H21   4 
20. 義肢装具士養成所 
  (1)課程数        H19   7 H20   8 H21   8 
 (2)新規指定数      H19   1 H20   0 H21   0 
 (3)取消数        H19   0 H20   0 H21   0 
 (4)指定内容の変更承認数 H19   7 H20   6 H21   6 
 (5)指定内容の変更届出数 H19   2 H20   4 H21   2 
 (6)指導調査実施数    H19   0 H20   2 H21   0 
21. 言語聴覚士養成所   
  (1)課程数        H19  46 H20  51 H21  53 
 (2)新規指定数      H19   3 H20   2 H21   1 
 (3)取消数        H19   1 H20   1 H21   1 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  61 H20  87 H21  85 
 (5)指定内容の変更届出数 H19  17 H20  27 H21  22 
 (6)指導調査実施数    H19   5 H20   5 H21  10 
22. あ・は・き師等養成施設 
  (1)課程数        H19 158 H20 177 H21 189 
 (2)新規指定数      H19  12 H20  12 H21   3 
 (3)取消数        H19   5 H20   6 H21   8 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  38 H20  60 H21  52 
 (5)指定内容の変更届出数 H19  44 H20  59 H21  44 
 (6)指導調査実施数    H19  28 H20  23 H21  24 
23. 柔道整復師養成施設   
  (1)課程数        H19 130 H20 161 H21 174 
 (2)新規指定数      H19  17 H20  11 H21   1 
 (3)取消数        H19   1 H20   3 H21   7 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  42 H20  59 H21  53 
 (5)指定内容の変更届出数 H19  27 H20  31 H21  40 
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 (6)指導調査実施数    H19  24 H20  30 H21  28 
24. 歯科衛生士養成所 
  (1)課程数        H19 128 H20 138 H21 138 
 (2)新規指定数      H19   6 H20   5 H21   5 
 (3)取消数        H19   6 H20   5 H21   6 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  70 H20  81 H21  97 
 (5)指定内容の変更届出数 H19  21 H20  34 H21  23 
 (6)指導調査実施数    H19   9 H20  10 H21  10 
25. 歯科技工士養成所 
 (1)課程数        H19 50 H20  52 H21  51 
 (2)新規指定数      H19   0 H20   0 H21   2 
 (3)取消数        H19   3 H20   0 H21   5 
 (4)指定内容の変更承認数 H19   4 H20   8 H21   7 
 (5)指定内容の変更届出数 H19   5 H20  19 H21   6 
 (6)指導調査実施数    H19   5 H20  10 H21   2 
26. 保健師助産師看護師養成所 
  (1)課程数        H19 726 H20 757 H21 759 
 (2)新規指定数      H19  30 H20  21 H21  20 
 (3)取消数        H19  39 H20  19 H21  14 
 (4)指定内容の変更承認数 H19 326 H20 804 H21 536 
 (5)指定内容の変更届出数 H19 133 H20 163 H21 210 
 (6)指導調査実施数    H19 105 H20  87 H21 108 
27.栄養士養成施設 
 (1)課程数        H19 195 H20 207 H21 204 
 (2)新規指定数      H19  2 H20  7 H21  3 
 (3)取消数        H19   8 H20   4 H21   6 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  56 H20  63 H21  41 
 (5)指定内容の変更届出数 H19  62 H20  52 H21  32 
 (6)指導調査実施数    H19  27 H20  39 H21  27 
28.調理師養成施設 
 (1)課程数        H19 383 H20 407 H21 436 
 (2)新規指定数      H19  5 H20  5 H21  6 
 (3)取消数        H19   8 H20   8 H21   2 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  22 H20  26 H21  15 
 (5)指定内容の変更届出数 H19  64 H20  29 H21  28 
 (6)指導調査実施数    H19  74 H20  42 H21  36 
29.製菓衛生師養成施設 
  (1)課程数        H19 137 H20 176 H21 188 
 (2)新規指定数      H19  19 H20  14 H21  7 
 (3)取消数        H19   3 H20   3 H21   2 
 (4)指定内容の変更承認数 H19  12 H20  17 H21   8 
 (5)指定内容の変更届出数 H19  20 H20  82 H21  36 
 (6)指導調査実施数    H19  32 H20  55 H21  24 
・講習会の指定・登録 
1.食品衛生管理者資格認定講習会の登録数 
  H19  2 H20  0 H21  0 
2.食鳥処理衛生管理者資格取得講習会の登録数 

H19  0 H20  0 H21  1  
3.介護技術講習会等に係る実施報告の受理数 

H19 1,133  H20 1,083 H21 1,055 
4.社会福祉主事資格認定講習会の事業報告書の受理数 

H19 7 H20 6 H21 5 
5.児童福祉司資格認定講習会の事業報告書の受理数 

H19 1 H20 1 H21 1  
6.社会福祉士実習演習担当教員講習会実施届の受理数 

H19 0 H20 0 H21 2 
7.社会福祉士実習指導者講習会実施届けの受理数 

H19 0 H20 0 H21 4  
8.介護教員講習会実施届の受理数 

H19 0 H20 1 H21 3 

39



9.介護福祉士実習指導者講習会実施届の受理数 
    H19 0 H20 4 H21 13 
 

地方側の意見 ・全国知事会 出先機関原則廃止ＰＴの最終報告：地方へ移譲 

その他各方面の
意見 

― 

既往の政府方針
等 

― 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 
 
 
 
 

 
・養成施設等の指定については、各職種の業務が国民の生命身体に直接影響すると
いう観点から、その養成課程の適正の確保を、引き続き全国統一的に厳正に実施す
る必要がある。 
 
・しかし、必ずしも国の機関が行わなければならないものではなく、全国統一的に
養成課程の適正を確保することが可能であれば、例えば法定受託事務の形で地方が
行うことも可能と考える。 
 
・なお、養成所が廃止され、学生が転校を余儀なくされるような場合についても、
都道府県を超えて学生の円滑な転校を斡旋することが可能な体制が必要である。 
 
※ 当該業務を適時適切に実施することが可能な人員体制及び広域的な連携体制が
整備されること、移譲した業務についてはその責任を地方において負うことを条件
とする。さもなければ、移譲後においても、必要に応じて国による最低限の関与を
行う点に留意されたい。 

備考 
 

 

 
 

 

Ａ－ａ 
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事務・権限概要シート 

 

出先機関名：地方厚生（支）局 整理番号（１４） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

生活衛生同業組合振興計画の認定 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで
移譲すると整
理した事務・権
限の具体的な
内容 

（移譲する事務・権限名） 

○生活衛生同業組合振興計画の認定 

 

（具体的な内容） 

・生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律第５６条の３の規定に基づ

き、組合又は小組合の作成した組合員たる営業者の営業の振興を図るために必要な

事業に関する計画を、振興指針に適合し、かつ、生活衛生関係営業の運営の適正化

及び振興に関する法律施行令第５条で定める基準に該当する場合において、厚生労

働大臣の委任をうけて認定する。 

・認定を受けた振興計画について、生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関す

る法律施行令第６条の規定に基づき変更の認定及び取消しを行う。 

 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 69 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウト
プット） 

・生活衛生同業組合振興計画の認定 
(1) 振興計画の認定件数 

H19 0 件 H20 1 件 H21 2 件     
(2) 振興計画の変更認定件数 

H19 55 件 H20 154 件 H21 128 件 
(3) 実施状況報告書の受理件数 

   H19 418 件 H20 476 件 H21 474 件 

備考  

 

 

【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

【目的】 
生活衛生関係営業の振興を計画的に推進し、公衆衛生の向上及び利用者の利 
益の増進に資するため 
【根拠法令】 
生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律第５６条の３ 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 69 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 
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事務量（アウト
プット） 

・生活衛生同業組合振興計画の認定 
(1)振興計画の認定件数 

H19 0 件 H20 1 件 H21 2 件     
(2)振興計画の変更認定件数 

H19 55 件 H20 154 件 H21 128 件 
 (3)実施状況報告書の受理件数 
   H19 418 件 H20 476 件 H21 474 件 

地方側の意見 全国知事会 出先機関原則廃止ＰＴの最終報告：地方へ移譲 

その他各方面の
意見 

 

既往の政府方針
等 

 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

・生活衛生同業組合振興計画の認定については、地域の実情を把握している地方公
共団体に移譲することが適当である。 

 
※ 当該業務を適時適切に実施することが可能な人員体制及び広域的な連携体制が
整備されること、移譲した業務についてはその責任を地方において負うことを条件
とする。さもなければ、移譲後においても、必要に応じて国による最低限の関与を
行う点に留意されたい。 

備考 
 

 
 

 

 

 

Ａ－a 
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事務・権限概要シート 

 

出先機関名：地方厚生（支）局 整理番号（ 15 ） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

複数の都道府県で活動する中小企業等共同組合（広域）の許可等 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで
移譲すると整
理した事務・権
限の具体的な
内容 

（移譲する事務・権限名） 

○複数の都道府県を活動地区とする中小企業者による協同組合等のうち、厚生労働大

臣の所管に属する事業者が組合員資格に含まれるものに対する設立認可等 

 

（具体的な内容） 

・事業協同組合等の設立・定款変更の認可 

・組合の成立・役員変更・解散等の届け出 

・事業報告書等の受理、 

・その他監督上必要な報告の徴収、検査、処分等 

 

（留意点） 

 移譲にあたっては、中小企業等協同組合法等の主管官庁である経済産業省との調整

が必要である。 

 

予算の状況 
（単位:百万円） 

共通経費等の内数(平成 22 年度予算) 

関係職員数 69 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウト
プット） 

・中小企業等協同組合法等 
(1) 所管の組合数 

  H19 513 H20 567 H21 592 
 (2)設立認可件数 
  H19 24 件 H20 23 件 H21 16 件 
(3)解散認可件数 
 H19 4 件 H20 9 件 H21 11 件 
(4）定款等認可件数 
 H19 234 件 H20 275 件 H21 262 件 
(5)立入検査件数 
 H19 1 件 H20 1 件 H21 1 件 

 

備考  
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【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

目的 
 
（中小企業等協同組合法） 

中小規模の商業、工業、鉱業、運送業、サービス業その他の事業を行う者、勤労
者その他の者が相互扶助の精神に基き協同して事業を行うために必要な組織につい
て定め、これらの者の公正な経済活動の機会を確保し、もつてその自主的な経済活
動を促進し、且つ、その経済的地位の向上を図ることを目的 
 
（中小企業団体の組織に関する法律） 
中小企業者その他の者が協同して経済事業を行うために必要な組織又は中小企業者
がその営む事業の改善発達を図るために必要な組織を設けることができるようにす
ることにより、これらの者の公正な経済活動の機会を確保し、もつて国民経済の健
全な発展に資することを目的 
 
 
根拠法令：中小企業等協同組合法第１１１条、中小企業団体の組織に関する法律第
１０１条の４、中小企業団体の組織に関する法律施行令第１２条第２項 
 

予算の状況 
（単位:百万円） 

共通経費等の内数(平成 22 年度予算) 

関係職員数 69 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウト
プット） 

・中小企業等協同組合法等 
(1)所管の組合数 

  H19 513 H20 567 H21 592 
 (2)設立認可件数 
  H19 24 件 H20 23 件 H21 16 件 
(3)解散認可件数 
 H19 4 件 H20 9 件 H21 11 件 
(4）定款等認可件数 
 H19 234 件 H20 275 件 H21 262 件 
(5)立入検査件数 
 H19 1 件 H20 1 件 H21 1 件 

 

地方側の意見 全国知事会 出先機関原則廃止ＰＴの最終報告：地方へ移譲 

その他各方面の
意見 

― 

既往の政府方針
等 

― 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

・事業を複数の都道府県で活動する中小企業等協同組合等の場合については、都道
府県間で緊密な連携体制が構築され、また、都道府県間で役割分担が適切になされ
ることにより、適正かつ効率的な許認可等の実施に支障を来さないことが担保され
るのであれば、現在地方厚生局にある中小企業等協同組合等の許認可等の権限を都
道府県に移譲することは可能である。（移譲にあたっては、中小企業等協同組合法等
の主管官庁である経済産業省との調整が必要である。） 
 
※ 当該業務を適時適切に実施することが可能な人員体制及び広域的な連携体制が
整備されること、移譲した業務についてはその責任を地方において負うことを条件
とする。さもなければ、移譲後においても、必要に応じて国による最低限の関与を
行う点に留意されたい。 
 

備考 
 

 
 

 

 
Ａ―ａ 
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事務・権限概要シート 

 

出先機関名：地方厚生（支）局 整理番号（１８） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

社会福祉法人（広域）等の認可 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで
移譲すると整
理した事務・権
限の具体的な
内容 

（移譲する事務・権限名） 

○社会福祉法人（広域）等の認可 

 

（具体的な内容） 

二以上の都道府県の区域にわたって事業を行う社会福祉法人であって、全国を単位

として行われる事業、地域を限定しないで行われる事業等以外の事業を行う法人につ

いては、地方厚生局長が所轄庁として社会福祉法人の認可等を行う。具体的には以下

の事務を行っている。 

 

・社会福祉法人の定款の認可（第 31 条第１項） 
・社会福祉法人の定款の変更の認可（第 43 条） 
・社会福祉法人の解散の認可（第 46 条） 

・社会福祉法人の合併の認可（第 49 条第２項） 等               

予算の状況 
（単位:百万円） 

社会福祉法人認可事務運営等経費 ０．６５百万円の内数(平成 22 年度予算) 

関係職員数 24 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウト
プット） 

1.所管社会福祉法人数 
H19 149 法人 H20 241 法人 H21 264 法人(暫定) 

2.定款変更認可件数 
H19 105 件 H20 135 件 H21 171 件 

3.基本財産処分の承認 
H19 13 件 H20 15 件 H21 16 件 

4.基本財産担保提供の承認 
  H19 1 件 H20 12 件 H21 10 件 
5.寄付金募集の許可件数 
  H19 0 件 H20 0 件 H21 0 件 

 

備考 － 

 

  

【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

 二以上の都道府県の区域にわたって事業を行う社会福祉法人であって、全国を単
位として行われる事業、地域を限定しないで行われる事業等以外の事業を行う法人
については、地方厚生局長が所轄庁として社会福祉法人の認可等を行う。具体的に
は以下の事務を行っている。 
 
・社会福祉法人の定款の認可 
・社会福祉法人の定款の変更の認可 
・社会福祉法人の解散の認可 
・社会福祉法人の合併の認可  等 
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（関係する法令・通知） 
○社会福祉法（昭和 26 法律第 45 号）第 30 条、第 31 条、第 43 条、第 46 条、第 50

条等 
○社会福祉法人の認可について(平成 12 年 12 月 1 日障発第 890 号・社援発第 2618

号・老発第 794 号・雇児発第 908 号） 
予算の状況 
（単位:百万円） 

社会福祉法人認可事務運営等経費 ０．６５百万円の内数(平成 22 年度予算) 

関係職員数 24 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウト
プット） 

1.所管社会福祉法人数 
H19 149 法人 H20 241 法人 H21 264 法人(暫定) 

2.定款変更認可件数 
H19 105 件 H20 135 件 H21 171 件 

3.基本財産処分の承認 
H19 13 件 H20 15 件 H21 16 件 

4.基本財産担保提供の承認 
  H19 1 件 H20 12 件 H21 10 件 
5.寄付金募集の許可件数 
  H19 0 件 H20 0 件 H21 0 件 
 

地方側の意見 ・全国知事会 出先機関原則廃止ＰＴの最終報告：地方へ移譲 

その他各方面の
意見 

－ 

既往の政府方針
等 

－ 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

・事業を複数の都道府県で展開している社会福祉法人の場合に、都道府県間で緊密
な連携体制が構築され、また、都道府県間で役割分担が適切になされることによ
り、適正かつ効率的な許認可等の実施に支障を来さないことが担保されるのであ
れば、現在、地方厚生局が所掌している社会福祉法人の認可に係る事務・権限に
ついて、当該法人の主たる事務所がある都道府県等に移譲することは可能である。

 
※ 当該業務を適時適切に実施することが可能な人員体制及び広域的な連携体制が
整備されること、移譲した業務についてはその責任を地方において負うことを条件
とする。さもなければ、移譲後においても、必要に応じて国による最低限の関与を
行う点に留意されたい。 

備考 
 

－ 
 

 

 
Ａ－ａ 
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事務・権限概要シート 

 

出先機関名：地方厚生（支）局 整理番号（ ２０ ）

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

消費生活協同組合（広域）の許可、認可及び承認 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで
移譲すると整
理した事務・権
限の具体的な
内容 

（移譲する事務・権限名） 

○消費生活協同組合（広域）の許可、認可及び承認 

 

（具体的な内容） 

 ・消費生活協同組合に係る許認可等 
  ① 組合の設立及び解散認可 

② 定款・共済事業規約等の変更認可 
③ 員外利用の許可             等 

 ・消費生活協同組合に対する指導・監督 

 

予算の状況 
（単位:百万円） 

監視監査指導等費 ３８百万円の内数(平成 22 年度予算) 

関係職員数 69 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウト
プット） 

1.所管組合数 
 H19 47 件 H20 46 件 H21 51 件 
2.定款変更の認可 
 H19 9 件 H20 38 件 H21 17 件 
3.合併認可 
 H19 0 件 H20 0 件 H21 2 件 
4.解散認可 
 H19 0 件 H20 0 件 H21 1 件 
5.契約者割戻準備金積立の承認 
 H19 0 件 H20 1 件 H21 1 件  

 

備考  

 

 

【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

 具体的な業務内容は以下のとおり。 
○ 消費生活協同組合に係る許認可等 
 ・ 組合の設立及び解散認可 

・ 定款・共済事業規約等の変更認可 
・ 員外利用の許可             等 

○ 消費生活協同組合に対する指導・監督 
（関係する法令・通知） 
○消費生活協同組合法（昭和 23 年法律第 200 号） 
○消費生活協同組合模範定款例（平成 20 年 3 月 28 日社援発第 0328073 号） 
○共済事業向けの総合的な監督指針の策定について（平成 20 年 3月 31 日社援発第

0331005 号） 
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○貸付事業向けの総合的な監督指針の策定について（平成 19 年 12 月 18 日社援発第
1218002 号） 

○消費生活協同組合法施行規則の一部改正に伴う組合の財務処理等に関する取扱い
について（平成 20 年 3月 28 日社援地発第 0328003 号） 

予算の状況 
（単位:百万円） 

監視監査指導等費 ３８百万円の内数(平成 22 年度予算) 

関係職員数 69 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウト
プット） 

1.所管組合数 
 H19 47 件 H20 46 件 H21 51 件 
2.定款変更の認可 
 H19 9 件 H20 38 件 H21 17 件 
3.合併認可 
 H19 0 件 H20 0 件 H21 2 件 
4.解散認可 
 H19 0 件 H20 0 件 H21 1 件 
5.契約者割戻準備金積立の承認 
 H19 0 件 H20 1 件 H21 1 件  
 

地方側の意見 ・全国知事会 出先機関原則廃止ＰＴの最終報告：地方へ移譲 
                       

その他各方面の
意見 

－ 

既往の政府方針
等 

－ 

自己仕分け 
【仕分け結果】 
 
 
 

・事業を複数の都道府県で展開している生協の場合に、都道府県間で緊密な連携体
制が構築され、また、都道府県間で役割分担が適切になされることにより、適正
かつ効率的な許認可等の実施に支障を来さないことが担保されるのであれば、現
在地方厚生局にある生協の許認可等の権限を都道府県に移譲することは可能であ
る。 

 
※ 当該業務を適時適切に実施することが可能な人員体制及び広域的な連携体制が
整備されること、移譲した業務についてはその責任を地方において負うことを条件
とする。さもなければ、移譲後においても、必要に応じて国による最低限の関与を
行う点に留意されたい。 
 

備考 
 

 
 

 

 

Ａ－ａ 
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事務・権限概要シート 

 

出先機関名：地方厚生(支)局  整理番号（２２） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

精神保健指定医の指定に関する事務（指定証の交付等） 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで
移譲すると整
理した事務・権
限の具体的な
内容 

（移譲する事務・権限名） 

○精神保健指定医の指定に関する事務（指定証の交付等） 

（具体的な内容） 

・都道府県を経由して提出される新規申請受付、申請書類の確認 
・指定医証の交付、指定医証の更新に関する手続き 
・指定医証の紛失、氏名の変更等に対する再発行の手続き 
・死亡届、辞退届の受理及びその旨の通知          等 

予算の状況 
（単位:百万円） 

共通経費等の内数(平成 22 年度予算) 

関係職員数 69 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウト
プット） 

1. 指定医の証の発行(新規) 
H19 567 件 H20 617 件 H21 484 件 

2. 指定医の証の発行(更新等) 
H19 2,741 件 H20 2,269 件 H21 1,994 件 

3. 指定医の証の再発行 
H19 88 件 H20 80 件 H21 80 件 

4. 指定医の取消 
H19 3 件 H20 2 件 H21 2 件 

5. 指定不適格者への通知 
H19 35 件 H20 30 件 H21 38 件 

6. 辞退届・死亡届の受理 
H19 41 件 H20 44 件 H21 35 件 

 

備考  

【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

精神保健指定医は、患者本人の意思によらない入院や行動制限の判定を行う者とし
て、一定の精神科実務経験を有し、法律等に関する研修を終了した医師のうちから
国がこれを指定している。（精神保健福祉法第 18 条） 
当該指定に関する業務のうち、地方厚生局においては、 
 ①都道府県を経由して提出される新規申請受付、申請書類の確認 
 ②指定医証の交付、指定医証の更新に関する手続き 
 ③指定医証の紛失、氏名の変更等に対する再発行の手続き 
 ④死亡届、辞退届の受理及びその旨の通知 
等を実施している。（同法施行令第 2条の 2、同法施行規則第 1条）（委任規定：精神
保健福祉法 51 条の 14、同法施行令第 15 条、同法施行規則第 41 条） 

予算の状況 
（単位:百万円） 

共通経費等の内数(平成 22 年度予算) 

関係職員数 69 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 
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事務量（アウト
プット） 

1.指定医の証の発行(新規) 
H19 567 件 H20 617 件 H21 484 件 

2.指定医の証の発行(更新等) 
H19 2,741 件 H20 2,269 件 H21 1,994 件 

3.指定医の証の再発行 
H19 88 件 H20 80 件 H21 80 件 

4.指定医の取消 
H19 3 件 H20 2 件 H21 2 件 

5.指定不適格者への通知 
H19 35 件 H20 30 件 H21 38 件 

6.辞退届・死亡届の受理 
H19 41 件 H20 44 件 H21 35 件 
 

地方側の意見 全国知事会 出先機関原則廃止ＰＴの最終報告：地方に移譲 
 

その他各方面の
意見 

 

既往の政府方針
等 

精神保健指定医の指定に関する事務は、指定医の業務が精神障害者本人の意思に
よらない入院や行動制限の判定を行う等、精神障害者の人権に関わる行政処分に関
係するものであることから国の責任において実施する必要がある。 

指定に関する業務のうち、指定医証の交付等については、行政の効率化の観点か
ら、各地方厚生局に当該事務に必要な人員を配置し、効率的な業務執行を実施して
いる。 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

・指定医証の交付事務等、現在地方厚生局において実施している指定権限に直接的
に関わらない事務（上記①～④の事務を想定）については、指定医証の取り扱いに
ついて一定の基準を定める等の対応により、地方自治体で事務を行うことも可能で
あると考えられるため、移譲することとする。 
 
※ 当該業務を適時適切に実施することが可能な人員体制及び広域的な連携体制が
整備されること、移譲した業務についてはその責任を地方において負うことを条件
とする。さもなければ、移譲後においても、必要に応じて国による最低限の関与を
行う点に留意されたい。 

備考 
 

 

 

 

Ａ－ａ 
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事務・権限概要シート 

 

出先機関名：地方厚生（支）局 整理番号（ ２３ ）

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

戦没者等の遺族に対する特別弔慰金等の特別買上償還に関する証明書の発行 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで
移譲すると整
理した事務・権
限の具体的な
内容 

（移譲する事務・権限名） 

○戦没者等の遺族に対する特別弔慰金等の特別買上償還に関する証明書の発行 

 

（具体的な内容） 

特別買上償還とは、国が戦没者等の遺族に対して弔慰の意をもって発行する国債等

を被交付者が生活に困窮している場合に限り、本来一定の期間をかけて償還を受ける

ところを一括して償還を行うもの。 

特別買上償還は、例外的な取扱いであることから、特別買上償還が必要であること

について、下記の手続を経て、地方厚生局長が証明書を発行している。 

・特別買上償還を希望する者から、同人が生活困窮者である旨の証明書（福祉事務所

が発行）の提出を受ける。 

・地方厚生局において、当該者に係る国債が現に存在することを都道府県に確認を行

う。 

 

予算の状況 
（単位:百万円） 

共通経費等の内数(平成 22 年度予算) 

関係職員数 69 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウト
プット） 

・証明書交付件数 
 H19 2,254 件 H20 1,657 件 H21 839 件 

備考   

【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

 特別買上償還とは、国が戦没者等の遺族に対して弔慰の意をもって発行する国債

等を被交付者が生活に困窮している場合に限り、本来一定の期間をかけて償還を受

けるところを一括して償還を行うもの。 

特別買上償還は、例外的な取扱いであることから、特別買上償還が必要であるこ

とについて、下記の手続を経て、地方厚生局長が証明書を発行している。 

・ 特別買上償還を希望する者から、同人が生活困窮者である旨の証明書（福祉事

務所が発行）の提出を受ける。 

・ 地方厚生局において、当該者に係る国債が現に存在することを都道府県に確認

を行う。 

予算の状況 
（単位:百万円） 

共通経費等の内数(平成 22 年度予算) 
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関係職員数 69 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウト
プット） 

・証明書交付件数 
 H19 2,254 件 H20 1,657 件 H21 839 件     

 

地方側の意見 全国知事会 出先機関原則廃止ＰＴの最終報告：地方へ移譲 
 

その他各方面の
意見 

－ 

既往の政府方針
等 

 「出先機関改革に係る公開討議」（平成 22 年 5月 12 日 厚生労働省）における方
針 
本事業においては、以下の事項について対応可能であれば、地方へ業務移管す

ることが可能。 
・ 本事情の根拠規定を明確化した上で、裁定事務と同様、法定受託事務とする法

令上の手当を行う。 
・ 特別買上償還の多い年度は、特別弔慰金等の裁定事務で都道府県が多忙な年度

と重なるため、都道府県において、迅速な対応ができるよう体制を整える。 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

・戦没者等の遺族に対する特別弔慰金等は、戦没者等の遺族に対して、国として

弔慰の意を表すために、支給しているものであるが、裁定等の主要な事務は、法定

受託事務とし都道府県において行われているものである。 

今後、当該事務についても、都道府県への移管を検討してまいりたい。 

なお、当該事務を都道府県への移管にすることとした場合、法令上の手当を行うこ

とが必要となる。 

 

※ 当該業務を適時適切に実施することが可能な人員体制及び広域的な連携体制が
整備されること、移譲した業務についてはその責任を地方において負うことを条件
とする。さもなければ、移譲後においても、必要に応じて国による最低限の関与を
行う点に留意されたい。 

 

備考  
 
 

 

 

Ａ－ａ 
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事務・権限概要シート 

 

出先機関名：地方厚生(支)局  整理番号（ 24 ） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

医師等の臨床研修施設等の指導監督 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで
移譲すると整
理した事務・権
限の具体的な
内容 

（委譲する事務・権限名） 
○医師等の臨床研修施設等の指導監督 
※ 当該指導監督は、任意の検査であり法令等に基づき行うものではないため、事務

にあたる。 
 
（具体的な内容） 
・臨床研修施設として臨床研修を行う施設の実地調査 
・既に臨床研修施設として指定されている施設の実地調査 

・各種手続き（年次報告等）の事務処理 等 

 

予算の状況 
（単位:百万円） 

臨床研修病院指導等経費 ５百万円(平成 22 年度予算) 

関係職員数 70 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウト
プット） 

1.医師 
 (1)臨床研修病院指定数 

H19 1,899 H20 1,996 H21 2,017 
 (2)臨床研修病院の新規指定申請に係る審査件数 

H19 168 件  H20 101 件 H21 48 件 
(3)臨床研修プログラムの変更審査件数 

H19 401 件  H20 530 件 H21 1,106 件 
(4)既指定臨床研修病院 

H19 50 H20 41 H21 41  
(5)医籍登録件数 

H19 6,894 件  H20 7,354 件 H21 7,180 件 
2.歯科医師 
 (1) 臨床研修病院指定数 
   H19 1,317  H20 1,424 H21 1,533 
(2)臨床研修病院の新規指定申請に係る審査件数 

H19 86 件  H20 107 件 H21 93 件 
(3)臨床研修プログラムの変更審査件数 

H19 80 件  H20 107 件 H21 93 件 
(4)既指定臨床研修病院 

H19 44 件  H20 51 件 H21 51 件 
 (5)医籍登録件数 
  H19 2,564 件  H20 2,341 件 H21 2,230 件 

 

備考 ― 
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【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

【目的】 
臨床研修が必修化されたことに伴い、臨床研修病院において適正な臨床研修が実施
されるようにするため指導体制、研修プログラム、研修の実施状況、病院の運営状
況等について指導等実地検査を実施する。 
 
【根拠法令】 
なし（任意の検査であり、法令等に基づき行う強制的なものではない。） 
 
【業務内容】 
・新たに臨床研修施設として臨床研修を行う施設の実地調査 
・既に臨床研修施設として指定されている施設の定期的な実地調査 
・各種手続き（年次報告等）の事務処理 等 

予算の状況 
（単位：百万円） 

臨床研修病院指導等経費 ５百万円(平成 22 年度予算) 

関係職員数 70 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウト
プット） 

1.医師 
 (1)臨床研修病院指定数 

H19 1,899 H20 1,996 H21 2,017 
 (2)臨床研修病院の新規指定申請に係る審査件数 

H19 168 件  H20 101 件 H21 48 件 
(3)臨床研修プログラムの変更審査件数 

H19 401 件  H20 530 件 H21 1,106 件 
(4)既指定臨床研修病院 

H19 50 H20 41 H21 41  
(5)医籍登録件数 

H19 6,894 件  H20 7,354 件 H21 7,180 件 
2.歯科医師 
 (1) 臨床研修病院指定数 
   H19 1,317  H20 1,424 H21 1,533 
(2)臨床研修病院の新規指定申請に係る審査件数 

H19 86 件  H20 107 件 H21 93 件 
(3)臨床研修プログラムの変更審査件数 

H19 80 件  H20 107 件 H21 93 件 
(4)既指定臨床研修病院 

H19 44 件  H20 51 件 H21 51 件 
 (5)医籍登録件数 
  H19 2,564 件  H20 2,341 件 H21 2,230 件 
 

地方側の意見 全国知事会 出先機関原則廃止ＰＴの最終報告：地方へ移譲 
 

その他各方面の
意見 

― 

既往の政府方針
等 

― 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

臨床研修は、医師法及び歯科医師法に基づく基本的な診療能力の修得等を目的と
した医師及び歯科医師養成課程の総仕上げ段階の研修事業であり、臨床研修の質が
全国的に均一に確保されるよう、引き続き、全国一律の基準により、研修内容に応
じてきめ細かく指導監督する必要がある。 
 しかし、必ずしも国の機関が行わなければならないものではなく、全国一律の基
準により研修内容に応じたきめ細かい指導監督を行うことが可能であれば、例えば
法定受託事務の形で地方が行うことも可能と考える。 
 
※ 当該業務を適時適切に実施することが可能な人員体制及び広域的な連携体制が
整備されること、移譲した業務についてはその責任を地方において負うことを条件

 

A－a 
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とする。さもなければ、移譲後においても、必要に応じて国による最低限の関与を
行う点に留意されたい。 
 

備考 
 

都道府県へ権限を移譲することとした際には、臨床研修施設を指導するに足る医
学的知見を持った者が業務を行うよう地方機関に確保してもらう必要があるため、
都道府県の理解が不可欠である。 
また、病院より報告のあった情報は、厚生労働省で管理して一般に公開している「臨
床研修プログラム検索サイト」に反映させることも行っており、各都道府県が報告
書の受理等により検認した情報を当サイトに反映させるためのシステム改修を行う
必要があり、委譲に当たっては一定の期間が必要である。 
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事務・権限概要シート 

 

出先機関名：地方厚生（支）局 整理番号（２５  ）

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

総合衛生管理製造過程（ＨＡＣＣＰ）の承認等 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで
移譲すると整
理した事務・権
限の具体的な
内容 

（移譲する事務・権限名） 

○総合衛生管理製造過程の承認等（海外施設の承認等及び製造基準の例外承認等を除

く。） 

（具体的な内容） 

・総合衛生管理製造過程による製造、加工の承認 

・総合衛生管理製造過程に関する変更の承認 

・総合衛生管理製造過程の取消 

・総合衛生管理製造過程の更新の承認 

・総合衛生管理製造過程承認施設の立入及び指導等に関する事項 

※ただし、海外施設の承認等及び製造基準の例外承認等を除く。 

（留意点） 

・総合衛生管理製造過程の承認制度は我が国における食品の衛生管理の向上に加え、

国際的な動向を踏まえ、ＨＡＣＣＰ手法の普及を政策的に促進する観点から導入され

たものである。この趣旨を踏まえ、各自治体はその普及について積極的に促進するこ

とが求められる。 

 

 

 

 

予算の状況 
（単位:百万円） 

食品衛生の試験検査等に必要な経費 28 百万円の内数(平成 22 年度予算)  

 

関係職員数 46 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウト
プット） 

1. 総合衛生管理製造過程承認施設数 
  H19 572 件 H20 559 件 H21 564 件 
2. 新規承認件数 

H19 23 件 H20 18 件 H21 31 件 
3. 変更承認件数   

H19 73 件 H20 53 件 H21 29 件 
4. 更新承認件数 

H19 217 件 H20 303 件 H21 86 件 
5. 承認施設の立入調査 

H19 532 件 H20 497 件 H21 565 件 
 

備考  
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【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

【目的】 
 製造・加工技術、衛生管理の高度化に対応するため、厚生労働大臣による個別

承認制度を設け、規制の弾力化を図ることにより、多様な食品の製造・加工を可能
とすること。また、ＨＡＣＣＰ手法を取り入れていることが承認の要件となってお
り、我が国における食品の衛生管理の向上のため、ＨＡＣＣＰ手法の普及を促進す
ること。 
 
【根拠条文】 
食品衛生法第 13 条、第 14 条 
 
【業務内容】 
・総合衛生管理製造過程による製造、加工の承認 
・総合衛生管理製造過程に関する変更の承認 
・総合衛生管理製造過程の取消に関する本省への報告 
・総合衛生管理製造過程の更新の承認 
・総合衛生管理製造過程承認施設の立入及び指導等に関する事項 

予算の状況 
（単位:百万円） 

食品衛生の試験検査等に必要な経費 28 百万円の内数(平成 22 年度予算)  
 

関係職員数 46 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウト
プット） 

1.総合衛生管理製造過程承認施設数 
  H19 572 件 H20 559 件 H21 564 件 
2.新規承認件数 

H19 23 件 H20 18 件 H21 31 件 
3.変更承認件数   

H19 73 件 H20 53 件 H21 29 件 
4.更新承認件数 

H19 217 件 H20 303 件 H21 86 件 
5.承認施設の立入調査 

H19 532 件 H20 497 件 H21 565 件 
 

地方側の意見 全国知事会「出先機関原則廃止ＰＴ最終報告」：地方へ移譲 
 
「公開討議の概要」 
・食品衛生業務については、農林部門との連携が必要であり、地方自治体にゆだね
ることが適切。 
・食品の問題については、都道府県に一元化した方が、相談を含めより専門的・効
果的に実施できる。 
・食品の輸出入に関する事務は国に残す事務としている。 

その他各方面の
意見 

特区構想に伴う北海道からの総合衛生管理製造過程制度の知事への権限移譲の提案
に対する意見（日本食品衛生協会、日本乳業協会、日本食肉加工協会）（平成１７年
８月３日） 

北海道知事から道州制特区構想にともなう食品衛生法第１３条の総合衛生管理製
造過程承認制度に関する権限移譲の提案がなされています。この提案には、総合衛
生管理製造過程承認制度の対象食品のほとんどが全国的に広域流通していることか
ら、国が責任を持って対応すべきです。 
 そのためには国の機関である厚生局が全国レベルの視点に立ち、全国一律の運用
により承認に関する一連の事務を実施している現行の厚生労働大臣による承認制度
を維持する方が、食の安全を確保するために重要かつ必須であり、この提案に同意
することはできません。 
 

既往の政府方針
等 

 

57



自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

・総合衛生管理製造過程の承認等に係る業務は、次の業務を除き、地方に移譲する。
（※１） 
① 海外施設の承認 
輸入に関する事務であるため、国において実施する。 

② 総合衛生管理製造過程における例外承認（※２） 
製造基準を定める際と同程度の内閣府食品安全委員会でのリスク評価等、科学
的・技術的な審議が必要であり、これらの的確な執行体制の整備が不可欠である
ため、国において実施する。（地域主権戦略大綱 第４の２（３）の（注）④に
該当） 

なお、これらの事務については、高度な専門性を要するため、本省において実施
する。 
 
・総合衛生管理製造過程の承認制度は我が国における食品の衛生管理の向上に加え、

国際的な動向を踏まえ、ＨＡＣＣＰ手法（※３）の普及を政策的に促進する観点
から導入されたものである。この趣旨を踏まえ、各自治体はその普及について積
極的に促進することが求められる。 

 
※１：当該業務を適時適切に実施することが可能な人員体制及び広域的な連携体制

が整備されること、移譲した業務についてはその責任を地方において負うことを
条件とする。さもなければ、移譲後においても、必要に応じて国による最低限の
関与を行う点に留意されたい。 

※２：総合衛生管理製造過程の承認は、国が定める製造基準の例外を承認すること
が可能。 

※３：食品の原料の受入れから製造・出荷までのすべての行程において危害の発生
を防止するための重点ポイントを継続的に監視・記録する衛生管理手法であり、
食品の製造・加工工程における衛生管理のグローバルスタンダードである。 

 
備考 
 

 
 

 

Ａ－ａ 

（一部Ｃ－

ｂ） 

 

58



59



60



事務・権限概要シート 

 

出先機関名：地方厚生（支）局 整理番号（２７  ）

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

指定検査機関の指定等 
（食鳥検査法の指定検査機関） 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで
移譲すると整
理した事務・権
限の具体的な
内容 

（移譲する事務・権限名） 

○指定検査機関の指定等 

（具体的な内容） 

・指定検査機関の指定 
・指定検査機関の役員又は検査員の解任の命令 
・指定検査機関の役員の選任又は解任の認可 
・指定検査機関の業務規定の認可 
・指定検査機関事業計画等の認可 
・指定検査機関に対する監督命令 
・指定検査機関の業務の休廃止の許可 
・指定検査機関の指定の取消し及び食鳥検査業務の停止 
・指定検査機関の立入及び指導等 
（留意点） 
・指定検査機関と食鳥処理場の管轄自治体が異なる場合があることに留意が必要であ
り、さらに制度上の設計につき検討を要する。検討の際には、指定及び委任の制度に
ついても見直しをおこなう。 
（例：指定検査機関は全国に 16 カ所しかない。そのため、指定検査機関を管轄する
自治体は、域外の自治体が委任した食鳥処理場の検査についても事務（指定検査機関
が検査を適正に行っているかの監督等）に当たる必要がある。） 
 

予算の状況 
（単位:百万円） 

食品衛生の試験検査等に必要な経費 28 百万円(平成 22 年度予算) 

  

関係職員数 46 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウト
プット） 

1. 指定検査機関数 
H19 18 機関 H20 17 機関 H21 16 機関 

2.新規登録件数 
H19 0 機関 H20 0 機関 H21 0 機関 

3.事業計画の認可件数 
H19 18 機関 H20 17 機関 H21 16 機関 
    

 

備考  
 

 

 

 

【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

【目的】 
 食鳥検査の全部又は一部を行わせる者を指定することにより、食鳥検査の適正か
つ確実な実施を担保し、衛生上の危害の発生を防止し、国民の健康の保護を図るこ
と。 
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【根拠法令】 
食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第 21 条～第 35 条 
 
【業務内容】 
・指定検査機関の指定 
・指定検査機関の役員又は検査員の解任の命令 
・指定検査機関の役員の選任又は解任の認可 
・指定検査機関の業務規定の認可 
・指定検査機関事業計画等の認可 
・指定検査機関に対する監督命令 
・指定検査機関の業務の休廃止の許可 
・指定検査機関の指定の取消し及び食鳥検査業務の停止 
・指定検査機関の立入及び指導等 

予算の状況 
（単位:百万円） 

食品衛生の試験検査等に必要な経費 28 百万円(平成 22 年度予算) 
  

関係職員数 46 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウト
プット） 

1.指定検査機関数 
H19 18 機関 H20 17 機関 H21 16 機関 

2.新規登録件数 
H19 0 機関 H20 0 機関 H21 0 機関 

2. 事業計画の認可件数 
H19 18 機関 H20 17 機関 H21 16 機関 
    
 

地方側の意見 「全国知事会 出先機関原則廃止ＰＴ最終報告」：地方へ移譲 
 
「公開討議の概要」 
・食品衛生業務については、農林部門との連携が必要であり、地方自治体にゆだね
ることが適切。 
・食品の問題については、都道府県に一元化した方が、相談を含めより専門的・効
果的に実施できる。 
・食品の輸出入に関する事務は国に残す事務としている。 
 
 

その他各方面の
意見 

 

既往の政府方針
等 

 
 
 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

・食鳥の指定検査機関は、国内に流通する食鳥の検査を行っている。その指定の基
準は全国統一的に定められているため、指定権限を地方に移譲することとする。 
・この場合、指定検査機関と食鳥処理場の管轄自治体が異なる場合があることに留
意が必要であり、さらに制度上の設計につき検討を要する。 
（例：指定検査機関は全国に 16 カ所しかない。そのため、指定検査機関を管轄する
自治体は、域外の自治体が委任した食鳥処理場の検査についても事務（指定検査機
関が検査を適正に行っているかの監督等）に当たる必要がある。） 
 
※ 当該業務を適時適切に実施することが可能な人員体制及び広域的な連携体制が
整備されること、移譲した業務についてはその責任を地方において負うことを条件
とする。さもなければ、移譲後においても、必要に応じて国による最低限の関与を
行う点に留意されたい。 
 
 

備考 
 

 
 

 

 

 

Ａ－ａ 
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食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律の規定
に基づく指定検査機関の指定業務の手順

※法＝食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律

申 請 者

指 定 申 請 書 の 提 出 地方厚生局で審査等
を行う

①「申請書の受付」
※法第２１条第２項

指 定 申 請 書 の 審 査 等

②「書類審査」※法第２２条
・指定基準との適合審査
・不明確な事項の確認

③「実地調査」
・必要な場合実施

起 案 ・ 決 裁

「 」④ 決裁後厚生労働省に連絡

指 定 検 査 機 関 を 指 定 す る 省 令 厚生労働省で
事務処理を行う

⑤「指定した旨の連絡」 ⑥「公布した旨の連絡」

都道府県・指定都市・中核市地 方 厚 生 局

⑦「指定した旨の連絡

申 請 者
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事務・権限概要シート 

 

出先機関名：地方厚生（支）局 整理番号（ 28 ） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

健康増進法に基づく虚偽誇大広告等規制の勧告及び命令 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで
移譲すると整
理した事務・権
限の具体的な
内容 

（移譲する事務・権限名） 

○健康増進法に基づく虚偽誇大広告等規制の勧告及び命令 

 

（具体的な内容） 

 健康増進法において、食品として販売に供される物に関して、健康の保持増進の効

果等について、著しく事実に相違又は著しく人を誤認させる広告を禁止しており（法

§32 の 2）、これに違反して表示した者がある場合において、国（消費者庁長官・地

方厚生局長）が勧告（法§32 の 3(1)）、命令（法§32 の 3(2)）を行うことができる

とされている。 

 具体的には、国民の健康の保持増進及び国民に対する正確な情報の伝達に重大な影

響を与えるおそれがある場合、当該表示に関し必要な措置をとるべき旨の勧告を行う

ことができ、さらに、正当な理由なく、勧告に係る措置をとらなかった場合、その者

に対し当該勧告に係る措置をとるべきことを命令することができる。 

 

予算の状況 
（単位:百万円） 

食品の安全対策等に必要な経費 ２百万円の内数（平成 22 年度予算） 

関係職員数 46 人の内数（平成 22年 7月 1日現在） 

事務量（アウト
プット） 

1.相談及び指導件数 

 H19 434 件 H20 315 件 H21 201 件 

2.立入検査件数 

 H19 0 件 H20 0 件 H21 0 件 

3.収去件数 

 H19 0 件 H20 0 件 H21 0 件 

4.勧告件数 

 H19 0 件 H20 0 件 H21 0 件 

備考  

 

 

 

【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

 健康増進法においては、食品として販売に供される物に関して、健康の保持増進
の効果等について、著しく事実に相違又は著しく人を誤認させる広告を禁止してお
り（法§32の 2）、これに違反して表示した者がある場合において、国（消費者庁長
官・地方厚生局長）が勧告（法§32 の 3(1)）、命令（法§32 の 3(2)）を行うことが
できるとされている。 
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予算の状況 
（単位:百万円） 

食品の安全対策等に必要な経費 ２百万円の内数（平成 22 年度予算） 

関係職員数 46 人の内数（平成 22年 7月 1日現在） 

事務量 
(アウトプット) 

1. 相談及び指導件数 
 H19 434 件 H20 315 件 H21 201 件 
2. 立入検査件数 
 H19 0 件 H20 0 件 H21 0 件 
3. 収去件数 
 H19 0 件 H20 0 件 H21 0 件 
4.勧告件数 
 H19 0 件 H20 0 件 H21 0 件 

地方側の意見 全国知事会 国の出先機関原則廃止プロジェクトチーム 
平成 22 年３月 23 日「国の出先機関の原則廃止に向けて 中間報告」において、「健
康増進法に基づく虚偽誇大広告等規制の勧告及び命令」は「地方に移管」とされて
いる。  

その他各方面の
意見 

－ 

既往の政府方針
等 

地方分権改革推進委員会 
平成 20 年 12 月８日 第２次勧告において、「健康増進法に基づく虚偽誇大広告等規
制の勧告及び命令」については、「一の都道府県内等にのみ事業所等がある者に対す
る勧告の権限を、都道府県等に付与する。」とされている。 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

○ 地方厚生局が行っている当該事務・権限を地方自治体への移譲することにより、
地方自治体において、より一層効果的に監視・執行を行うことが可能となり、も
って、健康食品等の虚偽・誇大広告等の適正化の推進が図られるものと評価され
ることから、当該事務・権限について、全国一律・一斉に移譲するものとして、
地方自治体へ移譲することとする。 

○ 一方で、今回の対象外とされている本府省の事務・権限に関しては、消費者の
利益の擁護や国民の健康増進に係る施策について、今後とも、国が責任を持って
推進していく必要があり、消費者の利益の擁護等に関して特に必要とあると認め
られる場合にあっては、国が直接勧告・命令を行うことができるよう、引き続き、
本府省（消費者庁長官）の権限・事務を存置する必要があると考える。 

○ また、当該事務・権限の移譲先の実施体制として、都道府県等単位のほか、自
治体間連携や広域連合などの仕組みを検討することとされている。実施体制の在
り方によって、実効的な監視・執行に大きく影響を与えられることが考えられる
ため、実施体制の在り方の検討に当たっては、別途、意見照会を行っていただく
ようお願いする。 

○ 当該事務を廃止することにより国民の健康増進に大きく支障をきたすことは明
らかであり、当該事務を廃止することは不可能である。また、行政処分といった
公権力の行使を民営化することは全く馴染まない。 

 
※ 当該業務を適時適切に実施することが可能な人員体制及び広域的な連携体制が
整備されること、移譲した業務についてはその責任を地方において負うことを条件
とする。さもなければ、移譲後においても、必要に応じて国による最低限の関与を
行う点に留意されたい。 
 

備考  

 

 

Ａ－ａ 
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事務・権限概要シート 

 

出先機関名：地方厚生(支)局 整理番号（ 34 ） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

医療監視（特定機能病院の指導監督及び緊急時における医療監視） 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで
移譲すると整
理した事務・権
限の具体的な
内容 

（移譲する事務・権限名） 

○特定機能病院の報告徴収・立入検査 

 （医療法第 25 条第 3項及び第 4項） 

○緊急時における報告徴収・立入検査 

 （医療法第 71 条の 3） 

 

（具体的な内容） 

立入検査として、以下を実施 

・医療安全に関する事項、 

・院内感染対策に関する事項、 

・医薬品の安全管理体制に関する事項、 

・医療機器の保守点検・安全使用に関する事項、 

・血液製剤・輸血にかかる管理体制、 

・職員健康診断に関する事項 等 

 

（留意点） 

○特定機能病院に対する指導監督については、特定機能病院の特殊性にかんがみ、 
①指導監督の実施基準は国が策定すること 
②都道府県が実施した特定機能病院に対する指導監督に係る情報については、国に
対して報告を行うこと 

③国は、必要があると認めるときは、都道府県に対して、特定機能病院に指導監督
を行うことを指示することができること 

等により、特定機能病院に対する適正かつ効率的な指導監督事務の実施に支障を来
さないことが担保されるのであれば、現在地方厚生局にある特定機能病院の指導監
督の権限を都道府県に移譲することは可能である。 

 
○緊急時における病院等に対する立入検査等については、そもそも都道府県に病院等

に対する立入検査等の権限がある中で、緊急時には国も立入検査等を行うことがで
きることとするものであるが、 
①国は、国民の健康を守るため緊急の必要があると認めるときは、都道府県に対し
て、病院等に立入検査等を行うことを指示することができること 

②国の指示により都道府県が実施した病院等に対する立入検査等に係る情報につい
ては、国に対して報告を行うこと 

等により、緊急時において、病院等に対する適正かつ効率的な指導監督事務の実施

に支障を来さないことが担保されるのであれば、現在地方厚生局にある緊急時にお

ける病院等の立入検査等の権限を都道府県に移譲することは可能である。 

 

予算の状況 
（単位:百万円） 

監視監査指導等経費の内数 ３８百万円（平成 22 年度予算） 
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関係職員数 104 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

 

事務量（アウト
プット） 

1.特定機能病院数 
  H19 82  H20 83 H21 83 
2.立入検査実施件数 

  H19 82 件  H20 83 件 H21 83 件 

備考  

【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

【目的】 
特定機能病院について、医療法及び関連法令により規定された人員及び構造設備を
有し、かつ、適正な管理を行っているか否かについて検査し、不適正な場合は指導
等を通じ改善を図ることにより、良質で適正な医療を行う場にふさわしいものとす
ること。 
また、国民の健康を守るため緊急の必要があると厚生労働大臣が認める場合は、国
において、病院等からの必要な報告徴収、立入検査等を行うことができる。 
 
【根拠法令】 
医療法第 25 条第３項及び第４項及び第 71 条の３ 
 
【関係する計画・通知等】 
特定機能病院の立入検査業務実施要領（医政指発 0420 第３号） 
 
【具体的な業務内容】 
医療法第 25 条第３項に伴う立入検査業務として、①医療安全に関する事項、②院内
感染対策に関する事項、③医薬品の安全管理体制に関する事項、④医療機器の保守
点検・安全使用に関する事項、⑤血液製剤・輸血にかかる管理体制、⑥職員健康診
断に関する事項等。 
 

予算の状況 
（単位：百万円） 

監視監査指導等経費の内数 ３８百万円（平成 22 年度予算） 

関係職員数 104 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 
 

事務量（アウト
プット） 

1.特定機能病院数 
  H19 82  H20 83 H21 83 
2.立入検査実施件数 
  H19 82 件  H20 83 件 H21 83 件  

地方側の意見 全国知事会 出先機関原則廃止ＰＴの最終報告：地方へ移譲 

その他各方面の
意見 

― 

既往の政府方針
等 

― 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

 
 特定機能病院に対する指導監督については、特定機能病院の特殊性にかんがみ、
① 指導監督の実施基準は国が策定すること 
② 都道府県が実施した特定機能病院に対する指導監督に係る情報については、国

に対して報告を行うこと 
③ 国は、必要があると認めるときは、都道府県に対して、特定機能病院に指導監

督を行うことを指示することができること 
等により、特定機能病院に対する適正かつ効率的な指導監督事務の実施に支障を来
さないことが担保されるのであれば、現在地方厚生局にある特定機能病院の指導監
督の権限を都道府県に移譲することは可能である。 
 
 

 

Ａ-a 
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 緊急時における病院等に対する立入検査等については、そもそも都道府県に病院
等に対する立入検査等の権限がある中で、緊急時には国も立入検査等を行うことが
できることとするものであるが、 
① 国は、国民の健康を守るため緊急の必要があると認めるときは、都道府県に対

して、病院等に立入検査等を行うことを指示することができること 
② 国の指示により都道府県が実施した病院等に対する立入検査等に係る情報につ

いては、国に対して報告を行うこと 
等により、緊急時において、病院等に対する適正かつ効率的な指導監督事務の実施
に支障を来さないことが担保されるのであれば、現在地方厚生局にある緊急時にお
ける病院等の立入検査等の権限を都道府県に移譲することは可能である。 
 
※ 当該業務を適時適切に実施することが可能な人員体制及び広域的な連携体制が
整備されること、移譲した業務についてはその責任を地方において負うことを条件
とする。さもなければ、移譲後においても、必要に応じて国による最低限の関与を
行う点に留意されたい。 
 

備考  
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事務・権限概要シート 

 

出先機関名：地方厚生（支）局 整理番号（ ３５ ）

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

介護保険・サービスに関する指導 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで
移譲すると整
理した事務・権
限の具体的な
内容 

（移譲する事務・権限名） 

○介護保険・サービスに関する指導 

（具体的な内容） 

・市町村（指定都市・中核市を除く。）が行う介護サービス事業所の指定及び指導監

督事務並びに保険事務、認定事務等に関する指導 

・市町村（指定都市・中核市を除く。）との合同による地域密着型サービス事業者等

に対する実地指導 

・国民の生命又は身体の安全を確保するため緊急の必要があると認める場合に行う特

別養護老人ホーム、養護老人ホーム、介護老人保健施設等に対する監査等 

・事業所が複数都道府県にまたがって所在する場合の業務管理体制に関する事業者か

らの届出の受理及び検査の実施（※） 

・市町村が行う業務管理体制事務に関する指導 

 

（留意点） 

① 適正な介護保険制度運営の確保の観点から、都道府県において、市町村に対す

る適時適切な指導が実施可能となるよう、介護保険制度を熟知した人員体制及び

予算を確保することが必要。 
 
② ※については、人員体制を確保するとともに、介護サービス事業所を全国展開

している事業者に対して、関係都道府県の役割分担を明確にするなど緊密に連携
し、支障なく適正かつ効率的に事務が実施される体制を築く必要がある。なお、
関係都道府県の役割分担を明確にするにあたり、介護サービス事業者の事務負担
が過重にならないよう、配慮する必要がある。 

  また、本業務は、広域的に行うことが必要であり、必ずしも一つの地方厚生局
の範囲に収まるものでもないため、移譲にあたっては全国一律での対応が必要。

 
③ 介護保険制度の適正な運営及び利用者保護の観点から、緊急時又は全国規模の

問題等が生じた場合など、国が必要と認めるときは、権限移譲後においても、国
による総合調整等が実施可能となるよう関係法令に規定する必要がある。 

 
④ 介護保険関係法令に、上記①～③を確実に担保するためにも、各都道府県並び

に市区町村の権限の範囲や相互連携等に係る諸規定の整備が不可欠となる。 
 

予算の状況 
（単位:百万円） 

監視監査指導等経費(平成 22 年度予算) 

38 百万円の内数 

関係職員数 24 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウト
プット） 

1. 介護保険者に対する実地指導件数 
 H19 174 件  H20 191 件 H21 144 件 
2.介護サ－ビス事業者等に対する実地指導件数 
 H19 183 件  H20 193 件 H21 144 件 

備考  
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【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

① 市町村（指定都市・中核市を除く。以下同じ。）が行う介護サービス事業所の指

定及び指導監督事務並びに保険事務、認定事務等に関する指導 

② 市町村との合同による地域密着型サービス事業者等に対する実地指導 

③ 国民の生命又は身体の安全を確保するため緊急の必要があると認める場合に行

う特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、介護老人保健施設等に対する監査等 

④ 事業所が複数都道府県にまたがって所在する場合（３以上の厚生局の区域にまた

がっている場合を除く）の業務管理体制に関する事業者からの届出の受理及び検

査の実施 

⑤  市町村が行う業務管理体制事務に関する指導 

予算の状況 
（単位:百万円） 

監視監査指導等経費(平成 22 年度予算) 
38 百万円の内数 

関係職員数 24 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウト
プット） 

1.介護保険者に対する実地指導件数 
 H19 174 件  H20 191 件 H21 144 件 
2.介護サ－ビス事業者等に対する実地指導件数 
 H19 183 件  H20 193 件 H21 144 件 
 

地方側の意見 ・全国知事会 出先機関原則廃止ＰＴの最終報告：地方へ移譲 
 

その他各方面の
意見 

介護事業運営の適正化に関する有識者会議（平成１９年）、社会保障審議会介護給付
費分科会（平成１９年）、社会保障審議会介護保険部会（平成２０年２月）等におい
て、自治体が実施する実地指導・監査にバラツキが見られるため、監査・指導業務
の標準化を図るよう指摘されている。 
 

既往の政府方針
等 

 － 
 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

 
地方厚生局が行う介護保険・サービスに関する指導に係る業務については、下記

の留意点が確実に担保されるのであれば、地方自治体へ移譲（全国一律・一斉に移
譲するもの）とすることは可能である。 
 なお、地方自治体には介護サービス事業者に対する監督権限が付与されており、
国の権限を移譲しなくても、既に介護サービス事業所に対する指導・監督は自治体
が行っているところである。 
 
〈留意点〉 
 

○ 市町村が行う介護サービス事業所の指導監督事務等に関する指導について
は、適正な制度運営の確保の観点から、都道府県において、市町村に対する適
時適切な指導が実施可能となるよう、介護保険制度を熟知した人員体制及び予
算を確保すること。 

 
○ 事業所が複数都道府県にまたがって所在する場合の業務管理体制に関する事

業者からの届出の受理及び検査の実施、都道府県・市町村が行う業務管理体制
事務に関する指導については、人員体制を確保するとともに、介護サービス事
業所を全国展開している事業者に対して、関係都道府県の役割分担を明確にす
るなど緊密に連携し、支障なく適正かつ効率的に事務が実施されるようにする
必要があること。 

 
○ 移譲にあたり各業務について、制度の適正運営及び利用者保護の観点から、

緊急時又はコムスンのような全国規模の問題等が生じた場合など、国が必要と
認めるときは、業務権限移譲後においても、総合調整等が実施可能となるよう

 

 
Ａ－ａ 
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関係法令に規定する必要があること。 
 

※ 当該業務を適時適切に実施することが可能な人員体制及び広域的な連携体制が
整備されること、移譲した業務についてはその責任を地方において負うことを条
件とする。さもなければ、移譲後においても、必要に応じて国による最低限の関
与を行う点に留意されたい。 
 

備考 
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事務・権限概要シート 

 
出先機関名：地方厚生（支）局 整理番号（ ４３ ）

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

消費生活協同組合の検査指導 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで
移譲すると整
理した事務・権
限の具体的な
内容 

（移譲する事務・権限名） 

○消費生活協同組合の検査指導 

 

（具体的な内容） 

消費生活協同組合が法令等を遵守しているかどうかを確かめるため必要があると

認めるときは、業務・会計の状況に関し、報告徴収や検査等を行うとともに、消費生

活協同組合が法令等に違反し、又はその運営が著しく適正を欠くと認められるとき

は、必要な措置を採るべき旨や業務の停止等を命じることができる。具体的には以下

の事務を行っている。 

 

・消費生活協同組合に対する報告徴収 
・消費生活協同組合に対する資料提出の要求 
・消費生活協同組合に対する検査 

・消費生活協同組合に対する措置命令  等 

 

予算の状況 
（単位:百万円） 

監視監査指導等費 ３８百万円の内数(平成 22 年度予算) 

関係職員数 43 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウト
プット） 

・立入検査件数 

  H19 9 件 H20 10 件 H21 22 件   

備考  

 

 

【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

消費生活協同組合が法令等を遵守しているかどうかを確かめるため必要があると
認めるときは、業務・会計の状況に関し、報告徴収や検査等を行うとともに、消費
生活協同組合が法令等に違反し、又はその運営が著しく適正を欠くと認められると
きは、必要な措置を採るべき旨や業務の停止等を命じることができる。具体的には
以下の事務を行っている。 
 
（具体的な業務内容） 
・消費生活協同組合に対する報告徴収 
・消費生活協同組合に対する資料提出の要求 
・消費生活協同組合に対する検査 
・消費生活協同組合に対する措置命令  等 
 
（関係する法令・通知） 
○消費生活協同組合法（昭和 23 年法律第 200 号）第 92 条の 2、第 93 条、第 93 条の
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2、第 93 条の 3、第 94 条、第 94 条の 2、第 95 条、第 96 条等 
○消費生活協同組合に対する検査の実施について（平成 20 年 9月 3日社援発第

0903013 号） 
○共済事業実施組合に係る検査マニュアルの策定について（平成 20 年 9月 3日社援

発第 0903011 号） 
予算の状況 
（単位:百万円） 

監視監査指導等費 ３８百万円の内数(平成 22 年度予算) 

関係職員数 43 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウト
プット） 

・立入検査件数 
  H19 9 件 H20 10 件 H21 22 件   

地方側の意見 全国知事会 出先機関原則廃止ＰＴの最終報告：地方へ移譲 
                       

その他各方面の
意見 

－ 

既往の政府方針
等 

－ 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

・事業を複数の都道府県で展開している生協の場合に、都道府県間で緊密な連携体
制が構築され、また、都道府県間で役割分担が適切になされることにより、適正
かつ効率的な指導監督事務の実施に支障を来さないことが担保されるのであれ
ば、現在地方厚生局にある生協の指導監督の権限を都道府県に移譲することは可
能である。 

 
※ 当該業務を適時適切に実施することが可能な人員体制及び広域的な連携体制が
整備されること、移譲した業務についてはその責任を地方において負うことを条件
とする。さもなければ、移譲後においても、必要に応じて国による最低限の関与を
行う点に留意されたい。 
 

備考 
 

 
 

 

 

Ａ－ａ 
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事務・権限概要シート 

 

出先機関名：地方厚生（支）局 整理番号（４４） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの
際の事務・権限
名 

社会福祉法人の指導監査 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分け
で移譲する
と整理した
事務・権限
の具体的な
内容 

（移譲する事務・権限名） 

○社会福祉法人の指導監査 

 

（具体的な内容） 

社会福祉法人が法令等を遵守しているかどうかを確かめるため必要があると
認めるときは、業務・会計の状況に関し、報告徴収や検査等を行うとともに、社
会福祉法人が法令等に違反し、又はその運営が著しく適正を欠くと認められると
きは、必要な措置を採るべき旨や業務の停止等を命じることができる。具体的な
業務は以下の事務を行っている。 
 
・社会福祉法人に対する報告徴収、検査及び業務停止命令等（第 56 条１～３項）
・社会福祉法人の解散命令（第 56 条第４項） 

・公益事業又は収益事業の停止命令（第 57 条）      等 

 

（留意点） 

 ２以上の都道府県の区域にわたる社会福祉法人の場合に、都道府県間で緊密な

連携体制が構築され、また、都道府県間で役割分担が適切になされることにより、

適正かつ効率的な指導監査事務が実施されることが必要。 

 

予算の状況 
（単位:百万

円） 

監視監査指導等費 ３８百万円の内数(平成 22 年度予算) 

関係職員数 24 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（ア
ウ ト プ ッ
ト） 

・社会福祉法人に対する指導監査 

 H19 35 件 H20 53 件 H21 79 件 

備考 － 
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【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

 社会福祉法人が法令等を遵守しているかどうかを確かめるため必要がある
と認めるときは、業務・会計の状況に関し、報告徴収や検査等を行うととも
に、社会福祉法人が法令等に違反し、又はその運営が著しく適正を欠くと認
められるときは、必要な措置を採るべき旨や業務の停止等を命じることがで
きる。具体的な業務は以下の事務を行っている。 
 
・社会福祉法人に対する報告徴収及び検査 
・社会福祉法人に対する命令 
・社会福祉法人に対する業務停止命令等 
・社会福祉法人の解散命令    
・社会福祉法人の公益事業・収益事業の停止命令  等 
 
（関係する法令・通知） 
○社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第 56 条、第 57 条 
○社会福祉法人指導監査要綱の制定について(平成 13 年 7 月 23 日雇児発第

487 号・社援発第 1274 号・老発第 273 号） 
○社会福祉法人の認可等の適正化並びに社会福祉法人及び社会福祉施設に対

する指導監査の徹底について(平成 13 年 7 月 23 日雇児発第 488 号・社援発
第 1275 号・老発第 274 号） 

 
予算の状況 
（単位:百万円） 

監視監査指導等費 ３８百万円の内数(平成 22 年度予算) 

関係職員数 24 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウト
プット） 

・社会福祉法人に対する指導監査 
 H19 35 件 H20 53 件 H21 79 件  

地方側の意見 全国知事会 出先機関原則廃止ＰＴの最終報告：地方へ移譲 

その他各方面
の意見 

－ 

既往の政府方
針等 

－ 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

・現在、地方厚生局が所掌している社会福祉法人の指導監督に係る事務・権
限について、当該法人の主たる事務所がある都道府県等に委譲する。 

・ただし、社会福祉法人の指導監督は、社会福祉事業の利用者に悪影響が及
ばないよう、確実・適切に実施されなければならず、権限委譲されるすべ
ての都道府県等において、必要かつ十分な体制が整備され、実効ある法人
監査及びそれを踏まえた適切な処分等が可能となることが担保される必要
がある。 

・そのため、権限の委譲に当たっては、必要な人員の配置や十分な予算措置
の確保、地方厚生局からの適切な引継等、権限の委譲が都道府県等の負担
とならないための措置が必要である。 

 
※ 当該業務を適時適切に実施することが可能な人員体制及び広域的な連携
体制が整備されること、移譲した業務についてはその責任を地方において負
うことを条件とする。さもなければ、移譲後においても、必要に応じて国に
よる最低限の関与を行う点に留意されたい。 
 

備考 － 

 

Ａ－ａ 
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事務・権限概要シート 

出先機関名：地方農政局等   整理番号（ １２ ）

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

農産物検査法に定める登録検査機関の指導・監督その他の農産物検査に関する事務

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲すると整理し
た事務・権限の
具体的な内容 

（移譲する事務・権限名） 

農産物検査法に定める登録検査機関の指導・監督その他の農産物検査に関する事務

※  農産物検査を行う区域が一都道府県域内である登録検査機関の登録、都道府県

域内の関係業者等に対する立入調査等の業務について、都道府県へ権限を移譲・

付与 

 

（具体的な内容） 

【移譲する業務】 

  農産物検査法に定める登録検査機関の指導・監督その他の農産物検査に関する

以下の業務であって、農産物検査を行う区域が一都道府県域内である登録検査機

関の登録、都道府県域内の関係業者等に対する立入調査等の業務について、都道

府県へ権限を移譲・付与する。 

・登録検査機関の登録・更新（法第 17 条から法第 19 条まで及び法第 21 条） 

・登録検査機関からの農産物検査結果の報告の受理（法第 20 条第 3項） 

・農産物の生産者、輸入業者、売買取引業者、倉庫業者、登録検査機関等に対す

る立入調査等（法第 30 条、法第 31 条） 

・登録検査機関に対する適合命令、改善命令、登録の取消し等（法第 22 条から

法第 24 条まで及び法第 32 条） 

・農産物検査の受検者の不正受検に対する処置（法第 16 条） 

・農産物検査に係る申出の受理及び措置（法第 33 条） 

 

【具体的な業務内容】 

 移譲する業務の具体的内容はそれぞれ次のとおり。（別添参照） 

①農産物の登録検査機関に関する登録等の業務 

  ・登録検査機関の登録・更新（５年ごと）・変更の登録 

 ②農産物検査の適正な実施を確保するための監視業務 

  ・農産物の生産者、輸入業者、売買取引業者、倉庫業者、登録検査機関等に対

する立入調査等 

  ・登録検査機関に対する適合命令、改善命令、登録の取消し等 

  

【移譲に当たっての条件等】 

１ 並行権限 

都道府県域内の農産物の生産者、輸入業者、売買取引業者、倉庫業者、登録検査

機関等に対する立入調査等については、国の並行権限を残すこととする。 

 

２ 関係法規、人材等の整備 

移譲に当たっては、農産物検査法その他の関係法規の改正や農産物検査の専門

知識を要する者の確保・育成が必要。 

関係法の改正は一括法で行われる必要。 
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３ その他の業務 

農産物の登録検査機関に関し、次の事務について国へ報告する。 

 ・農産物検査の結果（定期） 

 ・登録検査機関の登録・更新の状況（随時） 
 ・登録検査機関に対する適合命令、改善命令、登録の取消し等の措置状況（随時）

 ・農産物検査に係る申出の措置状況（随時） 

 

予算の状況 
（単位:百万円） 

― 

関係職員数 ２５８人の内数 

事務量（アウト
プット） 

・登録検査機関の登録・更新 

⇒登録検査機関：約 1,500 機関（うち県域：1,300 機関） 

・登録検査機関からの検査結果報告取りまとめ 

⇒登録検査機関：約 1,500 機関（うち県域：1,300 機関） 

（米：年 20 回、麦：年 16 回、大豆：年 6回 等） 

・農林水産大臣による改善命令、適合命令、登録取消し等（平成 13 年度以降計 8

件） 

 ⇒登録検査機関等に対する立入調査等：年間約 2700 回（うち県域約 2500 回） 

・農産物検査法違反業者の告発（平成 13 年度以降 計 4件） 

備考 国の役割 

・ 農産物検査規格の設定・改廃（銘柄設定・改廃を含む） 

・ 農産物検査規格の品位規格における検査標準品の作製・配布（作製点数：約

6,000 セット） 

・ 複数の都道府県を区域とする登録検査機関に係る登録等の業務 

 

 
 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概

要 

【目的】 

農産物検査の適正かつ確実な実施を確保するための措置を講ずることにより、農産

物の公正かつ円滑な取引とその品質の改善とを助長し、あわせて農家経済の発展と

農産物消費の合理化に寄与 

 

【根拠法令】 

農産物検査法 

 

【出先機関が実施する業務内容】 

○ 農産物検査の実施の規格設定・技術指導の業務 

・ 農産物検査規格の設定 

・ 検査規格の形質を現物で示すためのサンプル（標準品）の作製及び配布 

・ 登録検査機関に対する検査技術の程度統一等の指導業務 

○ 農産物の登録検査機関に関する業務 

・ 登録検査機関の登録・更新 

・ 登録検査機関に対する適合命令、改善命令等 

○ 農産物検査の適正な実施を確保するための監視業務 

・ 農産物の生産者、業者等に対する巡回点検及び立入検査 

予算の状況 

（単位:百万円） 

- 

 

関係職員数 258 人の内数 

77



事務量（アウト

プット） 

登録検査機関の登録・更新、登録検査機関に対する技術指導・監査 

⇒登録検査機関：約 1,400 機関 

検査標準品（サンプル）の作製・配布 

⇒約 15,000 点（米・麦・大豆等の種類ごとに等級別に作製） 

巡回点検⇒約 13,000 箇所  

 

地方側の意見 全国知事会「国の出先機関の原則廃止に向けて」（平成２２年７月１５日) 

地方に移管 

その他各方面の

意見 

 

既往の政府方針

等 

 

自己仕分け 

【仕分け結果】 

 

 

 

一都道府県域内のみにある登録検査機関の登録、都道府県域内の関係業者等に対

する立入検査等の業務について、都道府県への権限移譲・付与を検討。 

備考 

 

 

 

 

Ａ－ａ 
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産
物
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（
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に

、
そ

の
適

正
か

つ
確

実
な

実
施

を
確

保
す

る
た

め
の

措
置

を
講

ず
る

こ
と

に
よ

り
、

農
産

物
の

公
正

か
つ

円
滑

な
取

引
と

そ
の

品
質

の
改

善
と

を
助

長
し

、
あ

わ
せ

て
農

家
経

済
の

発
展

と
農

産
物

消
費

の
合

理
化

と
に

寄
与

す
る

こ
と

を
目

的
と

す
る

。

○
農

産
物

の
種

類
米

穀
（

も
み

、
玄

米
及

び
精

米
）

、
麦

（
小

麦
、

大
麦

及
び

は
だ

か
麦

）
、

大
豆

、
小

豆
、

い
ん

げ
ん

、
か

ん
し

ょ
生

切
干

、
そ

ば
及

び
で

ん
粉

（
全

1
0
品

目
）

○
主

な
農

産
物

の
検

査
状

況
（

平
成

2
1
年

産
）
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検
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○
農

産
物

検
査

の
状

況

○
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録

検
査

機
関
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。
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検
査
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に
基
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き
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「
出
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」

検
査
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※

農 家
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縁
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０
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国
内
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米
の
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）
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農
産
物
検
査
の
手
順

受
検
品
の
受
付

検 査 請 求 書 の 受 付

受
検
品
の
配
列

受
検
品
の
確
認

記 載 事 項 の 確 認

包
装
検
査

量
目
検
査

試
料
採
取

番 号 付 け

抜 き 取 り

刺 し 穴 密 封

種
類

、
銘

柄
、
生

産
年

、
品

位
の

検
査

水 分 の 測 定 鑑 定 鑑 定 結 果 の 記 入 検 査 原 票
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業
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検
査
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果
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検
査

員
か

ら
登

録
検

査
機

関
へ
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告
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庫

・
は

い
付

け
の

確
認
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事務・権限概要シート 

出先機関名：地方農政局    整理番号（ １８、１９ ）

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

・食品産業その他の所掌に係る事業の発達、改善及び調整に関する事務（民間に対する
助成） 

・食品産業その他の所掌に係る事業の発達、改善及び調整に関する事務（民間に対する
広報啓発） 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲すると整理し
た事務・権限の
具体的な内容 

（移譲する事務・権限名） 

容器包装リサイクル法、食品リサイクル法及び省エネ法に基づく報告徴収・立入検査
等 
※ 一の都道府県内で完結する事業者に関する事務・権限を都道府県に付与。  

 

（具体的な内容） 

１ 容器包装リサイクル法、食品リサイクル法及び省エネ法に基づく報告徴収・立入検

査等の以下の業務であって、一の都道府県内で完結する事業者に関するものを都道府

県に付与する。   

ただし、国においても引き続き事務・権限を実施する。  

○省エネ法関係 

・指導及び助言（法第６条及び法第 60 条） 
・報告徴収及び立入検査（法第 87 条第３項及び第９項） 

○容器包装リサイクル法関係 

・報告徴収（法第３９条） 

・立入検査（法第４０条） 

○食品リサイクル法関係 
  ・報告徴収及び立入検査（法第２４条第１項～第３項） 

 

 

２ 具体的な業務の内容は、以下のとおり。 

○省エネ法関係 

・工場等におけるエネルギーの使用の合理化の適確な実施を確保するため必要があ

ると認めるときに実施できる、指導及び助言。 

・規定の施行に必要な限度で行うことができる、特定事業者等に対するエネルギーの

使用状況等に関する報告徴収及び工場等への立入検査。 

○容器包装リサイクル法関係 

・法律の施行に必要な限度において行うことができる、特定事業者に対する報告徴収

及び事務所、工場等への立入検査。 

○食品リサイクル法関係 

・法律の施行に必要な限度において行うことができる、食品関連事業者等に対する報

告徴収及び事務所、工場等へ立入検査。 

 

なお、容器包装リサイクル法、食品リサイクル法及び省エネ法の制度等に係る民間に
対する広報啓発については、特段、事務・権限を付与しなくとも都道府県において実施
し得るものである。 
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【事務・権限の付与に当たっての条件等】 

１ 国においても引き続き事務・権限を実施。 

２ 国による指示、基準の設定等を認め、都道府県において的確な業務実施体制が整備

されることが必要。 

３ 関係法の改正は一括法で行われる必要。 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 119 人の内数 

事務量（アウト
プット） 

省エネ法関係… 
指導件数【工場】19 年度  184  20 年度   67 21 年度   46 

【荷主】19年度 －  20 年度  －   21 年度   14 
報告徴収件数【工場】19年度  184  20 年度   67  21 年度   46 

                        【荷主】19 年度 －    20 年度 －    21 年度   14 
立入検査件数【工場】19年度     3  20 年度    16  21 年度    16 

【荷主】19年度  －   20 年度  －    21 年度    0 
※ 

荷主に係る指導、報告徴収及び立入検査は 21 年
度から実施。 

容リ法関係… 
      報告徴収件数    ：19 年度    0   20 年度  407   21 年度    0 

      立入検査件数    ：19 年度    4   20 年度    0   21 年度    0 
                
食リ法関係… 
      報告徴収件数    ：19 年度    98  20 年度     0  21 年度     0 
      立入検査件数    ：19 年度     0  20 年度     0  21 年度     0 

※ 定期報告は 20 年度から実施。 
 

※上記業務量については、全国の出先機関における業務量の総計であり、各都道府県
における業務量は、この内数となる。  

 

備考 ○事務・権限の付与にあたっては、関係省庁も同様の対応が必要となる。 
 

 
 
 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 
食品産業その他の所掌に係る事業の発達、改善及び調整に関する事務（民間に対する助成） 

事務・権限の概
要 

〔業務内容〕 
・ 農林漁業者等による農林漁業の六次産業化の促進に関する法律案に係る総合化事業

計画の審査・認定事務等 
（総合化事業計画の認定：法第５条第１項、変更認定：法第６条第１項、認定の取
消し：法第６条第３項、情報提供等：法第 18 条第１項、認定農林漁業者等への
指導・助言：法第 20 条） 

・ 農林漁業者等による農林漁業の六次産業化の促進に関する法律案に係る研究開発・
成果利用事業計画の審査・認定事務等 
（研究開発・成果利用事業計画の認定：法第７条第１項、変更認定：法第８条第１
項、認定の取消し：法第８条第３項、情報提供等：法第 18 条第１項、認定研究
開発・成果利用事業者等への指導・助言：法第 20 条） 

 
・ 農商工等連携促進法に係る農商工等連携事業計画の審査･認定業務等 

（農商工等連携事業計画の認定：法第４条第１項、変更認定：法第５条第１項、 
認定の取消し：法第５条第３項、認定事業者への指導・助言：法第 16 条） 
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・ 農商工等連携促進法に係る農商工等連携支援事業計画の審査・認定業務等 
（農商工等連携支援事業計画の認定：法第６条第１項、変更認定：法第７条第 
１項、認定の取消し：法第７条第２項、認定事業者への指導・助言：法第 16 条）

・ 農商工等連携支援事業等に関する事業計画の審査・承認及び補助金交付事務等 
（事業実施計画の承認・変更承認：食品産業競争力強化対策事業実施要領（平 

成 20 年３月 31 日付け 19 総合第 1744 号）第５、事業評価：同第６、補助金 
交付事務：補助金等適正化法第 26 条第 1項） 

 
・ 省エネ法に基づく食品関連事業者等に対する報告徴収、立入検査、定期報告の受理

等 
（定期報告の受理：法第 15 条第１項及び法第 63 条第１項、指導：法第６条及び法
第 60 条、報告徴収及び立入検査：法第 87 条第３項及び第９項、現地調査：21
総合第 1113 号局長通知「工場現地調査に基づくエネルギー管理指定工場への指
導、報告徴収、立入検査等の実施要領」） 

 
・ 容器包装リサイクル法に基づく食品関連事業者等に対する報告徴収、立入検査、定

期報告の受理等 
（報告徴収：法第 39 条、立入検査：法第 40 条第 1項、定期報告の受理：法第７条
の６） 

 
・ 食品リサイクル法に基づく食品関連事業者等に対する報告徴収、立入検査、定期報

告の受理等 
（報告徴収及び立入検査：法第 24 条第１項、第２項及び第３項、定期報告の受理：
法第９条第１項） 

予算の状況 
（単位:百万円） 

地域農商工等連携促進対策事業 359 の内数※ 
 
農商工等連携促進施設整備支援事業 778 の内数※ 
 
フードバンク活動推進事業 24 の内数※ 
 
食品リサイクル・ループ構築促進事業 45 の内数※ 
 
食品廃棄物効率的収集体制構築促進事業 7の内数※ 
 
食品廃棄物オンサイト肥飼料化設備導入事業 135 の内数※ 
 
※ 予算額で農政局分及び北海道分に分けることは困難なため、予算全額を記載した 

関係職員数 119 人の内数 

事務量（アウト
プット） 
 
 

農商工関係…〔法認定〕 
           農商工等連携事業計画の認定：328 件（北海道沖縄県を除く。以下同じ。）

（中小企業者：368 事業者、農林漁業者：379 事業者） 
        同事業計画変更認定            ：5 件  
       同事業計画認定の取消し      ：該当なし 
            農商工等連携支援事業計画の認定：6件 
 
      〔補助事業〕 
         補助事業交付件数：19 年度   52  20 年度   61  21 年度  121 
 
容リ法関係…定期報告件数    ：19 年度  455   20 年度  494   21 年度  434 
      巡回点検実施事業者数：19 年度 9174   20 年度 8300   21 年度 7198 
      報告徴収件数    ：19 年度    0   20 年度  407   21 年度    0 
      立入検査件数    ：19 年度    4   20 年度    0   21 年度    0 
 
食リ法関係…定期報告件数      ：19 年度 －   20 年度  3482  21 年度  － 
      巡回点検実施事業者数：19 年度 17500  20 年度 14721  21 年度 10823 
      報告徴収件数    ：19 年度    88  20 年度     0  21 年度     0 
      立入検査件数    ：19 年度     0  20 年度     0  21 年度     0 

※１ 定期報告は法改正により 20 年度から実施。
２ 21 年度分の定期報告件数は、現在集計中  
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省エネ法関係…定期報告件数【工場】19 年度  1384  20 年度  1473 21 年度  － 
【荷主】19年度  158  20 年度  162  21 年度  183 

指導件数【工場】19 年度  184  20 年度   67 21 年度   46 
【荷主】19年度 －  20 年度  －   21 年度   14 

現地調査件数【工場】19年度   44  20 年度  190 21 年度  177 
報告徴収件数【工場】19年度  184  20 年度   67  21 年度   46 

                        【荷主】19 年度 －    20 年度 －    21 年度   14 
立入検査件数【工場】19年度     3  20 年度    16  21 年度    16 

【荷主】19年度  －   20 年度  －    21 年度    0 
※１ 工場に係る 21 年度分の定期報告は、省エネ

法の改正に伴い 22 年 11 月末が提出期限 
２ 荷主に係る指導、報告徴収及び立入検査は

21 年度から実施。 
   ３ 現地調査は工場のみ対象。 
 

地方側の意見 全国知事会「国の出先機関の原則廃止に向けて」（平成２２年７月１５日) 
地方に移管 

その他各方面の
意見 

事業者や農林漁業者から、補助事業に関する情報提供や相談対応について農政局で対
応してほしいとの要望あり。 

既往の政府方針
等 

○  国が６次産業化に関する個々の計画を直接認定し、支援・指導措置を講ずること
を内容とする「農林漁業者等による農林漁業の六次産業化の促進に関する法律案」
を平成 22年 3 月 9日に閣議決定して国会に提出（継続審議）しているところであり、
地方農政局はこの業務を執行する中心的な役割を果たす予定。 

 
○ 食料・農業・農村基本計画（平成 22年 3 月 30 日閣議決定）―抜粋― 
第３ 食料、農業及び農村に関し総合的かつ計画的に講ずべき施策 
１．食料の安定供給の確保に関する施策 
（3）食品産業の持続的な発展と新たな展開 
 ②国内市場の活性化 

 食品産業の基盤となる国内市場について、農林水産物等の地域資源を活用する６
次産業化や地域ブランドの活用等を促進するとともに、高齢者が飲食しやすい食品
等消費者のニーズに合った新商品・メニューの開発を進めること等により、新たな
価値を創造し、質が高く多様性に富んだ国内市場の維持・回復を進める。 
 また、企業としての社会的責任を果たすため、環境配慮への要請等を踏まえ、温
室効果ガスの排出削減、食品廃棄物の削減と資源の有効利用を促進するとともに、
消費者とのコミュニケーションの強化等の自主的な取組やコンプライアンスの徹底
を推進する。 

３．農村の振興に関する施策 
(1)農業・農村の６次産業化 

      農業者による生産・加工・販売の一体化や、農業と第２次・第３次産業の融合等
により、農山漁村に由来する農林水産物、バイオマスや農山漁村の風景、そこに住
む人の経験・知恵に至るあらゆる「資源」と、食品産業、観光産業、ＩＴ産業等の
「産業」とを結び付け、地域ビジネスの展開と新たな業態の創出を促す農業・農村
の６次産業化を推進する。 

 
○ 新成長戦略（基本方針）～輝きのある日本へ～ 

（平成 21年 12 月 30 日閣議決定）―抜粋― 
２．６つの戦略分野の基本方針と目標とする成果 
(4)観光立国・地域活性化戦略 

（「地域資源」の活用と技術開発による成長潜在力の発揮） 
今後、自然資源、伝統、文化、芸術などのそれぞれの地域が有するいわば「地

域資源」と融合しつつ技術開発を進め、成長への潜在力の発揮及び需要喚起に結
びつけていく。また、農山漁村に広く賦存するバイオマス資源の利活用を更に促
進する。 
 また、いわゆる６次産業化（生産・加工・流通の一体化等）や農商工連携、縦
割り型規制の見直し等により、農林水産業の川下に広がる潜在需要を発掘し、新
たな産業を創出していく。 
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○ 民主党の政権政策Ｍanifesto2010（平成 22 年 6月 17 日民主党代表発表）－抜粋－
 ７／農林水産業 
   ○農林漁業について製造業・小売業などとの融合（農林漁業の６次産業化）によ

り生産物の価値を高めることで、農林漁業と農山漁村の再生を図ります。 

自己仕分け 
【仕分け結果】 
 
 
 

容器リサイクル法、食品リサイクル法及び省エネ法に基づく報告、立入検査等につい
て、一の都道府県内で完結する事業者に関する事務・権限を都道府県に付与することを
検討。ただし、国においても引き続き事務・権限を実施する。 

備考 

 

○記載事項については、関係省と調整、合意を得たものではなく、今後、変更もあり得
る。 

【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 
食品産業その他の所掌に係る事業の発達、改善及び調整に関する事務（民間に対する広報啓発） 

事務・権限の概
要 

〔業務内容〕 
・ 農商工等連携促進法に係る農商工等連携事業等の広報 

（国、地方公共団体等の責務：法第 15 条） 
 
・ 容器包装リサイクル法や食品リサイクル法に基づく制度の広報･啓発 

（国の責務：容リ法第５条第４項、食リ法第５条第３項） 
  

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 119 人の内数 

事務量（アウト
プット） 

農商工関係…法施行時（平成 20 年 7月）には広報・啓発は実施していたが、現在は実
施していない。 

          
容リ法関係…巡回点検時、指導の対象となる事業者等に対し必要に応じて、指導の一環

として一部実施。 
 
食リ法関係…巡回点検時、指導の対象となる事業者等に対し必要に応じて、指導の一環

として一部実施。 

地方側の意見 全国知事会「国の出先機関の原則廃止に向けて」（平成２２年７月１５日) 
地方に移管 

その他各方面の
意見 

事業者や農村漁業者から、補助事業に関する情報提供や相談対応について農政局で対
応してほしいとの要望あり。 

既往の政府方針
等 

○ 食料・農業・農村基本計画（平成 22年 3 月 30 日閣議決定）―抜粋― 
第３ 食料、農業及び農村に関し総合的かつ計画的に講ずべき施策 
１．食料の安定供給の確保に関する施策 
（3）食品産業の持続的な発展と新たな展開 
 ②国内市場の活性化 

 食品産業の基盤となる国内市場について、農林水産物等の地域資源を活用する６
次産業化や地域ブランドの活用等を促進するとともに、高齢者が飲食しやすい食品
等消費者のニーズに合った新商品・メニューの開発を進めること等により、新たな
価値を創造し、質が高く多様性に富んだ国内市場の維持・回復を進める。 
 また、企業としての社会的責任を果たすため、環境配慮への要請等を踏まえ、温
室効果ガスの排出削減、食品廃棄物の削減と資源の有効利用を促進するとともに、
消費者とのコミュニケーションの強化等の自主的な取組やコンプライアンスの徹底
を推進する。 

３．農村の振興に関する施策 
(1)農業・農村の６次産業化 

      農業者による生産・加工・販売の一体化や、農業と第２次・第３次産業の融合等
により、農山漁村に由来する農林水産物、バイオマスや農山漁村の風景、そこに住
む人の経験・知恵に至るあらゆる「資源」と、食品産業、観光産業、ＩＴ産業等の
「産業」とを結び付け、地域ビジネスの展開と新たな業態の創出を促す農業・農村
の６次産業化を推進する。 

 

Ａ－ａ 
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○ 新成長戦略（基本方針）～輝きのある日本へ～ 
（平成 21年 12 月 30 日閣議決定）―抜粋― 

２．６つの戦略分野の基本方針と目標とする成果 
(4)観光立国・地域活性化戦略 

（「地域資源」の活用と技術開発による成長潜在力の発揮） 
今後、自然資源、伝統、文化、芸術などのそれぞれの地域が有するいわば「地

域資源」と融合しつつ技術開発を進め、成長への潜在力の発揮及び需要喚起に結
びつけていく。また、農山漁村に広く賦存するバイオマス資源の利活用を更に促
進する。 
 また、いわゆる６次産業化（生産・加工・流通の一体化等）や農商工連携、縦
割り型規制の見直し等により、農林水産業の川下に広がる潜在需要を発掘し、新
たな産業を創出していく。 

 
○ 民主党の政権政策Ｍanifesto2010（平成 22 年 6月 17 日民主党代表発表）－抜粋－
 ７／農林水産業 
   ○農林漁業について製造業・小売業などとの融合（農林漁業の６次産業化）によ

り生産物の価値を高めることで、農林漁業と農山漁村の再生を図ります。 
 

自己仕分け 
【仕分け結果】 
 
 
 

容器リサイクル法、食品リサイクル法及び省エネ法に基づく制度等の広報啓発につい
て、一の都道府県内で完結する事業者に関する事務・権限を都道府県に付与することを
検討。ただし、国においても引き続き事務・権限を実施する。 

備考 

 

○記載事項については、関係省と調整、合意を得たものではなく、今後、変更もあり
得る。 

 

 

Ａ－ａ 
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事務・権限概要シート 

出先機関名： 経済産業局 整理番号（２－１）

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

景気動向等に関する統計調査の実施 
・経済産業省生産動態統計調査（法定受託事務を除く） 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲を検討すると
整理した事務・
権限の具体的な
内容 

（移譲を検討する事務・権限名） 

経済産業省生産動態統計調査のうち、都道府県が既に調査を実施している業種であ
ってその規模等に応じ局も分担して実施しているものに係るもの（法定受託事務） 

 

（具体的な内容） 

 生産動態統計は統計法にて国が実施する基幹統計として位置づけられ、①鉱工業に
関する月次動向の把握･公表、②ＩＩＰ(鉱工業指数）、ＧＤＰ速報等の重要経済指標
作成の基礎データ提供等の役割を果たしている。 

移譲を検討するのは、本調査業務のうち、現在、局及び都道府県が規模等に応じ分
担して実施している業種（注）に係る調査票の配布、回収・審査（疑義照会、修正等）
及び国（経済産業省）へのデータ送付（法定受託事務）。 
 
（注）現在、局及び都道府県が規模等に応じ分担して調査を実施している業種（４９
業種：約 4,400 事業所）は以下の通り。 
機械器具（その１～１２、１４、１６～２０、２３、２４、２８～３８、４０～４４、
４６、４７、５７）、鐵構物・架線金物、ばね、弁・管継手、空気動工具・作業工具・
のこ刃・機械刃物、ガス機器・石油機器・太陽熱温水器、粉末や金製品、鍛工品、銑
鉄鋳物、可鍛銑鉄・精密鋳造品、非鉄金属鋳物、ダイカスト 
 
（移譲に当たっての条件等） 
・ 都道府県の側において追加業務(移譲の検討の対象となる事業所数は約 4,400)を

遅滞なく処理するために受け入れる体制が整ったものについて、法定受託事務と
して全国一律・一斉に移譲を検討。 

・ ＩＩＰやＧＤＰ速報等の重要な指標作成の基礎となる統計であり、その精度維持
が不可欠であることから、当該業務の遂行に当たっては、厳密な審査をするため
の統計に関する専門的知見及び対象業務ごとの品目知識が必要。 

 
予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 ８４人の内数 

事務量（アウト
プット） 

・毎月実施。 
・調査対象数は約４,４００事業所。 
・調査票配布数：約８,６００／月（経産局からの配布数）の内数、 

調査票回収・審査数：約８,３００／月の内数、 

督促数：約２,８００（延べ数／年）の内数 

備考  
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【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概要 ○目的：我が国鉱工業生産の動態を明らかにし、鉱工業に関する施策の基礎資料
を得ることを目的とする。 

 
○根拠法令：統計法（平成１９年５月２５日法律第５３号）第７条、第９条 
 
○関係する計画・通知等：公的統計の整備に関する基本的な計画（平成２１年３

月１３日閣議決定） 
 
○経済産業局の具体的な業務内容：中規模企業等を対象とした調査（調査対象名
簿管理、調査票の配付・回収・督促・審査、業況ヒアリング、苦情対応、調査
員の任命・指導、新規事業所の把握等） 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 ８４人の内数 

事務量 
（アウトプット） 

・毎月実施。 
・調査対象数は約１７,４００事業所（うち経済産業局実施分 約８,６００）。
・経産局からの調査票配布数：約８,６００／月、 

調査票回収・審査数：約８,３００／月、 
督促数：約２,８００（延べ数／年） 

地方側の意見 廃止・民営化（全国知事会見解Ｈ22.7.15） 

その他各方面の意見  都道府県においても、統計部局において厳しい人員削減が進められる中、統計
調査に係る追加的業務負担に対しては、その調整に困難を極めたところ。 
 現在経済産業局が担っている当該統計に係る調査業務については、比較的規模
の大きな事業所を対象とし、ＩＩＰ等への影響も大きいため、厳密な審査を求め
られること、また、扱う調査票の種類も多く、調査票ごとに習得しなければなら
ない品目知識も多いことから、都道府県に移譲することになった場合の都道府県
側の負担は極めて大きくなることが懸念される。 

実際、本件について、都道府県の現場からは、「現在まで国が主体となって実
施してきた業種は大規模事業所が多く、各都道府県レベルでは対応しきれない恐
れがある。また、統計担当部署における定員配置状況は近年非常に厳しくなって
おり、そもそも業務の増加に対応するのは難しい。」との声あり（東京都、大阪
府等）。 

既往の政府方針等 出先機関改革にかかる工程表（Ｈ２１．３．２４ 地方分権改革推進本部決定）：
民間委託の拡大等を進める。 

自己仕分け 
【仕分け結果】 
 
 
 

④ 
 生産動態統計は統計法にて国が実施する基幹統計として位置づけられ、①鉱工
業に関する月次動向の把握･公表、②ＩＩＰ(鉱工業指数）、ＧＤＰ速報等の重要
経済指標作成の基礎データ提供等の役割を果たしており、業務の遅滞、精度の低
下は経済政策上、大きな支障を及ぼす。 

本調査業務では、毎月半ばまでに約 17,400 事業所から前月末〆データの調査
票を回収し、これら調査票について集計・分析の上、①業種別の統計を月末に公
表するとともに、②同日に公表するＩＩＰの算定用データの作成・提供を行って
いる。こうした極めてタイトな日程の中で、調査票の配布、回収・審査（疑義照
会、修正等）、データの集計・指数化、分析等を行う必要があり、本省、局、都
道府県が連携をとりつつ一体となって調査業務に当たっている。 

現在、局及び都道府県が分担して調査を実施している業種については、都道府
県の側において追加業務（現在の局の担当事業所数は約 4,400、都道府県担当は
約 2,000。）を遅滞なく処理するために受け入れる体制が整ったものについて、
全国一律・一斉に局担当分の移譲を検討する。この場合、本事業は統計法に基づ
く基幹統計作成のために国が責任を持って継続して実施すべきものであること
から、従来都道府県が実施してきた部分と同様、統計法に基づく法定受託事務と
して都道府県が受け入れることが前提となる。 

他方、現在、局にて実施し、都道府県は関与していない業種は、鉄鋼、化学、
紙パルプ、鉱物、非鉄金属等、比較的大規模の事業所から成り、通常その事業活
動範囲が一の都道府県域を超えること等から局にて調査を行ってきたもの。その
ため、当該調査を各都道府県に移譲した場合、各都道府県にとってこれまで取り
扱ってこなかった業種に対応するため専門的知識、体制整備が求められることに
加え、これら業種は各事業所の規模が大きい半面、事業所数は少なく、都道府県

A-a 
※都道府県が既

に調査を実施し

ている業種であ

って、都道府県の

側において受け

入れる体制が整

ったものについ

て移譲を検討） 
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※上記以外のも
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に僅少数の業務（１県１業種当たり平均約２．６事業所）が分散されることから、
全体の行政効率も低下するおそれがあり、引き続き局にて実施することが適当。
 また、本調査業務については、調査票の印刷・発送等、民間を活用できる部分
については既に外注により効率化を図っているところであるが、上記の通り、タ
イトな日程の中でＩＩＰの作成業務と密接に連携しながら実施しなければなら
ない業務であり、このような月次調査に係る業務全体を民間委託した場合、その
円滑かつ継続的な実施は極めて困難。よって、引き続き国が中心となって実施す
ることが必要。 

備考  
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事務・権限概要シート 

出先機関名： 経済産業局 整理番号（４） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

商工会議所に係る許認可・監督に関する事務 
 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲を検討すると
整理した事務・権
限の具体的な内
容 

（移譲を検討する事務・権限名） 
商工会議所法に基づく定款変更の認可 

 

（具体的な内容） 

商工会議所法に基づく以下定款事項の変更の認可。 
１．目的 

 ２．名称 
  ３．事業 

 ４．地区 
  ５．事務所の所在地 
  ６．会員たる資格に関する事項 
  ７．会員の加入及び脱退に関する事項 
  ８．会員の権利及び義務に関する事項 

 ９．会費に関する事項 
 １０．法定台帳に関する事項 
 １１．負担金に関する事項 
 １２．役員に関する事項 
 １３．議員に関する事項 
 １４．議員総会に関する事項 
 １５．常議員会に関する事項 
 １６．部会に関する事項 
 １７．事務局に関する事項 
 １８．経理に関する事項 
 １９．事業年度 
 ２０．公告の方法 

 その他任意に定款に記載された事項 

※上記の定款変更認可事項のうち、５．９．１０．１１．１６．１７．１９．２０

及び「その他任意に定款に記載された事項」については、既に都道府県知事に委任

されている。 

 

（移譲に当たっての条件等） 

所要の規制緩和（副会頭や議員定数をはじめとする法令・通達上の諸規制の可能

な限りの緩和、届出制への変更等）を含めて検討することが必要。 

 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 ６８人の内数 

事務量（アウトプ
ット）  平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

定款変更の認可 ９８の内数 ４６の内数 ３６の内数 

備考  
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【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概要 ○目的： 
商工会議所法は、国民経済の健全な発展を図り、兼ねて国際経済の進展に寄与す
るために、商工会議所及び日本商工会議所の組織及び運営について定めることを
目的とする。 
 
○根拠法令： 
商工会議所法 
 
○経済産業局の具体的な業務概要： 
商工会議所法においては、商工会議所の設立の認可、定款変更の認可、報告の徴
収及び検査等、全国的見地から国が行うべき事務について経済産業大臣が行うこ
ととされており、これらの事務以外のものについては政令で都道府県知事へ委任
されている。 
≪国（経済産業局）の権限≫ 

・設立の認可、定款変更の認可（組織の根幹に関わるもの）、設立認可の取消
し、解散の認可 等 

≪都道府県の権限≫ 
・特定商工業者の基準引き上げに係る許可等、定款変更の認可（軽微なもの）
・年次報告の受理 等 

予算の状況 
（単位:百万円） 

― 

関係職員数 ６８人の内数 

事務量 
（アウトプット） 

 
 

 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 
合併認可 １ １ １ 

設立認可 ０ ０ １ 

定款変更の認可 ９８ ４６ ３６ 

    

地方側の意見 地方移管（全国知事会見解Ｈ22.7.15） 

その他各方面の意
見 

・我が国の商工会議所制度が国際的な信用を失墜することがないようにするため
には、商工会議所の同質性を堅持することが不可欠であり、同制度の根幹に関わ
る事項については、商工会議所法を所管する国において、同法に係る許認可権限
を保持し、統一的に運用する必要がある。（日本商工会議所） 
・現在はわが国および地域経済の経済構造等を巡る環境が大きく異なり、商工会
議所が直面する課題が大きく変化する中で、商工会議所がこれらの変化に的確に
対応し、商工会議所法の目的を達成する観点から自らの機能を最大限に発揮する
ためには、副会頭や議員定数をはじめとする法令・通達上の諸規制は可能な限り
緩和すべきであると、各地商工会議所の声を受け、主張してきたところである。
（日本商工会議所） 
・その上で、設立・解散・合併の認可など商工会議所制度の根幹に関わる事項に
ついては、同権限を国に残すべきである。また、定款変更の認可については、地
域の実情に応じて自由かつ主体的な活動を展開できるようにするために、「届出
制」とすべきである。（日本商工会議所） 

既往の政府方針等 【地方分権改革推進委員会第 1次勧告（H20.5.28),第 2 次勧告（H20.12.8)】 
商工会議所の定款変更等に係る国の権限について、規制緩和を含めて見直しを行
い、都道府県に移譲する。 
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自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

 
① 
 商工会議所は世界各国に存在し、輸出品の原産地証明、海外取引の斡旋など国
境を越えた事業への支援活動を行っており、既に発給された証明書も含め、こう
した活動に関する国際的な信用を維持するためには、引き続き、国が商工会議所
の指導・監督について一定の権限を保持しなければ著しい支障が生じる。 
 業務の執行に当たっては、地方の商工業の状況の実態を的確に把握することが
必要があること、また、許認可対象者の利便性も考慮すると経済産業局にて実施
するのが適切。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

備考 
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事務・権限概要シート 

 
出先機関名： 経済産業局 整理番号（ 7 ） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

工業標準化法（ＪＩＳ法）に基づく事業所への立入検査等の事務 
 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲を検討すると
整理した事務・権
限の具体的な内
容 

（移譲を検討する事務・権限名） 
一の都道府県内にのみ事業所等がある認証製造業者等に対する工業標準化法（Ｊ

ＩＳ法）に基づく報告徴収・立入検査（併行権限） 
 
（具体的な内容） 

ＪＩＳ制度は、国内に流通する鉱工業品の品質、安全度等を統一することにより、
品質の改善、生産の合理化、取引の単純公正化、私用又は消費の合理化を図り、あ
わせて公共の福祉の増進に寄与すること等を目的としている。 

当該事務・権限は、ＪＩＳマークの認証を受けた認証製造業者等に対し、必要に
応じて報告徴収、立入検査を実施するもの。 
 
（報告徴収・立入検査を実施する場合） 
・認証製造業者等がＪＩＳマークを表示した鉱工業品の規格不適合について信憑性
の高い情報が寄せられた場合 
・登録認証機関の認証業務が不適切であり、結果として当該登録認証機関が認証し
た製品等の規格不適合が疑われる信憑性の高い情報が寄せられた場合 
・その他法の適切な執行のため必要と判断された場合 
等に、必要に応じて実施。 
 
（移譲に当たっての条件等） 
・法の規制をより機動的に執行する観点から権限を付与するものであり、一の都道
府県内にのみ事業所等を有する製造業者等であっても、ＪＩＳマークが表示された
鉱工業品の規格不適合品が国内で広く流通するおそれがあり、全国的かつ緊急の対
応が必要となることもあること、また、全国一律の法の運用を図る観点から、国も
引き続き実施する。（併行権限） 
・当該報告徴収・立入検査は対象となる鉱工業品のＪＩＳ規格への適合性及び製造
業者等の品質管理体制について、高度な技術的知見に基づく確認が必要であること
から、技術的知見を有する職員の体制を各都道府県がそれぞれに構築することが必
要。 

 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 １２８人の内数 

事務量（アウトプ
ット） 

※ 当該事務・権限は、国も引き続き実施することとしており、以下事務量はあく
までも参考。 
 
・認証製造業者等に対する立入検査 約 110 件／年（注） 等 

（注）経済産業局のみの事務量（19～21 年度）

備考  
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【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 
事務・権限の概要 ○目的及び制度概要： 

・ＪＩＳマーク制度は、国内に流通する鉱工業品の品質、安全度等を統一するこ
とにより、品質の改善、生産の合理化、取引の単純公正化、使用又は消費の合理
化を図り、あわせて公共の福祉の増進に寄与すること等を目的としており、鉱工
業品の製造業者等が、主務大臣の登録を受けた者（以下「登録認証機関」という。）
の認証を受けて、その製造又は加工する鉱工業品、包装等にＪＩＳに適合するも
のであることを示す特別な表示（ＪＩＳマーク）を表示することができる任意の
制度。 
・主務大臣は国内外の認証機関の登録を行い、必要に応じて報告徴収、立入検査、
適合命令、登録取消し等の処分を行うことができる。 
・主務大臣は、必要に応じて認証を受けた製造業者等（以下「認証製造業者等」
という。）に対して、報告徴収、立入検査、表示の除去命令等の処分を行うことが
できる。 
・認証製造業者等でない者がＪＩＳマークを表示することはできず、違反者には
罰則が科される。 
 
○根拠法令：工業標準化法 
 
○経済産業局の具体的な業務内容： 
・認証機関の登録（法第 19 条、第 20 条、第 23 条） 
・認証製造業者等に対する報告徴収及び立入検査（法第 21 条） 
・認証製造業者等に対する表示の除去命令等（法第 22 条） 
・登録の更新（法第 28 条） 
・登録認証機関からの届出等の処理（法第 29 条、第 31 条、第 32 条、第 33 条、
第 34 条） 

・登録認証機関に対する適合命令（法第 36 条） 
・登録認証機関に対する改善命令（法第 37 条） 
・登録の取消し（法第 38 条） 
・登録認証機関に対する報告徴収及び立入検査（法第 40 条）等 
 
○本省と経済産業局の業務分担 
・認証を行う事務所が一の経済産業局の管轄区域内のみにある認証機関の登録等
に関する業務は、その事務所の所在地を管轄する経済産業局が行うこととされて
いる。（工業標準化法に基づく認証機関等に関する政令第 3条第 1項） 
・認証を受けた者の工場、事業所等に対する報告徴収、立入検査等に関する業務
は、当該工場等の所在地を管轄する経済産業局が行うこととされている。（同条第
2項） 

予算の状況 
（単位:百万円） － 

関係職員数 １２８人の内数 

事務量 
（アウトプット） 

・認証製造業者等に対する立入検査 約 110 件／年※ 等 
※経済産業局のみの事務量（19～21 年度）

地方側の意見 地方移管（全国知事会見解Ｈ22.7.15） 
 

その他各方面の意見 【登録認証機関】 
認証製造業者等の立地する地域の経済産業局に対して、以下の報告・相談を実

施し、普段より密に連絡調整を行ってきている。 
 ・一般からの苦情が寄せられた場合の事案の確認・処理等の対応 
 ・認証製造業者等の不正判明等緊急時の対応 
 ・その他の相談・報告等 

これら業務に係る連絡調整先が認証製造業者等の立地する都道府県になった際
には、以下の状況が発生する可能性がある。 
① 認証製造業者等が複数都道府県にまたがって事業を展開している場合、連絡

97



調整先が多数となることによる業務量の増大と、それに伴うコストアップ。
② 各都道府県の認証製造業者等への対応が異なることによる公平性・統一性の

問題。 
既往の政府方針等 － 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 
 
 
 
  
 

① 
・認証製造業者等には全国規模で事業展開をしているところも多く、立入検査等
で不適合が見つかった場合、国による全国的に均一かつ迅速な対応が必要。広域
的実施体制が構築されても、広域自治体間で認証製造業者等への対応の違いが生
じれば、全国的に均一な対応ができなくなり、対応の不十分な地域に不適合業者
が集中する、広域自治体を跨る問題が生じた場合に適切な対応ができない、とい
った事態が生じ、均一・公平な対応が図れなくなる。 
 
④ 
・各局とも少人数の担当者で対応しており、各都道府県に担当者を配置すること
は非効率な運用となるとともに、技術承継や人材育成のコストも発生する。なお、
事業者の利便性や事業執行における機動性の確保等の観点から現場に近い経済産
業局が事務を行うことが適当。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

備考 
 

 
 

 

A-a 
※一の都道府県
内にのみ事業所
等がある認証製
造業者等への報
告徴収、立入検査
の権限について
は、事業所等の所
在地を管轄する
都道府県に権限
付与（併行権限）
を検討。ただし、
出先機関におい
ても引き続き事
務・権限を実施す
る。） 
 
 
C-c 
※上記以外の事務 

 
 

98



 

事務・権限概要シート 

 
出先機関名： 経済産業局 整理番号（１１－１ ）

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

中小企業の取引の適正化、事業活動の機会の確保に関する事務 
・下請代金法に基づく検査、勧告 等 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲を検討すると
整理した事務・権
限の具体的な内
容 

（移譲を検討する事務・権限名） 
下請代金法に基づく報告・検査（併行権限） 

 
（具体的な内容） 
下請代金法の執行に当たっては、全国約 4万社の親事業者及び全国約 19 万社の下

請事業者に対する書面調査を中小企業庁が実施。移譲を検討するのは、同書面調査等
の結果に基づき、中小企業庁が立入検査対象として選定した親事業者に対する立入検
査並びに親事業者及び下請事業者からの取引に関する報告徴収。 
 
（立入検査・報告徴収を実施する場合） 

・ 書面調査により下請代金法の違反行為を行っている可能性が高いと認められた場
合 

・ 下請事業者から、親事業者について下請代金法の違反行為を行っている可能性が
ある旨の申告があった場合 

・ その他、下請代金法の執行に当たって必要があると認められる場合 
等に、必要に応じて実施。 
 
（移譲に当たっての条件等） 
・ 親事業者等の事業範囲は広範囲にわたることが多く、都道府県域を越えて事業展

開を行っている場合が少なくないことから、引き続き経済産業局においても事
務・権限を執行する。（併行権限） 

・ 立入検査を行う下請代金検査官は、業種ごとの取引慣行や、下請代金法をはじめ
とする取引に関する各種法令、過去の違反事例、企業会計等の専門知識が必要。

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 １４１人の内数 

事務量（アウトプ
ット） 

※ 当該事務・権限は、国も引き続き実施することとしており、以下事務量はあくま
でも参考。 

 
            19 年度   20 年度   21 年度 
下請事業者からの申告    7 件    35 件     43 件 
立入検査等               788 社      829 社      777 社  
改善指導         721 社    743 社    715 社 

備考 下請代金法は公正取引委員会所管の法律であることから、別途公正取引委員会との

調整が必要。 
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【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概要 ○目的 
・下請代金の支払遅延等を防止することにより、親事業者の下請事業者に対す
る取引を公正化するとともに、下請事業者の利益を保護し、国民経済の健全な
発達に寄与することを目的とする。 
 
○根拠法令 
・下請代金支払遅延等防止法 
 
○経済産業局の具体的な業務内容 
・下請事業者からの申告対応 
・親事業者への立入検査の実施 
・立入検査結果に基づく親事業者への改善指導 
・(悪質な違反について)公正取引委員会への措置請求事案の組成 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 １４１人の内数 

事務量 
（アウトプット） 

            19 年度   20 年度   21 年度 
下請事業者からの申告    7 件    35 件     43 件 
立入検査等               788 社      829 社      777 社  
改善指導         721 社    743 社    715 社 
措置請求          1 社         4 社     2 社 
 

地方側の意見 地方移管（全国知事会見解Ｈ22.7.15） 

その他各方面の意見  

既往の政府方針等 特になし 
 

自己仕分け 
【仕分け結果】 
 
 
 
 

① 
 下請代金法の運用に当たっては、全国約 4万社の親事業者に対して下請取引
に関する調査を行い、親事業者が提出する下請事業者リストを元に、全国約 23
万社の下請事業者に対する書面調査を実施している。その後、当該調査結果に
基づき、立入検査対象となる親事業者を中小企業庁が選定しているところ。 
 親事業者の事業範囲は広範囲に亘ることも多く、全国規模で事業展開してい
る例が少なくない。こうした広範囲に事業展開している親事業者の下請取引に
ついて、仮に広域的実施体制等の整備が行われる場合であっても、その区域を
越えて親事業者が事業展開している場合は、当該企業の複数の事業所において
下請代金法に違反しているか否かを調査するとともに、事業所ごとではなく事
業者に対して改善指導を行う必要があることや、また、広域的実施体制であっ
ても、全国規模での取引実態を把握し取り締まることは難しく、その結果立入
検査の必要な親事業者に対して立入検査が実施されず、下請事業者の利益の保
護といった法益の確保が図られなくなるため、著しい支障が生じる。 
 また、仮に国が事務処理等の基準を定め、国による指示等を認めた上で、都
道府県が立入検査を実施することとした場合であっても、業種ごとの商慣行を
踏まえた立入検査を行う必要があり、必要な予算や人員の確保、立入検査ノウ
ハウが十分に蓄積されないおそれもある。 
 また、事業執行における機動性の観点から、現場に近い経済産業局が行う方
が効率的。 
 なお、近接性の観点から、事業者に対する報告・検査の権限を都道府県にも
移譲することについて、本法を所管する公正取引委員会と調整しつつ検討。但
し、地方経済産業局においても引き続き報告・検査を実施。 

備考 
 

下請代金法は公正取引委員会所管の法律であることから、別途公正取引委員会
との調整が必要。 

 

Ａ－ａ 
※事業者に対する
報告・検査の権限
を付与（併行権限）
することについ
て、本法を所管す
る公正取引委員会
と調整しつつ検
討。ただし、地方
経済産業局におい
ても引き続き報
告・検査を実施。 

C-c  
※上記以外のもの 
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事務・権限概要シート 

 
出先機関名： 経済産業局 整理番号（１３）

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

中小企業の交流又は連携及び組織に関する事務 
・中小企業団体法に基づく協業組合の設立認可、報告、立入検査 等 
・中小企業等協同組合法に基づく事業協同組合の設立認可、報告、立入検査 等 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲を検討すると
整理した事務・権
限の具体的な内
容 

（移譲を検討する事務・権限名） 

一の都道府県を区域とする特定業種の協業組合、商工組合、商工組合連合会に関す

る許認可等 

 

（具体的な内容） 

一の都道府県を区域とする、鉱業、石油製品販売業、石炭販売業に係る協業組合、

洋食器たる陶磁器又はおもちゃたる陶磁器の製造業、織物（幅が十三センチメートル

未満のものを除く）の製造業、メリヤス生地又はメリヤス製品の製造業、布製の衣料

品（和装用のものを除く）の製造業、製綿業、織物・メリヤス生地・メリヤス製品又

は布製の衣料品の卸売業、硫黄鉱業、石油製品販売業、石炭鉱業、石炭販売業に係る

商工組合・商工組合連合会の設立認可、定款変更認可、報告徴収、立入検査、改善命

令等。 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 ２０７人の内数 

事務量（アウトプ
ット） 

○経済産業局の所管組合数 ：  

協業組合 6件、商工組合 163 件、商工組合連合会 0件（平成 21 年度末） 

○経済産業局における手続き件数 ：以下の件数の内数 

19 年度 3,570 件 20 年度 7,382 件 21 年度 4,259 件 

うち、決算関係書類等の受理 2,145 件、役員の変更届出の受理 1,160 件、定款変更

の認可 831 件（平成 21 年度） 

備考  
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【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 
事務・権限の概要 ○目的： 

中小企業組合制度は、中小企業が協同して経済事業を行うために必要な組織又
は中小企業者がその営む事業の構造改善を図るために必要な組織を設け、これら
の者の公正な経済活動の機会を確保し、もって国民経済の健全な発展に資するこ
とを目的としている。 
 
○根拠法令： 

中小企業等協同組合法第 27 条の 2第 1項 等 
中小企業団体の組織に関する法律第 5条の 17 第 1 項、第 42 条第 1項 等 

 
○経済産業局の具体的な業務概要： 
 経済産業局は、中小企業組合のうち、経済産業省の所管に属する事業が組合員
資格又は組合の行う事業となっているものの一部に係る設立認可、報告受領、立
入検査等の事務を行っている。（中小企業組合の業種や地区等ごとに、所管する主
務大臣又は都道府県知事を定めている。） 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 ２０７人の内数 

事務量 
（アウトプット） 

○経済産業局の所管組合数 ： 2,536 件 （平成 21 年度末） 
 （参考）組合の総数 37,222 件 うち都道府県の所管組合数 27,998 件 
○経済産業局における手続き件数 ：  

19 年度 3,570 件 20 年度 7,382 件 21 年度 4,259 件 
うち、決算関係書類等の受理 2,145 件、役員の変更届出の受理 1,160 件、定款
変更の認可 831 件（平成 21 年度） 
 

地方側の意見 地方移管（全国知事会見解Ｈ22.7.15） 

その他各方面の意見 － 

既往の政府方針等 － 

自己仕分け 
【仕分け結果】 
 
 
 

① 
都道府県の区域を越える組合に関する事務については、現行の地方自治法におけ
る「広域的実施体制」では組織の永続性が担保されず、広域的実施体制の地区が
変更することにより、許認可の主体が変わることから制度の安定的実施に著しい
支障を来たすため、引き続き経済産業局で実施することが適当。 
 
当該業務は、事業者の利便性や事業執行における機動性の確保等の観点から現場
に近い経済産業局が事務を行っているところ。 
 
 
 
 
 
 
 
 

備考 
 

本法に基づく中小企業組合の認可等の事務を行う国の地方支分部局のうち、国税
局や財務局については、国の責任で引き続き事業を実施すべきとの観点から、今
回の仕分けの対象外となっている。  

 

Ａ－ａ 
※一の都道府県を
区域とする特定業
種の協業組合、商工
組合、商工組合連合
会に関する許認可
等の権限の移譲を
検討 
 

Ｃ－ｃ 
※上記以外のもの 
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事務・権限概要シート  

 
出先機関名： 経済産業局 整理番号（１６-２） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

割賦販売法に基づく前払式割賦販売業者、前払式特定取引業者、包括クレジット事業
者、個別クレジット事業者に対する許可・登録、立入検査、処分等に関する事務 

 

【移譲の対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲を検討すると
整理した事務・権
限の具体的な内
容 

（移譲を検討する事務・権限名） 
一の都道府県にのみ事業所等があるクレジット業者に対する割賦販売法に基づく

報告徴収・立入検査（併行権限） 
 
（具体的な内容） 

割賦販売法（以下「法」という。）は、割賦販売等にかかる取引の健全な発展、購
入者等の利益の保護、商品等の流通及び役務の提供の円滑化を目的として、クレジッ
ト業者の登録、消費者に対する過剰な与信を防止するための支払可能見込額調査、消
費者の利益の保護を図るために必要な内部管理体制整備等を義務付けている。 

付与を検討することとしているクレジット業者に対する報告徴収・立入検査は、こ
れらの規制の実効性を確保するために実施するもの。 
 
（報告徴収・立入検査を実施する場合） 
・外部からの情報等を端緒として法令違反の可能性がある事業者に対して事実関係を

確認する必要がある場合 
・割賦販売法に基づく登録クレジット事業者全てを対象として、法令遵守体制や財務

状況などの業務の実態を確認するために行う場合 
・包括クレジット業者等において、クレジットカード番号等の漏えい等があり、二次

被害の状況、規模等からみて当該包括クレジット業者の法令遵守体制などの業務の
実態を確認する必要がある場合 

・その他、事業者に対して事実関係を確認する必要がある場合 
等に、必要に応じて実施。 
 
（移譲に当たっての条件等） 
・法の規制をより機動的に執行する観点から権限の付与を検討するものであり、一の
都道府県内にのみ事業所等を有するクレジット業者であっても、消費者の利益の侵害
は都道府県を跨いで生じるおそれがあること、また、全国一律の法の運用を図る観点
から、国も引き続き実施する。（併行権限） 
・報告徴収・立入検査は、各種規制の実効性確保という観点から行われるものである
ことから、担当者は割賦販売法に加え消費者保護法制等にも精通している必要があ
る。 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 １０２人の内数 

事務量（アウトプ
ット） 

※当該事務・権限は、国も引き続き実施することとしており、以下事務量はあくまで
も参考。 
○包括クレジット業者に関する事務 
・立入検査件数約 50～60 件の内数（※） 
・報告徴収件数 22 件の内数（※※） 

○個別クレジット業者に関する事務 
・立入検査件数 22 件の内数（※※※） 
・報告徴収件数 14 件の内数（※※） 
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※平成 19～21 年度の平均値 
※※報告徴収については、平成 22 年４月～平成 23 年１月末の数値 
※※※平成 22 年６月～平成 23 年１月末の数値（平成 20 年における割賦販売法改正

により、個別クレジット業者の登録が求められることとなった。これに伴い、
平成 21 年 12 月～平成 22 年 7 月末まで、経済産業局において、事業者からの
登録の申請に対する審査業務を行っており、登録審査終了後立入検査件数は
増加している） 

備考 営業所及び代理店が一の都道府県内のみにある前払式特定取引業者及び前払式割

賦販売業者への報告徴収・立入検査は既に都道府県に権限を移譲しているところ。当

該権限についても併行権限を認めている。 

 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概要 ○目的：割賦販売法に基づく前払式割賦販売業者・前払式特定取引業者・包括クレ
ジット事業者・個別クレジット事業者に対する許可・登録、立入検査、処分等に
関する事務は、割賦販売等に係る取引の公正の確保及び健全な発達と購入者の利
益保護を目的とする。 

 
○根拠法令：割賦販売法（割販法） 
 
○経済産業局の具体的な業務内容：割販法に基づき、前払式割賦販売業者・前払式
特定取引業者（互助会・友の会）、包括クレジット事業者、個別クレジット事業
者に対して、登録・許可、立入検査、処分、届出に関する事務を実施。 

 
予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 １０２人の内数 

事務量 
（アウトプット） 

○前払式割賦販売・前払式特定取引業者に関する事務 
・新規許可件数 0件、立入検査件数約 100 件、（平成 19～21 年度の平均値） 

○包括クレジット業者に関する事務 
・更新登録件数 272 件（※）、立入検査件数約 50～60 件、（更新登録は平成 22 年
度（8月 1日現在）の実績値（※）。検査は平成 19～21 年度の平均値） 

○個別クレジット業者に関する事務（法改正に伴い平成 21 年 12 月より新設） 
・新規登録件数 130 件（※）、立入検査件数 0件（※※） 

 
※平成 20 年における割賦販売法改正により、「包括クレジット業者の更新登録」及

び「個別クレジット業者の新規登録」が求められることとなった。これにより、
平成 21 年 12 月～平成 22 年 7 月末まで、経済産業局において、事業者からの更
新・新規登録の申請に対する審査業務を行っている。 

※※上記法改正に伴い、個別クレジット事業者からの新規登録申請に対する審査が
今まで行われてきたところであり、立入検査、届出は、登録審査が全て終了した
後、（具体的には平成 23 年度以降）増加していく見込み。 

 
地方側の意見 地方移管（全国知事会見解Ｈ22.7.15） 

 

その他各方面の意
見 

 

既往の政府方針等 一つの都道府県にのみ事業所等があるクレジットカード業者に対する報告徴収、立
入検査の権限を、都道府県に付与する。（平成 21 年 3 月 24 日 地方分権改革推進
本部決定） 
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自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

①②③及び④  
広域的実施体制が構築されても広域自治体間で事業者への対応が異なれば、全国

均一の規制ができなくなり、違反事業者が規制の緩い地域へ集中する、広域自治体
を跨る消費者事故が生じた場合に適切な対応ができない、といった事態が生じ、均
一・公平な消費者保護が図られないだけでなく、ひいては、取引システムの信頼性
を落とすこととなるため、割賦販売法の規制は国内で統一的に運用される必要があ
る。 

また、事業者の破綻・営業停止などは、金融機関と同様、全国規模で取引システ
ム全体への信用不安を引き起こすリスクを有する。このようなリスクを低減させ、
信用不安を防止するには、全国規模での開業規制（許可・登録）・検査・処分の一
体的な監督が必要。こうした対応は事務処理基準を定めたとしても都道府県・広域
自治体間で実施することは難しく、適切な対応ができない場合は、取引システムの
信用不安を生じさせるだけでなく、本来回避できた事業者の倒産により、国民の財
産に重大な被害を与えるおそれがある。 

開業規制・検査・処分に当たっては、割販法や消費者保護法等に通暁する専門職
員を一定数配置する必要があり、また、行政処分前の法的な検討や、前払積立金の
還付作業にはこれらの人員を迅速かつ大量に動員する必要がある。一方、事業者数
は都道府県毎のばらつきが大きく、各都道府県がそれぞれに対応する体制を構築す
ることは著しく非効率であるため、引き続き、経済産業局で実施。 
 

なお、規制をより機動的に執行するため、一の都道府県内にのみ事業所等がある
クレジット業者に対する報告徴収・立入検査については、事業所等の所在地を管轄
する都道府県にも権限を付与（併行権限）することを検討。 

 
 

備考 
 

 

 
 

 

 

A-a  一の都
道府県内にの
み事業所等が
あるクレジッ
ト業者に対す
る報告徴収・立
入検査の権限
付与（併行権
限）を検討。た
だし、引き続き
出先機関の事
務・権限として
実施。 
 

C-c  
※上記以外の

もの 
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事務・権限概要シート 

 
出先機関名： 経済産業局 整理番号（１８-１）

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

消費生活用製品安全法に基づく消費生活用製品の製造・輸入業者への立入検査等の
事務 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲を検討すると
整理した事務・権
限の具体的な内
容 

（移譲を検討する事務・権限名） 
一の都道府県内にのみ事業所等が存在する消費生活用製品の製造業者・輸入業者

に対する消費者生活用製品安全法に基づく報告徴収・立入検査（併行権限） 
 

（具体的な内容） 
 消費生活用製品安全法は、消費生活用製品による一般消費者の生命・身体への危
害の防止及び製品事故に関する情報の収集・提供等を通じた一般消費者の利益の保
護を目的としている。 

安全な製品の流通を確保するため、国は、技術基準の設定、技術基準を満たさな
い製品の販売の禁止、改善命令や危険等防止命令等により消費者への危害の発生の
防止するともに、製品事故が発生した際は事業者に対して国への報告を義務づけて
いる。 

消費生活用製品の製造業者等に対する報告徴収・立入検査は、これら一連の対応
の一環として実施。 
 
（報告徴収・立入検査を実施する場合） 
・民間団体等が実施している抜き打ち調査（試買）等から、技術基準に不適合の特
定製品が、製造、輸入若しくは販売されたまたはその可能性がある旨情報を得た場
合 
・技術基準に不適合の特定製品が、製造、輸入若しくは販売された、又はその可能
性がある旨事業者等から報告があった場合 
・過去に事故の再発防止策等について指導を行った事業者のうち、再発防止策への
対応状況や社内体制等をフォローアップする必要があると思われる場合 
・新たに規制対象になった品目や技術基準の改正を行った品目に係る事業者の法令
遵守状況を確認する必要がある場合  
等に、必要に応じて実施。 
 
（移譲に当たっての条件等） 
・法の規制をより機動的に執行する観点から権限を付与するものであり、一の都道
府県内にのみ事業所等を有する製造業者等であっても、当該製品が国内で広く流通
し国内のすべての消費者の生命や財産に危害を与えるおそれがあり、全国的かつ緊
急の対応が必要となることもあること、また、全国一律の法の運用を図る観点から、
国も引き続き実施する。（併行権限） 
 
・当該報告徴収・立入検査は販売店に対するＰＳＣマークの貼付確認とは異なり、
対象となる製品の技術基準への適合確認等、試験データの妥当性及び検査の実効性
等についての高度な技術的知見に基づく精査が必要であることから、技術的知見を
有する職員の体制を各都道府県がそれぞれに構築することが必要。 

 

予算の状況 
（単位:百万円） 

― 
 

関係職員数 １０１人の内数 
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事務量（アウトプ
ット） 

※当該事務・権限は、国も引き続き実施することとしており、以下事務量はあくま

でも参考。 

 

 

 

 

 

※移譲の検討対象となる件数はいずれもこのうちの内数。

備考 販売事業者への報告徴収・立入検査についてはすでに都道府県に権限を移譲して

いるところ。当該権限についても併行権限としている。 

 
  
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概要 ○目的：消費生活用製品安全法に基づく消費生活用製品の製造・輸入業者への立

入検査等の事務は、消費生活用製品による一般消費者の生命・身体への危害の

防止及び製品事故に関する情報の収集・提供等を通じた一般消費者の利益の保

護を目的とする。 

 

○根拠法令：消費生活用製品安全法 

 

○経済産業局の具体的な業務内容：技術基準に適合しない製品の流通を防止す

るため、製造・輸入事業者等に対して、届出の受理、報告徴収、立入検査、製

品提出命令、改善命令、表示の禁止等を行う。 

予算の状況 
（単位:百万円） 

― 

関係職員数 １０１人の内数 

事務量 
（アウトプット） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

地方側の意見 地方移管（全国知事会見解Ｈ22.7.15） 

その他各方面の意
見 

【地方自治体からの意見】 
・製造・輸入事業者は、都道府県の枠を超えた広域的な範囲にわたって商品を流

通させており、都道府県単独での立入検査などは現実的ではなく、国に権限が
ある方が適当。（Ａ県ほか） 

・都道府県の担当者は、複数の法律の施行等を所管しており、これ以上法執行に
関わる業務を増やすことは不可能。また、都道府県内の販売事業者に対する立
入検査等の実施も完全にできていない状況下で、国が実施している業務まで権
限付与されても実施不可能。法律自体の存在意義からすると、現段階では権限
付与しない方が良い。（Ｂ県ほか） 

・製造・輸入事業者に対する立入検査等の権限まで実施するには、技術的にかな
り詳しくないと対応できず、人材の質・量とも現状では対応不可能。（Ｃ県ほ
か） 

・無理に権限付与しても都道府県間で業務の実施状況にバラツキが生じ、国民の
利益とはならない。（Ｄ県ほか） 

 

  H19ｆｙ H20ｆｙ  H21ｆｙ  

報告徴収  4 5 3 

立入検査 4 5 12 

  H19 H20  H21 

届出の受理等  116 147 185 

報告徴収・立入検査・製品提出命令の執行 5 5 15 

改善命令、表示の禁止の執行 4 0 0 

違反対応 21 54 39 
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既往の政府方針等 ― 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 
 
 
 
 

①③及び④ 
 広域的実施体制が構築されても、広域自治体間で事業者への対応の違いが生じ
れば、全国的に均一な規制（検査、処分等）ができなくなり、（イ）違反事業者
が規制の緩い地域へ集中する、（ロ）広域自治体を跨る消費者事故が生じた場合
に適切な対応ができない、といった事態が増加し、均一・公平な安全対策が図れ
なくなる。 
 技術基準不適合品の販売が判明した場合、当該製品が、一の都道府県内のみで
販売されている可能性は低く、国内のすべての消費者の生命や財産に危害を与え
ないようにするには、違反対応（技術基準違反等の検証及び確定並びに改善指導
等）を迅速に行い、全国一律に消費者への危害を防止することが必要。 
 また、各局とも少人数の担当者で対応しており、各都道府県に担当者を配置す
ることは非効率であり、上記により、引き続き、経済産業局で実施。 
 

なお、規制をより機動的に執行するため、一の都道府県内にのみ事務所・事業
所等が存在する製造業者・輸入業者への報告徴収及び立入検査の権限を、事務
所・事業所等の所在地を管轄する都道府県にも付与（併行権限）することを検討。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

備考 
 

 
 

 

 

Ａ－ａ ※一
の都道府県内に
のみ事務所・事
業所等が存在す
る製造業者・輸
入業者への報告
徴収・立入検査
について、事務
所・事業所等の
所在地を管轄す
る都道府県への
権限付与（併行
権限）を検討。
ただし、出先機
関においても引
き続き事務・権
限を実施。 

 

C-c  
※上記以外のも

の 
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事務・権限概要シート 

 
出先機関名： 経済産業局 整理番号（１８-２）

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際の
事務・権限名 

電気用品安全法に基づく電気用品の製造・輸入業者への立入検査等の事務 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移譲
を検討すると整理
した事務・権限の具
体的な内容 

（移譲を検討する事務・権限名） 
一の都道府県内にのみ事業所等が存在する電気用品の製造業者・輸入業者に対

する電気用品安全法に基づく報告徴収・立入検査（併行権限） 
 

（具体的な内容） 
 電気用品安全法は、電気用品による一般消費者の生命・身体への危害の防止及
び製品事故に関する情報の収集・提供等を通じた一般消費者の利益の保護を目的
としている。 

安全な製品の流通を確保するため、国は、技術基準の設定、技術基準を満たさ
ない製品の販売の禁止、改善命令や危険等防止命令等により消費者への危害の発
生の防止するともに、製品事故が発生した際には、事業者に対して国への報告を
義務づけている。 

電気用品の製造業者・輸入業者に対する報告徴収・立入検査は、これら一連の
対応の一環として実施。 
 
（報告徴収・立入検査を実施する場合） 
・民間団体等が実施している抜き打ち調査（試買）等から、技術基準に不適合の
電気用品が、製造、輸入若しくは販売された、又はその可能性がある旨情報を得
た場合 
・技術基準に不適合の電気用品が、製造、輸入若しくは販売された、又はその可
能性がある旨事業者等から報告があった場合 
・過去に事故の再発防止策等について指導を行った事業者のうち、再発防止策へ
の対応状況や社内体制等をフォローアップする必要があると思われる場合 
・新たに規制対象になった品目や技術基準の改正を行った品目に係る事業者の法
令遵守状況を確認する必要がある場合  
等に、必要に応じて実施。 

 
（移譲に当たっての条件等） 
・法の規制をより機動的に執行する観点から権限を付与するものであり、一の都
道府県内にのみ事業所等を有する製造業者等であっても、当該製品が国内で広く
流通し国内のすべての消費者の生命や財産に危害を与えるおそれがあり、全国的
かつ緊急の対応が必要となることもあること、また、全国一律の法の運用を図る
観点から、国も引き続き実施する。（併行権限） 
 
・当該報告徴収・立入検査は販売店に対するＰＳＥマークの貼付確認とは異なり、
対象となる製品の技術基準への適合確認等、試験データの妥当性及び検査の実効
性等についての高度な技術的知見に基づく精査が必要であることから、技術的知
見を有する職員の体制を各都道府県がそれぞれに構築することが必要。 

 

予算の状況 
（単位:百万円） 

― 
 

関係職員数 
 

９５人の内数 
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事務量（アウトプッ
ト） 

※当該事務・権限は、国も引き続き実施することとしており、以下事務量はあく

までも参考。 

 

 

 

 

※移譲の検討対象となる件数はいずれもこのうちの内数。
備考 販売事業者への報告徴収・立入検査についてはすでに都道府県に権限を移譲し

ているところ。当該権限についても併行権限としている。 

 
 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概要 ○目的：電気用品安全法に基づく電気用品の製造・輸入業者への立入検査等の事

務は、電気用品の製造、販売等を規制するとともに電気用品による危険及び障

害の発生の防止を目的とする。 

○根拠法令：電気用品安全法 

 

○経済産業局の具体的な業務内容：技術基準に適合しない製品の流通を防止する

ため、製造・輸入事業者等に対して、届出の受理、報告徴収、立入検査、製品

提出命令、改善命令、表示の禁止などの事務を行う。 

予算の状況 
（単位:百万円） 

― 

関係職員数 ９５人の内数 

事務量 
（アウトプット） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  H19 H20  H21  

届出の受理等  5423 4991 5075 

報告徴収・立入検査・製品提出命令の執行 104 63 130 

改善命令、表示の禁止の執行 0 0 0 

違反対応 380 299 353 

地方側の意見 地方移管（全国知事会見解Ｈ22.7.15） 
 

その他各方面の意
見 

【地方自治体からの意見】 
・製造・輸入事業者は、都道府県の枠を超えた広域的な範囲にわたって商品を流

通させており、都道府県単独での立入検査などは現実的ではなく、国に権限が
ある方が適当。（Ａ県ほか） 

・都道府県の担当者は、複数の法律の施行等を所管しており、これ以上法執行に
関わる業務を増やすことは不可能。また、都道府県内の販売事業者に対する立
入検査等の実施も完全にできていない状況下で、国が実施している業務まで権
限付与されても実施不可能。法律自体の存在意義からすると、現段階では権限
付与しない方が良い。（Ｂ県ほか） 

・製造・輸入事業者に対する立入検査等の権限まで実施するには、技術的にかな
り詳しくないと対応できず、人材の質・量とも現状では対応不可能。（Ｃ県ほか）

・無理に権限付与しても都道府県間で業務の実施状況にバラツキが生じ、国民の
利益とはならない。（Ｄ県ほか） 

 
既往の政府方針等 ― 

  H19ｆｙ H20ｆｙ  H21ｆｙ  

報告徴収  94 55 73 

立入検査 53 47 57 
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自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 
 
 
 
 

①③及び④ 
 広域的実施体制が構築されても、広域自治体間で事業者への対応の違いが生じ
れば、全国的に均一な規制（検査、処分等）ができなくなり、（イ）違反事業者が
規制の緩い地域へ集中する、（ロ）広域自治体を跨る消費者事故が生じた場合に適
切な対応ができない、といった事態が増加し、均一・公平な安全対策が図れなく
なる。 
 技術基準不適合品の販売が判明した場合、当該製品が、一の都道府県内のみで
販売されている可能性は低く、国内のすべての消費者の生命や財産に危害を与え
ないようにするには、違反対応（技術基準違反等の検証及び確定並びに改善指導
等）を迅速かつ全国一律に行うことが必要。 
 なお、各局とも少人数の担当者で対応しており、各都道府県に担当者を配置す
ることは非効率であり、上記により、引き続き、経済産業局で実施。 
 

なお、規制をより機動的に執行するため、一の都道府県内にのみ事務所・事業
所等が存在する製造業者・輸入業者への報告徴収及び立入検査の権限を、事務所・
事業所等の所在地を管轄する都道府県にも付与（併行権限）することを検討。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

備考 
 

 
 

 

 

Ａ－ａ ※一
の都道府県内に
のみ事務所・事
業所等が存在す
る製造業者・輸
入業者への報告
徴収・立入検査
について、事務
所・事業所等の
所在地を管轄す
る都道府県への
権限付与（併行
権限）を検討。
ただし、出先機
関においても引
き続き事務・権
限を実施。 
 
 

C-c  
※上記以外のも

の 
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事務・権限概要シート 

 
出先機関名： 経済産業局 整理番号（１８-３）

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際の
事務・権限名 

ガス事業法に基づくガス用品の製造・輸入業者への立入検査等の事務 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移譲
を検討すると整理
した事務・権限の具
体的な内容 

（移譲を検討する事務・権限名） 
一の都道府県内にのみ事業所等が存在するガス用品の製造業者・輸入業者に対

する報告徴収・立入検査（併行権限） 
 

（具体的な内容） 
 ガス事業法は、ガス用品による一般消費者の生命・身体への危害の防止及び製
品事故に関する情報の収集・提供等を通じた一般消費者の利益の保護を目的とし
ている。 

安全な製品の流通を確保するため、国は、技術基準の設定、技術基準を満たさ
ない製品の販売の禁止、改善命令や危険等防止命令等により消費者への危害の発
生の防止するともに、製品事故が発生した際は事業者に対して国への報告を義務
づけている。 

ガス用品の製造業者・輸入業者に対する報告徴収・立入検査は、これら一連の
対応の一環として実施。 
 
（報告徴収・立入検査を実施する場合） 
・民間団体等が実施している抜き打ち調査（試買）等から、技術基準に不適合の
ガス用品が、製造、輸入若しくは販売された、又はその可能性がある旨情報を得
た場合 
・技術基準に不適合のガス用品が、製造、輸入若しくは販売された、又はその可
能性がある旨事業者等から報告があった場合 
・過去に事故の再発防止策等について指導を行った事業者のうち、再発防止策へ
の対応状況や社内体制等をフォローアップする必要があると思われる場合 
・新たに規制対象になった品目や技術基準の改正を行った品目に係る事業者の法
令遵守状況を確認する必要がある場合  
等に、必要に応じて実施。 
 
（移譲に当たっての条件等） 
・法の規制をより機動的に執行する観点から権限を付与するものであり、一の都
道府県内にのみ事業所等を有する製造業者等であっても、当該製品が国内で広く
流通し国内のすべての消費者の生命や財産に危害を与えるおそれがあり、全国的
かつ緊急の対応が必要となることもあること、また、全国一律の法の運用を図る
観点から、国も引き続き実施する。（併行権限） 
 
・当該報告徴収・立入検査は販売店に対するＰＳＴＧマークの貼付確認とは異な
り、対象となる製品の技術基準への適合確認等、試験データの妥当性及び検査の
実効性等についての高度な技術的知見に基づく精査が必要であることから、技術
的知見を有する職員の体制を各都道府県がそれぞれに構築することが必要。 

  

予算の状況 
（単位:百万円） 

― 
 
 
 

関係職員数 ９５人の内数 
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事務量（アウトプッ
ト） 

※当該事務・権限は、国も引き続き実施することとしており、以下事務量はあく

までも参考。 

 

 

 

 

 

※移譲の検討対象となる件数はいずれもこのうちの内数。

備考 販売事業者への報告徴収・立入検査についてはすでに都道府県に権限を移譲し

ているところ。当該権限についても併行権限としている。 

 
 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概要 ○目的：ガス事業法に基づくガス用品の製造・輸入業者への立入検査等の事務は、

ガスの使用者の利益を保護し、ガス用品の製造及び販売を規制して公共の安

全を確保することを目的とする。 

 

○根拠法令：ガス事業法 

○経済産業局の具体的な業務内容：技術基準に適合しない製品の流通を防止する

ため、製造・輸入事業者等に対して、届出の受理、報告徴収、立入検査、製

品提出命令、改善命令、表示の禁止等を行う。 
予算の状況 
（単位:百万円） 

― 

関係職員数 ９５人の内数 

事務量 
（アウトプット） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地方側の意見 地方移管（全国知事会見解Ｈ22.7.15） 
 

その他各方面の意見 【地方自治体からの意見】 
・製造・輸入事業者は、都道府県の枠を超えた広域的な範囲にわたって商品を流

通させており、都道府県単独での立入検査などは現実的ではなく、国に権限が
ある方が適当。（Ａ県ほか） 

・都道府県の担当者は、複数の法律の施行等を所管しており、これ以上法執行に
関わる業務を増やすことは不可能。また、都道府県内の販売事業者に対する立
入検査等の実施も完全にできていない状況下で、国が実施している業務まで権
限付与されても実施不可能。法律自体の存在意義からすると、現段階では権限
付与しない方が良い。（Ｂ県ほか） 

・製造・輸入事業者に対する立入検査等の権限まで実施するには、技術的にかな
り詳しくないと対応できず、人材の質・量とも現状では対応不可能。（Ｃ県ほ
か） 

・無理に権限付与しても都道府県間で業務の実施状況にバラツキが生じ、国民の
利益とはならない。（Ｄ県ほか） 

 
既往の政府方針等 ― 

  H19ｆｙ H20ｆｙ  H21ｆｙ  

報告徴収  0 0 0 

立入検査 3 1 1 

  H19 H20  H21 

届出の受理等  18 41 30 

報告徴収・立入検査・製品提出命令の執行 3 0 1 

改善命令、表示の禁止の執行 0 0 0 

違反対応 0 2 3 
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自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 
 
 
 
 

①③及び④ 
 広域的実施体制が構築されても、広域自治体間で事業者への対応の違いが生じ
れば、全国的に均一な規制（検査、処分等）ができなくなり、（イ）違反事業者
が規制の緩い地域へ集中する、（ロ）広域自治体を跨る消費者事故が生じた場合
に適切な対応ができない、といった事態が増加し、均一・公平な安全対策が図れ
なくなる。 
 技術基準不適合品の販売が判明した場合、当該製品が、一の都道府県内のみで
販売されている可能性は低く、国内のすべての消費者の生命や財産に危害を与え
ないようにするには、違反対応（技術基準違反等の検証及び確定並びに改善指導
等）を迅速かつ全国一律に行うことが必要。 
 また、各局とも少人数の担当者で対応しており、各都道府県に担当者を配置す
ることは非効率であり、上記により、引き続き、経済産業局で実施。 

 
なお、規制をより機動的に執行するため、一の都道府県内にのみ事務所・事業

所等が存在する製造業者・輸入業者への報告徴収及び立入検査の権限を、事務
所・事業所等の所在地を管轄する都道府県にも付与（併行権限）することを検討。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

備考 
 

 
 

 

 

Ａ－ａ ※一
の都道府県内
に の み 事 務
所・事業所等が
存在する製造
業者・輸入業者
へ の 報 告 徴
収・立入検査に
ついて、事務
所・事業所等の
所在地を管轄
する都道府県
への権限付与
（併行権限）を
検討。ただし、
出先機関にお
いても引き続
き事務・権限を
実施。 

 

C-c  
※上記以外の

もの 
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事務・権限概要シート 

 
出先機関名： 経済産業局 整理番号（１８-４）

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際の
事務・権限名 

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律に基づく液化石油ガ
ス器具等の製造・輸入業者への立入検査等の事務 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移譲
を検討すると整理
した事務・権限の具
体的な内容 

（移譲を検討する事務・権限名） 
一の都道府県内にのみ事業所等が存在する液化石油ガス器具等の製造業者・輸

入業者に対する報告徴収・立入検査（併行権限） 
 

（具体的な内容） 
 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律は、液化石油ガス器
具等による一般消費者の生命・身体への危害の防止及び製品事故に関する情報の
収集・提供等を通じた一般消費者の利益の保護を目的としている。 

安全な製品の流通を確保するため、国は、技術基準の設定、技術基準を満たさ
ない製品の販売の禁止、改善命令や危険等防止命令等により消費者への危害の発
生の防止するともに、製品事故が発生した際は事業者に対して国への報告を義務
づけている。 

液化石油ガス器具等の製造業者・輸入業者に対する報告徴収・立入検査は、こ
れら一連の対応の一環として実施。 
 
（報告徴収・立入検査を実施する場合） 
・民間団体等が実施している抜き打ち調査（試買）等から、技術基準に不適合の
液化石油ガス器具等が販売された、又はその可能性がある旨情報を得た場合 
・技術基準に不適合の液化石油ガス器具等が、製造、輸入若しくは販売された、
又はその可能性がある旨事業者等から報告があった場合 
・過去に事故の再発防止策等について指導を行った事業者のうち、再発防止策へ
の対応状況や社内体制等をフォローアップする必要があると思われる場合 
・新たに規制対象になった品目や技術基準の改正を行った品目に係る事業者の法
令遵守状況を確認する必要がある場合  
等に、必要に応じて実施。 
 
（移譲に当たっての条件等） 
・法の規制をより機動的に執行する観点から権限を付与するものであり、一の都
道府県内にのみ事業所等を有する製造業者等であっても、当該製品が国内で広く
流通し国内のすべての消費者の生命や財産に危害を与えるおそれがあり、全国的
かつ緊急の対応が必要となることもあること、また、全国一律の法の運用を図る
観点から、国も引き続き実施する。（併行権限） 
 
・当該報告徴収・立入検査は販売店に対するＰＳＬＰＧマークの貼付確認とは異
なり、対象となる製品の技術基準への適合確認等、試験データの妥当性及び検査
の実効性等についての高度な技術的知見に基づく精査が必要であることから、技
術的知見を有する職員の体制を各都道府県がそれぞれに構築することが必要。 

 

予算の状況 
（単位:百万円） 

― 
 
 
 

関係職員数 ９５人の内数 
 
 

115



事務量（アウトプッ
ト） 

※当該事務・権限は、国も引き続き実施することとしており、以下事務量はあく

までも参考。 

 

 

 

 

 

※移譲の検討対象となる件数はいずれもこのうちの内数。

備考 販売事業者への報告徴収・立入検査についてはすでに都道府県に権限を移譲し

ているところ。当該権限についても併行権限としている。 

【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概要 ○目的：液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（液石法）に

基づく液化石油ガス器具等の製造・輸入業者への立入検査等の事務は、液化石

油ガス器具等の製造及び一般消費者等への販売等を規制することにより、液化

石油ガスによる事故・災害を防止し公共の福祉を増進することを目的とする。

 

○根拠法令：液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律 

 

○経済産業局の具体的な業務内容：技術基準に適合しない製品の流通を防止する

ため、製造・輸入事業者等に対して、届出の受理、報告徴収、立入検査、製品

提出命令、改善命令、表示の禁止等を行う。 

 

予算の状況 
（単位:百万円） 

― 

関係職員数 ９５人の内数 

事務量 
（アウトプット） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

地方側の意見 地方移管（全国知事会見解Ｈ22.7.15） 
 

その他各方面の意
見 

【地方自治体からの意見】 
・製造・輸入事業者は、都道府県の枠を超えた広域的な範囲にわたって商品を流

通させており、都道府県単独での立入検査などは現実的ではなく、国に権限が
ある方が適当。（Ａ県ほか） 

・都道府県の担当者は、複数の法律の施行等を所管しており、これ以上法執行に
関わる業務を増やすことは不可能。また、都道府県内の販売事業者に対する立
入検査等の実施も完全にできていない状況下で、国が実施している業務まで権
限付与されても実施不可能。法律自体の存在意義からすると、現段階では権限
付与しない方が良い。（Ｂ県ほか） 

・製造・輸入事業者に対する立入検査等の権限まで実施するには、技術的にかな
り詳しくないと対応できず、人材の質・量とも現状では対応不可能。（Ｃ県ほ
か） 

・無理に権限付与しても都道府県間で業務の実施状況にバラツキが生じ、国民の
利益とはならない。（Ｄ県ほか） 

 

  H19ｆｙ H20ｆｙ  H21ｆｙ  

報告徴収  0 0 1 

立入検査 1 4 4 

  H19 H20  H21 

届出の受理等  36 80 57 

報告徴収・立入検査・製品提出命令の執行 0 1 5 

改善命令、表示の禁止の執行 0 0 0 

違反対応 1 2 7 
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既往の政府方針等 ― 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 
 
 
 
 
 

①③及び④ 
 広域的実施体制が構築されても、広域自治体間で事業者への対応の違いが生じ
れば、全国的に均一な規制（検査、処分等）ができなくなり、（イ）違反事業者
が規制の緩い地域へ集中する、（ロ）広域自治体を跨る消費者事故が生じた場合
に適切な対応ができない、といった事態が増加し、均一・公平な安全対策が図れ
なくなる。 
 技術基準不適合品の販売が判明した場合、当該製品が、一の都道府県内のみで
販売されている可能性は低く、国内のすべての消費者の生命や財産に危害を与え
ないようにするには、違反対応（技術基準違反等の検証及び確定並びに改善指導
等）を迅速かつ全国一律に行うことが必要。 

また、各局とも少人数の担当者で対応しており、各都道府県に担当者を配置す
ることは非効率であり、上記により、引き続き、経済産業局で実施。 

 
なお、規制をより機動的に執行するため、一の都道府県内にのみ事務所・事業

所等が存在する製造業者・輸入業者への報告徴収及び立入検査の権限を、事務
所・事業所等の所在地を管轄する都道府県にも付与（併行権限）することを検討。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
備考 
 

 
 

 

 

Ａ－ａ ※一
の都道府県内に
のみ事務所、事
業所等が存在す
る製造業者・輸
入業者に対する
報告徴収・立入
検査について、
事務所、事業所
等の所在地を管
轄する都道府県
への権限付与
（併行権限）を
検討。ただし、
出先機関におい
ても引き続き事
務・権限を実施。 
 

C-c  
※上記以外のも

の 
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事務・権限概要シート 

 
出先機関名： 経済産業局 整理番号（１８-５）

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際の
事務・権限名 

家庭用品品質表示法に基づく家庭用品の製造・販売・表示業者への立入検査等
の事務 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移譲
を検討すると整理
した事務・権限の具
体的な内容 

（移譲を検討する事務・権限名） 
一の都道府県内にのみ事業所等が存在する家庭用品の製造業者・表示業者・販

売業者（卸売業者に限る）に対する報告徴収・立入検査（併行権限） 
 

（具体的な内容） 
 家庭用品品質表示法は、家庭用品の品質に関する表示の適正化を図り、一般消
費者の利益を保護することが目的としている。 

家庭用品の製造事業者・表示業者・販売業者（卸売業者に限る）に対する報告
徴収・立入検査は、表示の標準に適合しない製品の流通を防止するために実施す
るもの。 

 
（立入検査、報告徴収を実施する場合） 
・民間団体等が実施している抜き打ち調査（試買）等から、表示の標準に不適合
の家庭用品が、製造、輸入若しくは販売された、又はその可能性がある旨情報を
得た場合 
・表示の標準に不適合の家庭用品が、製造、輸入若しくは販売された、又はその
可能性がある旨事業者等から報告があった場合 
・過去に事故の再発防止策等について指導を行った事業者のうち、再発防止策へ
の対応状況や社内体制等をフォローアップする必要があると思われる場合 
・新たに規制対象になった品目や技術基準の改正を行った品目に係る事業者の法
令遵守状況を確認する必要がある場合  
等に、必要に応じて実施。 
 
（移譲に当たっての条件等） 
・法の規制をより機動的に執行する観点から権限を付与するものであり、一の都
道府県内にのみ事業所等を有する製造業者等であっても、当該製品が国内で広く
流通し、国内のすべての消費者の生命や財産に危害を与えるおそれがあり全国的
かつ緊急の対応が必要となることもあること、全国一律の法の運用の観点から、
国も引き続き実施する。（併行権限） 
 
・当該報告徴収・立入検査は、消費者からの苦情や市場モニタリング等の結果を
受け、当該製品に貼付されている表示について、その表示されている事項が「表
示の標準（家庭用品品質表示法第三条）」で規定する技術的要件を満たしている
かを、当該製品の試験データをＪＩＳ規格等と照合するなどして確認・精査する
ものであるため、技術的知見を有する職員の体制を各都道府県がそれぞれに構築
することが必要。 
 

予算の状況 
（単位:百万円） 

― 
 
 
 

関係職員数 ９５人の内数 
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事務量（アウトプッ
ト） 

※当該事務・権限は、国も引き続き実施することとしており、以下事務量はあく
までも参考。 

 

 

 

 

※移譲の検討対象となる件数はいずれもこのうちの内数。

備考 消費者庁の設置にともない、本法は消費者庁に移管されており、地方移譲につ
いては消費者庁との調整が必要。 

【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概要 ○目的：家庭用品品質表示法に基づく家庭用品の製造・販売・表示業者への立入

検査等の事務は、家庭用品の品質に関する表示の適正化を図り、一般消費者の

利益を保護することを目的とする。 

 

○根拠法令：家庭用品品質表示法 

 

○経済産業局の具体的な業務内容：技術基準に適合しない製品の流通を防止する

ため、製造・販売（卸売業者）・表示事業者の不適正表示の申出受理及び調査、

製造・販売（卸売業者）・表示事業者に対する報告徴収・立入検査・指示等を

行う。 

 

予算の状況 
（単位:百万円） 

― 
 
 

関係職員数 ９５人の内数 
 

事務量 
（アウトプット） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地方側の意見 地方移管（全国知事会見解Ｈ22.7.15） 
 
 

その他各方面の意
見 

【地方自治体からの意見】 
・製造・輸入事業者は、都道府県の枠を超えた広域的な範囲にわたって商品を流

通させており、都道府県単独での立入検査などは現実的ではなく、国に権限が
ある方が適当。（Ａ県ほか） 

・都道府県の担当者は、複数の法律の施行等を所管しており、これ以上法執行に
関わる業務を増やすことは不可能。また、都道府県内の販売事業者に対する立
入検査等の実施も完全にできていない状況下で、国が実施している業務まで権
限付与されても実施不可能。法律自体の存在意義からすると、現段階では権限
付与しない方が良い。（Ｂ県ほか） 

・製造・輸入事業者に対する立入検査等の権限まで実施するには、技術的にかな
り詳しくないと対応できず、人材の質・量とも現状では対応不可能。（Ｃ県ほ
か） 

・無理に権限付与しても都道府県間で業務の実施状況にバラツキが生じ、国民の
利益とはならない。（Ｄ県ほか） 

 

  H19ｆｙ H20ｆｙ  H21ｆｙ  

報告徴収  0 0 0 

立入検査 0 0 0 

  H19 H20  H21 

届出の受理等 0 1 0 

報告徴収・立入検査・製品提出命令の執行 0 0 0 

改善命令、表示の禁止の執行 6 5 0 

違反対応 155 497 88 
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既往の政府方針等 家庭用品の品質表示に関し、一の都道府県内にのみ事業所等がある製造事業者等
に対する報告徴収、立入検査の権限を、都道府県に付与する。（平成２１年３月
２４日 地方分権改革推進本部決定） 
 
 
 
 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 
 
 
 
 

①③及び④  
広域的実施体制が構築されても、広域自治体間で事業者への対応の違いが生じ

れば、全国的に均一な規制（検査、処分等）ができなくなり、（イ）違反事業者
が規制の緩い地域へ集中する、（ロ）広域自治体を跨る消費者事故が生じた場合
に適切な対応ができない、といった事態が生じ、均一・公平な安全対策が図れな
くなる。 
 品質に関する表示の不正が判明した場合、当該製品が、一の都道府県内のみで
販売されている可能性は低く、国内のすべての消費者の生命や財産に危害を与え
ないようにするには、違反対応を迅速かつ全国一律に行うことが必要。 

また、各局とも少人数の担当者で対応しており、各都道府県に担当者を配置す
ることは非効率であり、上記により、引き続き、経済産業局で実施。 
 

なお、規制をより機動的に執行するため、一の都道府県内にのみ事務所・事業
所等が存在する製造業者・表示業者・販売業者（卸売業者に限る）への報告徴収
及び立入検査の権限を、事務所・事業所等の所在地を管轄する都道府県にも付与
（併行権限）することを検討。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

備考 
 

消費者庁の設置にともない、本法は消費者庁に移管されており、地方移譲につい
ては消費者庁との調整が必要。 
 

 

 

Ａ－ａ ※
一の都道府県
内にのみ事務
所、事業所等
が存在する製
造業者・表示
業者・販売業
者（卸売業者
に限る）に対
す る 報 告 徴
収・立入検査
について、事
務所、事業所
等の所在地を
管轄する都道
府県への権限
付与（併行権
限）を検討。
ただし、出先
機関において
も引き続き事
務・権限を実
施。 
 

C-c  
※上記以外の

もの 
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事務・権限概要シート 

出先機関名： 経済産業局 整理番号（３２-１） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

各種リサイクル法の施行等リサイクルの推進 
・容器包装リサイクル法に基づく報告徴収、立入検査 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲を検討すると
整理した事務・権
限の具体的な内
容 

（移譲を検討する事務・権限名） 
一の都道府県内にのみ事業所等のある特定事業者に対する容器包装リサイクル法に
基づく報告徴収（法第３９条）及び立入検査（法第４０条）（併行権限） 
 
（具体的な内容） 

容器包装リサイクル法では、廃棄物の減量及び再生資源の十分な利用等のため、
事業者に対して、容器包装廃棄物の排出抑制やリサイクル等の義務を課している。

当該事務は、法律の施行に必要な限度において実施することができる、特定容器
利用事業者、特定容器製造等事業者、特定包装利用事業者に対する報告徴収及び事
務所、工場等への立ち入り、帳簿、書類等の検査。 
 
（立入検査、報告徴収を実施する場合） 
・当省保有の事業者データベースや民間団体の保有するデータベース等を活用し、
容器包装を使用している可能性があるにも拘わらず、容器包装リサイクル法に基づ
く再商品化義務を果たしていないことが判明した場合 
・事業者が容器包装リサイクル法に基づく再商品化義務を果たしていない又はその
可能性がある旨、一般消費者、他の事業者、自治体等から情報提供があった場合 
・その他法律違反等の可能性がある事業者 
等に、必要に応じて実施。 
 
（移譲に当たっての条件等） 

当該事務は、国も引き続き実施することとしており、また、法の全国一律の運用
を行う観点から、事業所等が一の都道府県にある場合の報告徴収・立入検査を都道
府県に付与することを検討するに当たっては、国による指示、基準の設定等を認め、
都道府県において的確な業務実施体制が整備されることを前提としている。（併行権
限） 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 ６７人の内数 

事務量（アウトプ
ット） 

※当該事務・権限は、国も引き続き実施することとしており、以下事務量はあくま
でも参考。 
１９年度（報告徴収０件、立入検査０件） 
２０年度（報告徴収０件、立入検査０件） 
２１年度（報告徴収１件、立入検査０件） 

備考 共管省庁（環境省、農林水産省、財務省、厚生労働省）との調整が必要。 
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【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概要 ○目的： 
 容器包装リサイクル法では、廃棄物の減量及び再生資源の十分な利用等のた
め、事業者に対して、容器包装廃棄物の排出抑制やリサイクル等の義務を課し
ている。 
○根拠法令： 
容器包装リサイクル法に基づく 
・容器多量利用事業者からの定期報告の受理（法第７条の６） 
・特定事業者に対する報告徴収（法第３９条） 
・特定事業者に対する立入検査（法第４０条） 
○経済産業局の具体的な業務概要： 

経済産業局において、事業者からの報告内容の確認等を行うとともに、必要
に応じて、事業内容、リサイクルの状況等に関して、報告徴収及び立入検査を
実施することとしている。 

 
予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 ６７人の内数 

事務量 
（アウトプット） 

１９年度（報告徴収０件、立入検査０件） 
２０年度（定期報告２９３件、報告徴収０件、立入検査０件） 
２１年度（定期報告２８５件、報告徴収１件、立入検査０件） 
 

地方側の意見 地方移管（全国知事会見解Ｈ22.7.15） 

その他各方面の意見 － 

既往の政府方針等 ― 

自己仕分け 
【仕分け結果】 
 
 
 

  
① 
対象となる特定事業者のうち、全国規模で活動するものが相当数存在し、こう
した事業者の全国における取組の把握が担保されないため、処分等の遅滞や一
部地域のみでの検査等の結果に基づく処分等を余儀なくされ、我が国の資源の
有効な利用といった法益の確保に著しい支障を生じることから、引き続き国に
よる実施が必要である。 

また、事業所も相当数あるため、事業者の利便性や事業執行における機動性
の確保等の観点から現場に近い経済産業局が事務を行うことが適当。 
 ただし、近接性の観点から、事業所が一の都道府県にある場合の報告徴収・
立入検査については、国による指示、基準の設定等を認め、都道府県において
的確な業務実施体制が整備されることを前提として、都道府県に付与すること
を検討。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

備考 
 

共管省庁（環境省、農林水産省、財務省、厚生労働省）との調整が必要。 

 

A-a 
事業所が一の都
道府県にある場
合の報告徴収・立
入検査について、
都道府県への権
限付与（併行権
限）を検討。ただ
し、出先機関にお
いても引き続き
事務・権限を実施
する。 

C-c  
※上記以外のもの 
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事務・権限概要シート 

 
出先機関名： 経済産業局 整理番号（３２－２）

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

各種リサイクル法の施行等リサイクルの推進 
・家電リサイクル法に基づく報告徴収、立入検査 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲を検討すると
整理した事務・
権限の具体的な
内容 

（移譲を検討する事務・権限名） 
一の都道府県内にのみ事務所等がある小売業者又は製造業者等に対する家電リサ

イクル法に基づく報告徴収(法第 52 条）及び立入検査(法第 53 条）(併行権限) 
 

（具体的な内容） 
・一の都道府県内にのみ事務所等がある小売業者又は製造業者等からの特定家庭用機
器廃棄物の収集・運搬、再商品化等の実施状況に関する報告徴収 

・一の都道府県内にのみ事務所等がある小売業者又は製造業者等の事務所等への立入
検査 
 
（立入検査、報告徴収を実施する場合） 
・一般消費者等から、法違反が疑われる情報が寄せられた場合 
・その他法律違反等の可能性がある小売業者又は製造業者等 
・毎年一定数の小売業者又は製造業者等に対する定期的な立入検査  
等、必要に応じて実施。 
 
（移譲に当たっての条件等） 
・当該事務は、国も引き続き実施することとしており、また、法の全国一律の運用を

行う観点から、事業所等が一の都道府県にある場合の報告徴収・立入検査を都道府
県に付与することを検討するに当たっては、国による指示、基準の設定等を認め、
都道府県において的確な業務実施体制が整備されることを前提としている。（併行
権限） 

・さらに、当該事務は、廃棄物処理法等の廃棄物行政についての知見のみならず、家
電リサイクル法そのものの理解に加え、法の義務履行のため製造業者等が自主的に
整備しているリサイクルシステムや家電リサイクル券の運用についての知見等が
必要であることから、それらに熟知した職員の体制を各都道府県がそれぞれに構築
することが必要。 

 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 ６７人の内数 

事務量（アウト
プット） 

※当該事務・権限は、国も引き続き実施することとしており、以下事務量はあくまで
も参考。 
 

立入検査 21 年度 520 件、20 年度 459 件、19 年度 460 件 
報告徴収 21 年度  0 件、20 年度  0 件、19 年度  0 件  
       

※経済産業局が実施した件数であり、一の都道府県内にのみ事務所等がある小
売業者又は製造業者等に係る件数は内数。 

備考 環境省と共管であり、調整が必要。 
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【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概要 ○目的：小売業者及び製造業者等の行う特定家庭用機器廃棄物の収集・運搬及び
再商品化等の適正性の確保 
○根拠法令：特定家庭用機器再商品化法 
○経済産業局の具体的な業務内容：小売業者又は製造業者等からの報告徴収を
（特定家庭用機器再商品化法（以下「法」）第 52 条）、小売業者又は製造業者等
の事務所等への立入検査（法第 53 条）を実施。 

・報告徴収 
特定家庭用機器廃棄物の収集・運搬、再商品化等の実施状況に関する報告徴
求、 内容確認 

・立入検査 
立入検査の計画策定、検査先の選定、検査・指導・フォローアップ、本省へ
の報告・相談 

※法第 56 条及び同施行令７条により、経済産業局長に委任（但し、主務大臣が
自ら行うことも妨げていない） 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 ６７人の内数 

事務量 
（アウトプット） 

立入検査 21 年度 520 件（速報値） 
     20 年度 459 件 
     19 年度 460 件 
報告徴収 21 年度  0 件（速報値） 
     20 年度  0 件 
     19 年度  0 件        ※経済産業局が実施した件数 
 

地方側の意見 地方移管（全国知事会見解Ｈ22.7.15） 

その他各方面の意見  

既往の政府方針等 出先機関改革にかかる工程表（Ｈ２１．３．２４ 地方分権改革推進本部決定）：
一の都道府県内等にのみ事務所等がある小売業者に対する家電リサイクル法上
の報告徴収、立入検査の権限を、都道府県等に付与する。 

自己仕分け 
【仕分け結果】 
 
 
 

① 
 都道府県域を超えて活動する小売業者及び製造業者等の全国の店舗・事務所等
における取扱いの把握が担保されないため、処分等の遅滞や一部地域のみでの検
査等の結果に基づく処分等を余儀なくされ、国民の財産の回復（支払ったリサイ
クル料金の返還等）や法益の確保に著しい支障を生じることから、引き続き国に
よる実施が必要である。また、事業所も相当数あるため、事業者の利便性や事業
執行における機動性の確保等の観点から現場に近い経済産業局が事務を行うこ
とが適当。 
 ただし、近接性の観点から、事業所が一の都道府県にある場合の報告徴収・立
入検査については、国による指示、基準の設定等を認め、都道府県において的確
な業務実施体制が整備されることを前提として、都道府県に付与することを検
討。 
 
 
 
 

備考 環境省と共管であり、調整が必要。 
 

 

A-a 
報告徴収・立入検
査について、事務
所、事業所等の所
在地を管轄する
権限付与（併行権
限）を検討。ただ
し、出先機関にお
いても引き続き
事務・権限を実施
する。 

C-c  
※上記以外のもの 
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事務・権限概要シート 

 
出先機関名： 経済産業局 整理番号（３２-３）

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

各種リサイクル法の施行等リサイクルの推進 
・食品リサイクル法に基づく報告徴収、立入検査 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲を検討すると
整理した事務・権
限の具体的な内
容 

（移譲を検討する事務・権限名） 
一の都道府県にのみ事業所等がある食品関連事業者、登録再生利用事業者及び認定
事業者に対する食品リサイクル法に基づく報告徴収（法第２４条第１項）及び立入
検査（法第２４条第２項及び第３項）（併行権限） 
 
（具体的な内容） 

食品リサイクル法では、食品廃棄物等の発生の抑制及び減量並びに食品循環資源
の再生利用を促進するため、事業者に対し、食品廃棄物等の発生抑制や再生利用等
についての責務や目標を定めている。 

当該事務は、法律の施行に必要な限度において行うことができる、食品関連事業
者、登録再生利用事業者、再生利用事業計画認定事業者に対する報告徴収及び事務
所、工場等への立ち入り、帳簿、書類等の検査等の実施。 
 
（立入検査、報告徴収を実施する場合） 
・事業者における食品廃棄物等の発生の抑制及び減量並びに食品循環資源の再生利
用の実施状況が不適切である又はその可能性がある旨、一般消費者、他の事業者、
自治体等から情報提供があった場合 
・その他法律違反等の可能性がある事業者 
等に、必要に応じて実施。 
 
（移譲に当たっての条件等） 
・当該事務は、国も引き続き実施することとしており、また、法の全国一律の運用
を行う観点から、事業所等が一の都道府県にある場合の報告徴収・立入検査を都道
府県に付与することを検討するに当たっては、国による指示、基準の設定等を認め、
都道府県において的確な業務実施体制が整備されることを前提としている。（併行権
限） 

 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 ６７人の内数 

事務量（アウトプ
ット） 

※当該事務・権限は、国も引き続き実施することとしており、以下事務量はあくま
でも参考。 
１９年度（実績なし） 
２０年度（実績なし） 
２１年度（実績なし） 

備考  共管省庁（環境省、農林水産省、財務省、厚生労働省、国土交通省）との調整が

必要。 
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【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概要 ○目的 
 食品リサイクル法では、食品廃棄物等の発生の抑制及び減量並びに食品循環
資源の再生利用を促進するため、事業者に対し、食品廃棄物等の発生抑制や再
生利用等についての責務や目標を定めている。 
○根拠法令 
食品リサイクル法に基づく 
・食品廃棄物多量発生事業者の定期報告の受付（法第９条第１項） 
・登録再生利用事業者の登録・変更申請の受付、都道府県知事への通知（法第

１１条第１項、第２項、第５項及び第６項） 
・登録再生利用事業者の料金の届出受理、変更の指示（法第１５条第１項及び

第２項） 
・登録再生利用事業者の登録の取消し（法第１７条第１項及び第２項） 
・食品関連事業者、登録再生利用事業者及び認定事業者に対する報告徴収及び

立入検査（法第２４条第１項、第２項及び第３項） 
○経済産業局の具体的な業務内容 

経済産業局において、事業者からの報告・申請内容の確認等を行うとともに、
必要に応じて、食品廃棄物等の発生量、リサイクルの状況等に関して、報告徴
収及び立入検査を実施することとしている。 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 ６７人の内数 

事務量 
（アウトプット） 

１９年度（登録受付６件、その他の事務は実績なし） 
２０年度（登録受付４件、料金届出４件、その他の事務は実績なし） 
２１年度（定期報告８９件、登録受付５件、その他の事務は実績なし） 
 

地方側の意見 － 

その他各方面の意見 － 

既往の政府方針等 － 

自己仕分け 
【仕分け結果】 
 
 
 

① 
対象となる事業者のうち、全国規模で活動するものが相当数存在し、こうした
事業者の全国における取組の把握が担保されないため、処分等の遅滞や一部地
域のみでの検査等の結果に基づく処分等を余儀なくされ、我が国の資源の有効
な利用といった法益の確保に著しい支障を生じることから、引き続き国による
実施が必要である。また、事業所も相当数あるため、事業者の利便性や事業執
行における機動性の確保等の観点から現場に近い経済産業局が事務を行うこと
が適当。 
  
 ただし、近接性の観点から、事業所が一の都道府県にある場合の報告徴収・
立入検査については、国による指示、基準の設定等を認め、都道府県において
的確な業務実施体制が整備されることを前提として、都道府県に付与（併行権
限）することを検討。（主管省庁である、農林水産省との調整が必要。）  
 
 
 
 
 
 
 

備考  共管省庁（環境省、農林水産省、財務省、厚生労働省、国土交通省）との調
整が必要。 

 

A-a 
事業所が一の都
道府県にある場
合の報告徴収・立
入検査について、
都道府県への権
限付与（併行権
限）を検討。ただ
し、出先機関にお
いても引き続き
事務・権限を実施
する。 

C-c  
※上記以外のもの 
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事務・権限概要シート 

 
出先機関名： 経済産業局 整理番号（ ３２-４ ）

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際の事
務・権限名 

各種リサイクル法の施行等リサイクルの推進 
・資源有効利用促進法に基づく報告徴収、立入検査 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲を検討すると
整理した事務・権
限の具体的な内
容 

（移譲を検討する事務・権限名） 
一の都道府県にのみ事業所等がある指定表示事業者に対する資源有効利用促進法

に基づく報告徴収及び立入検査（法第３７条第２項）（併行権限） 
 
（具体的な内容） 

資源有効利用促進法では、分別回収を促進するため、容器包装等の製造事業者等
に対して、全国統一的な表示の標準を示して、その遵守を求めている。 

当該事務は、表示制度に関する相談・問い合わせ対応等を行うとともに、必要に
応じて、事業内容等に関して報告徴収、立入検査を実施するもの。 
 
（立入検査、報告徴収を実施する場合） 
・当省が実施している資源有効利用促進法の施行状況調査（アンケート及び店舗調
査）において、識別表示の実施状況が不適切である又はその可能性があることが判
明した場合 
・指定表示事業者における識別表示の実施状況が不適切である又はその可能性があ
る旨、一般消費者、他の事業者、自治体等から情報提供があった場合 
・その他法律違反等の可能性がある事業者 
等に、必要に応じて実施。 
 
（移譲に当たっての条件等） 

当該事務は、国も引き続き実施することとしており、また、法の全国一律の運用
を行う観点から、事業所等が一の都道府県にある場合の報告徴収・立入検査を都道
府県に付与することを検討するに当たっては、国による指示、基準の設定等を認め、
都道府県において的確な業務実施体制が整備されることを前提としている。（併行権
限） 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 ５５人の内数 

事務量（アウトプ
ット） 

※当該事務・権限は、国も引き続き実施することとしており、以下事務量はあくま
でも参考。 
１９年度（報告徴収０件、立入検査０件） 
２０年度（報告徴収０件、立入検査０件） 
２１年度（報告徴収０件、立入検査０件） 

備考  共管省庁（農林水産省、財務省、厚生労働省）との調整が必要。 
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【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概要 ○目的 
資源有効利用促進法では、分別回収を促進するため、容器包装等の製造事業

者等に対して、全国統一的な表示の標準を示して、その遵守を求めている。 
 

○根拠法令 
資源有効利用促進法に基づく指定表示事業者に対する報告徴収及び立入検査
（法第３７条第２項） 
 
○経済産業局の具体的な業務内容 
 経済産業局において、表示制度に関する相談・問い合わせ対応等を行うとと
もに、必要に応じて、事業内容等に関して報告徴収、立入検査を実施すること
としている。 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 ５５人の内数 

事務量 
（アウトプット） 

１９年度（報告徴収０件、立入検査０件） 
２０年度（報告徴収０件、立入検査０件） 
２１年度（報告徴収０件、立入検査０件） 

地方側の意見 － 

その他各方面の意見 － 

既往の政府方針等 － 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

① 
対象となる指定表示事業者のうち、全国規模で活動するものが相当数存在し、
こうした事業者の全国における取組の把握が担保されないため、処分等の遅滞
や一部地域のみでの検査等の結果に基づく処分等を余儀なくされ、全国統一的
な識別表示及び分別回収の促進による資源の有効利用、廃棄物の発生抑制とい
った法益の確保に著しい支障を生じることから、引き続き国による実施が必要
である。また、事業所も相当数あるため、事業者の利便性や事業執行における
機動性の確保等の観点から現場に近い経済産業局が事務を行うことが適当。 
  
 ただし、近接性の観点から、事業所が一の都道府県にある場合の報告徴収・
立入検査については、国による指示、基準の設定等を認め、都道府県において
的確な業務実施体制が整備されることを前提として、都道府県に付与（併行権
限）することを検討。 
 
 
 
 
 
 
 
 

備考 
 

 共管省庁（農林水産省、財務省、厚生労働省）との調整が必要。 
 

 

A-a 
事業所が一の都
道府県にある場
合の報告徴収・立
入検査について、
都道府県への権
限付与（併行権
限）を検討。ただ
し、出先機関にお
いても引き続き
事務・権限を実施
する。 

C-c  
※上記以外のも

の 
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事務・権限概要シート 

 
出先機関名： 経済産業局 整理番号（３５） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

エネルギーの使用合理化に関する事務 
・省エネ法に基づく指導助言、報告の徴収 等 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移譲
を検討すると整理
した事務・権限の
具体的な内容 

（移譲を検討する事務・権限名） 
一の都道府県にのみ事業所等がある省エネ法に基づく特定事業者等への措置に関

する事項（指導・助言（法第６条）、報告徴収・立入検査（法第８７条３項） 等）
（併行権限） 
 
（具体的な内容） 

省エネ法では、エネルギーを使用して事業を行う者がエネルギーの使用の合理化
を実施する際の目安となるべき判断基準を示して、当該事業者にその遵守を求めて
いる。 

権限の付与を検討するのは、現在、経済産業局において、必要に応じて実施して
いる、エネルギー使用合理化の状況等に関する指導・助言、報告徴収・立入検査等
である。 
 
（立入検査、報告徴収を実施する場合） 
・民間団体等に委託して実施している工場現地調査の結果から、判断基準の遵守状
況が不十分であると判断した場合 
・定期報告書の内容から、判断基準の遵守状況が不十分であると判断した場合 
・その他法律違反等の可能性がある場合 
等に、必要に応じて実施。 
 
（移譲に当たっての条件等） 

事業者は都道府県域を越えて事業展開を行っている場合が少なくないことから、
エネルギー使用に関する情報を一元的に管理し、「事業者全体の状況」と「個々の事
業者の状況」の両者を踏まえて事業者の取組を評価し立入検査等を実施する必要性
に鑑み、当該事務は引き続き経済産業局も実施する。（併行権限） 

その上で、事業所等が一の都道府県にある場合の報告徴収・立入検査を都道府県
に付与するに当たっては、国による指示、基準の設定等を認め、国が作成した統一
的な指導方針に基づき、都道府県において、省エネ法の趣旨に即した的確な業務実
施体制が整備される場合に限り、都道府県への併行権限の付与を検討していく。 

 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 １０７人の内数 

事務量（アウトプ
ット） 

※ 当該事務・権限は、国も引き続き実施することとしており、以下事務量はあく
までも参考。 
平成１９年度 
・工場・事業場に対する報告徴収・立入検査等 2,237 件 等（内数） 
平成２０年度 
・工場・事業場に対する報告徴収・立入検査等 約 530 件 等（内数） 
平成２１年度 
・工場・事業場に対する報告徴収・立入検査等 約 480 件 等（内数） 

備考  
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【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概要 ○目的：内外におけるエネルギーをめぐる経済的社会的環境に応じた燃料資源の
有効な利用の確保に資するため、工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関
する所要の措置等を講じ、もって国民経済の健全な発展に寄与すること 
○根拠法令：エネルギーの使用の合理化に関する法律 
○経済産業局の具体的な業務内容： 
１．特定事業者等の指定に関する事項 
 （１）エネルギー使用状況届出書の受理 
 （２）特定事業者等の指定 
２．特定事業者等からの報告に関する事項 
 （１）エネルギー統括責任者・企画推進者及び管理者（員）選任届出書の受理
 （２）定期報告書の受理 
 （３）中長期計画書の受理 
３．特定事業者等への措置に関する事項 
  指導・助言、報告徴収・立入検査 等 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 １０７人の内数 

事務量 
（アウトプット） 

平成１９年度 
・エネルギー管理指定工場の届出・指定 496 件 
・中長期計画書等の提出 21,553 件 
・エネルギー管理者（員）選任等の届出 8,254 件 
・工場・事業場に対する報告徴収・立入検査等 2,237 件 等 
平成２０年度 
・エネルギー管理指定工場の届出・指定 576 件 
・中長期計画書等の提出 22,419 件 
・エネルギー管理者（員）選任等の届出 約 8,500 件 
・工場・事業場に対する報告徴収・立入検査等 約 530 件 等 
平成２１年度 
・エネルギー管理指定工場の届出・指定 478 件 
・中長期計画書等の提出 22,580 件 
・エネルギー管理者（員）選任等の届出 約 8,600 件 
・工場・事業場に対する報告徴収・立入検査等 約 480 件 等 
 

地方側の意見 地方移管（全国知事会見解Ｈ22.7.15） 

その他各方面の意見  

既往の政府方針等 第２次勧告（地方分権改革推進委員会 平成２０年１２月８日） 
平成２２年４月からの改正法施行後の状況を踏まえつつ、一の都道府県内で完結
する事業者に関する事務・権限を、都道府県に付与することとし、その詳細を検
討する。 

130



自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 
 

①  
本法の目的であるエネルギーの使用の合理化を総合的に推進するためには、本

法に基づく定期報告書等により事業者のエネルギー使用に関する情報を一元的
に管理し、「事業者全体の状況」と「個々の事業者の状況」の両者を踏まえて事
業者の取組を評価し指導、立入検査等を実施する必要があるが、都道府県や広域
的実施体制ではかかる情報の一元的管理に著しい支障が生じ、全体的視点からの
対応が困難である。特に自発的な広域的実施体制を構築し本法に基づく事務を実
施することについては、あるブロックでは広域的実施体制が整備されているが、
他のブロックでは整備されていないといった事態が想定され、本法の執行に著し
い支障が生じるのみならず、ブロックを超えた対応が必要な場合に支障が生じ
る。 

また、改正法では規制対象を従来の「事業所単位」から「事業者単位」に変更
したところであるが、これは事業者における省エネルギー対策の強化を図る観点
から我が国事業者のエネルギー使用状況をより幅広く把握するとともに、事業者
が複数の所在地に設置している全ての工場等について全体としての効率的かつ
効果的な省エネルギー対策の実施を義務づけるための措置であり、都道府県、広
域的実施体制単位で本法を執行することはかかる法改正の主旨と相反する。 
 他方事業者にとっては、都道府県、広域的実施体制による実施とした場合、県・
ブロック外への事業所の新設等により、本法に基づく各種の届出・報告書等の提
出先が変わることとなり、事業者側に著しい混乱、負担を生じさせる。 
 以上のとおり、情報の一元的管理及び当該情報に基づく全体的視点からの対応
の必要性、また事業者の利便性の観点から、都道府県や広域的実施体制のみでは
対応できず、国による執行が必要である。 

 
なお、事業者は全国に展開することから、事業者の利便性や事業執行における

機動性の確保等の観点から現場に近い経済産業局が事務を行うことが適当であ
るが、改正法の執行状況を踏まえつつ、近接性の観点から一の都道府県内で完結
する事業者に関する事務・権限を都道府県に付与することとし、その詳細につい
て検討する。 
 

備考 
 

 
 

 

A-a 
（平成２２年４
月施行の改正法
の執行状況を踏
まえつつ、一の都
道府県内で完結
する事業者に関
する事務・権限
を、都道府県に付
与することとし、
その詳細を検討
する。ただし、
国・出先機関にお
いても引き続き
事務・権限を実施
する。） 
 

C-c  
※上記以外のも

の 
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事務・権限概要シート 

 
出先機関名： 経済産業局 整理番号（３８-１） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

品確法の施行に関する事務 等 
・揮発油（ガソリン）販売業者等の報告徴収、立入検査 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲を検討すると
整理した事務・権
限の具体的な内
容 

（移譲するを検討する事務・権限名） 
給油等事業所が一の都道府県内にある揮発油（ガソリン）販売業者等に対する揮発
油等の品質確保等に関する法律に基づく報告徴収、立入検査等（併行権限） 
 
（具体的な内容） 
○目的： 
国民生活との関連性が高い石油製品である揮発油、軽油及び灯油について適正な品
質のものを安定的に供給するため、その販売等について必要な措置を講じ、もって
消費者の利益を保護する。 
 
○対象：揮発油販売業者、軽油販売事業者及び灯油販売事業者 
 
○業務内容：揮発油等の品質の確保等に関する法律に基づく揮発油（ガソリン）販

売業者等に対する報告徴収（法第２０条第１項）、立入検査（法第２０条第２項）
 
（立入検査、報告徴収を実施する場合） 
・民間団体等が実施している抜き打ち調査（試買）等から、規格不適合の揮発油等
が、販売されたまたはその可能性がある旨情報を得た場合 
・規格不適合の揮発油等が販売されたまたはその可能性がある旨事業者や元売事業
者等等から報告があった場合 
・一般消費者等から、品質に関する苦情が寄せられた場合 
・その他法律違反等の可能性がある場合 
等に、必要に応じて実施。 
 
（移譲に当たっての条件等） 
・品確法及び揮発油（ガソリン）等の危険物の品質に関する知識を持った職員を最
低 2名以上充てる必要がある（立ち入り検査を実施に当たっては、ダブルチェック
や客観性の担保等の観点から最低 2名の職員が必要）。 
 
・揮発油等に異物が混入した場合、被害が都道府県を越えて全国的に広がることか
ら、全国の販売所等に対する統一的な緊急措置としての指示が必要であること等か
ら、引き続き局も実施する。（併行権限） 
 
・立入検査・報告徴収は、経済産業大臣が品確法違反者に対する事業停止命令等を
科すかどうか等の判断を下すのに必要な情報の収集を目的とするものであることか
ら権限移譲に当たっては、全国一律の基準の下、経済産業省又は経済産業局に事前
の連絡や結果の報告を行うなど緊密な連携体制を構築することが必要。 
 
・また、改善策などの事業者との調整に基づく当面の措置・指導に関しては、全国
で事業を展開する石油元売企業や複数都道府県で事業を展開する大手特約店の経営
判断とも密接に関連する場合等には、経済産業省と当該企業との連絡調整の結果を
適切に反映することが必要。 
 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 ６８人の内数 
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事務量（アウトプ
ット） 

※当該事務・権限は、国も引き続き実施することとしており、以下事務量はあくま
でも参考。 
○平成 19 年 揮発油販売業者への立入検査：713 件 
○平成 20 年 揮発油販売業者への立入検査：699 件 
○平成 21 年 揮発油販売業者への立入検査：598 件 

備考  

 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概要 ○目的：国民生活との関連性が高い石油製品である揮発油、軽油及び灯油につい
て適正な品質のものを安定的に供給するため、その販売等について必要な措置を
講じ、もって消費者の利益を保護する。 
○根拠法：揮発油等の品質の確保等に関する法律 
○経済産業局の具体的な業務内容：揮発油（ガソリン）販売業者等の報告徴収、
立入検査 等 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 ６８人の内数 

事務量 
（アウトプット） 

○平成 19 年 
揮発油販売業者からの登録、変更登録、廃止等の届出の受付業務：26,160 件 

 立入検査：713 件 
○平成 20 年 

揮発油販売業者からの登録、変更登録、廃止等の届出の受付業務：32,129 件 
 立入検査：699 件 
○平成 21 年 

揮発油販売業者からの登録、変更登録、廃止等の届出の受付業務：21,824 件 
 立入検査：598 件 

地方側の意見 地方移管（全国知事会見解Ｈ22.7.15） 

その他各方面の意
見 

 

既往の政府方針等  

自己仕分け 
【仕分け結果】 
 
 
 

②、③ 

揮発油等に異物が混入した場合、被害が都道府県を越えて全国的に広がること

から、全国の販売所等に対する統一的な緊急措置としての指示等が必要となる

が、都道府県のみが行う場合、全国的に緊急的な指示等の実施に著しい支障が生

じる。また、原因の究明においても、同様に輸入された港から事業所までの広範

囲に渡る調査を早急に行う必要があることから、揮発油の品質確保に係る業務は

引き続き国が行わなければ、迅速な対応に著しい支障が生じる。 

 ただし、例えば、経済産業局と都道府県との間で報告等を行う仕組みとするな

ど、併行権限とすることにより事業者の追加的負担が生じることのないよう制度

的に担保することを前提に、給油所等事業所が一の都道府県にある揮発油販売業

者、軽油販売業者及び灯油販売業者の報告徴収・立入検査権限（指示等の処分は

除く）については、当該給油所等事業所が所在する都道府県に付与することを検

討する。 

 

備考  

 

 

A-a 
（給油所等事業所が

一の都道府県内にあ

る揮発油販売業者、軽

油販売業者及び灯油

販売業者の報告徴収、

立入検査の権限につ

いて、事業者への追加

的負担が生じないよ

う担保しつつ、事務

所、事業所等の所在地

を管轄する都道府県

に付与（併行権限）す

ることを検討。ただ

し、出先機関において

も引き続き事務・権限

を実施する。） 

C-c   
※上記以外のもの 
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事務・権限概要シート 

出先機関名：地方整備局    整理番号（2-2） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

地方整備局の行う入札及び契約等に関する事務（地方移譲に係るもの） 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲すると整理し
た事務・権限の
具体的な内容 

（移譲する事務・権限名） 

地方自治体に移管される直轄事業に係る入札及び契約等に関する事務 

（具体的な内容） 

地方整備局の行う入札及び契約に関すること。  

予算の状況 
（単位:百万円） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

関係職員数 地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

事務量（アウト
プット） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

備考  

 
 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 
事務・権限の概
要 

【根拠法令】 
地方整備局組織規則 
 
【業務内容】 
・地方整備局の行う入札及び契約に関すること。  

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 － 

事務量（アウト
プット） 

－ 
 

地方側の意見 平成 22 年 7月 15 日に全国知事会によってとりまとめられた「国の出先機関の原則
廃止に向けて」によると、地方移管する事務とされている。 

その他各方面の
意見 

 

既往の政府方針
等 

 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

地方に移管される事務に対応する入札及び契約等に関する事務は地方において行う
べきである。 
 
 
 
 

備考  

 
Ａ－ａ 
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事務・権限概要シート 

出先機関名：地方整備局 整理番号（7） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

事業評価及び費用の縮減に関する事務（地方自治体事業に係るもの） 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲すると整理し
た事務・権限の
具体的な内容 

（移譲する事務・権限名） 

地方自治体に移管される直轄事業に係る事業評価及び費用の縮減に関する事務 

（具体的な内容） 

・公共工事に係る評価の適正化に係る技術基準に関する関係行政機関の事務の連絡

調整に関すること。 

・公共工事に係る費用の縮減に関する関係行政機関の事務の連絡調整に関すること。

予算の状況 
（単位:百万円） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

関係職員数 地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

事務量（アウト
プット） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

備考  

 
 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 
事務・権限の概
要 

－ 
 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 － 

事務量（アウト
プット） 

－ 
 

地方側の意見 平成 22 年 7月 15 日に全国知事会によってとりまとめられた「国の出先機関の原則
廃止に向けて」によると、地方移管する事務とされている。 

その他各方面の
意見 

 

既往の政府方針
等 

 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

地方自治体事業に係るものについては、事業主体である各自治体が実施すること
が適切。 
 
 
 
 
 
 

備考  

 

 
Ａ－ａ 
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事務・権限概要シート 

出先機関名：地方整備局 整理番号（8-2） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

技術的審査、検査及び調査に関する事務（地方移譲に係るもの） 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲すると整理し
た事務・権限の
具体的な内容 

（移譲する事務・権限名） 

地方自治体に移管される直轄事業に係る技術的審査、検査及び調査に関する事務 

（具体的な内容） 

・入札及び契約の技術的審査に関する事務 
・入札及び契約の制度の技術的事項その他の事業に関する技術及び管理の改善に関

する事務 
・土木工事の検査に関する事務 等 

予算の状況 
（単位:百万円） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

関係職員数 地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

事務量（アウト
プット） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

備考  

 
 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 
事務・権限の概
要 

【根拠法令】 
地方整備局組織規則 

【業務内容】 
・入札及び契約の技術的審査に関する事務 
・入札及び契約の制度の技術的事項その他の事業に関する技術及び管理の改善に関

する事務 
・土木工事の検査に関する事務 等 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 － 

事務量（アウト
プット） 

－ 
 

地方側の意見 平成 22 年 7月 15 日に全国知事会によってとりまとめられた「国の出先機関の原則
廃止に向けて」によると、地方移管する事務とされている。 

その他各方面の
意見 

 

既往の政府方針
等 

 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

地方自治体事業に係るものについては、事業主体である各自治体が実施すること
が適切。 
 
 
 
 
 
 

備考  

 
Ａ－ａ 
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事務・権限概要シート 

出先機関名：地方整備局 整理番号（9-2） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

入札及び契約制度の技術的事項に関する事務（地方移譲に係るもの） 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲すると整理し
た事務・権限の
具体的な内容 

（移譲する事務・権限名） 

地方自治体に移管される直轄事業に係る入札及び契約制度の技術的事項に関する事

務 

（具体的な内容） 

・入札及び契約の制度の技術的事項その他の事業に関する技術及び管理の改善に関
する事務  

・入札及び契約の技術的審査に関する事務 等 

予算の状況 
（単位:百万円） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

関係職員数 地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

事務量（アウト
プット） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

備考  

 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

【根拠法令】 
地方整備局組織規則 

【業務内容】 
・入札及び契約の制度の技術的事項その他の事業に関する技術及び管理の改善に関

する事務  
・入札及び契約の技術的審査に関する事務 等 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 － 

事務量（アウト
プット） 

－ 
 

地方側の意見 平成 22 年 7月 15 日に全国知事会によってとりまとめられた「国の出先機関の原則
廃止に向けて」によると、地方移管する事務とされている。 

その他各方面の
意見 

 

既往の政府方針
等 

 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

地方自治体事業に係るものについては、事業主体である各自治体が実施すること
が適切。 
 
 
 
 
 

備考  

 
Ａ－ａ 
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事務・権限概要シート 
出先機関名：地方整備局 整理番号（10-2） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

積算基準に関する事務（地方移譲に係るもの） 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲すると整理し
た事務・権限の
具体的な内容 

（移譲する事務・権限名） 

地方自治体に移管される直轄事業に係る積算基準に関する事務 

 

（具体的な内容） 

・積算基準に関する事務 
・土木工事の統計及び報告に関する事務 
・建設工事に係る労働力及び資材の需給動向の調査に関する事務 等 

予算の状況 
（単位:百万円） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

関係職員数 地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

事務量（アウト
プット） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

備考  

 
 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 
事務・権限の概
要 

【根拠法令】 
地方整備局組織規則 

【業務内容】 
・積算基準に関する事務 
・土木工事の統計及び報告に関する事務 
・建設工事に係る労働力及び資材の需給動向の調査に関する事務 等 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 － 

事務量（アウト
プット） 

－ 
 

地方側の意見 平成 22 年 7月 15 日に全国知事会によってとりまとめられた「国の出先機関の原則
廃止に向けて」によると、地方移管する事務とされている。 

その他各方面の
意見 

 

既往の政府方針
等 

 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

地方自治体事業に係るものについては、事業主体である各自治体が実施すること
が適切。 
 
 
 
 

備考  

 
Ａ－ａ 
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事務・権限概要シート 

出先機関名：地方整備局 整理番号（11-2） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

建設機械類・電気通信施設・情報システムの整備及び運用等に関する事務（地方
移譲に係るもの） 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲すると整理し
た事務・権限の
具体的な内容 

（移譲する事務・権限名） 

地方自治体に移管される直轄事業に係る建設機械類・電気通信施設・情報システム

の整備及び運用等に関する事務 

（具体的な内容） 

・建設機械類の整備及び運用 
・電気通信施設の整備及び管理 

・情報システムの整備及び管理 

予算の状況 
（単位:百万円） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

関係職員数 地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

事務量（アウト
プット） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

備考  

 
 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 
事務・権限の概
要 

【根拠法令】 
地方整備局組織規則 

【具体的な業務内容】 
・建設機械類の整備及び運用 
・電気通信施設の整備及び管理 
・情報システムの整備及び管理 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 － 

事務量（アウト
プット） 

－ 
 

地方側の意見 平成 22 年 7月 15 日に全国知事会によってとりまとめられた「国の出先機関の原則
廃止に向けて」によると、地方移管する事務とされている。 

その他各方面の
意見 

 

既往の政府方針
等 

 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

地方自治体事業に係るものについては、事業主体である各自治体が実施すること
が適切。 

 

備考  

 
Ａ－ａ 
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事務・権限概要シート 

出先機関名：地方整備局 整理番号（13-2） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

防災業務計画等の策定に関する事務（地方移譲に係るもの） 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲すると整理し
た事務・権限の
具体的な内容 

（移譲する事務・権限名） 

地方自治体に移管される直轄事業に係る防災業務計画等の策定に関する事務 

（具体的な内容） 

・災害対策基本法の規定による防災業務計画の策定 
・大規模地震対策特別措置法の規定による地震防災強化計画の策定 
・東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法の規定による東

南海・南海地震防災対策推進計画の策定  等 

予算の状況 
（単位:百万円） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

関係職員数 地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

事務量（アウト
プット） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

備考  

 
 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

【根拠法令】 
地方整備局組織規則、災害対策基本法、大規模地震対策特別措置法 等 

【業務内容】 
・災害対策基本法の規定による防災業務計画の策定 
・大規模地震対策特別措置法の規定による地震防災強化計画の策定 
・東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法の規定による東

南海・南海地震防災対策推進計画の策定  等 
予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 － 

事務量（アウト
プット） 

－ 
 

地方側の意見 平成 22 年 7月 15 日に全国知事会によってとりまとめられた「国の出先機関の原則
廃止に向けて」によると、地方移管する事務とされている。 

その他各方面の
意見 

 

既往の政府方針
等 

 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

地方自治体事業に係るものについては、事業主体である各自治体が実施すること
が適切。 
 
 
 
 
 
 

備考  

 
Ａ－ａ 
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事務・権限概要シート 

出先機関名：地方整備局   整理番号（45-2） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

直轄事業に係る土地等の収用、使用、買収及び寄附並びにこれらに伴う地上物件の
移転及び損失補償に関する事務（地方移譲に係るもの） 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲すると整理し
た事務・権限の
具体的な内容 

（移譲する事務・権限名） 

地方自治体に移管される直轄事業に係る土地等の収用、使用、買収及び寄附並びに

これらに伴う地上物件の移転及び損失補償に関する事務 

（具体的な内容） 

・道路、河川、ダム、砂防、海岸、公園事業等に係る土地等の収用、使用、買収及
び寄附並びにこれらに伴う地上物件の移転等に関すること 

・上記に掲げる事務に伴う損失補償に関すること 
予算の状況 
（単位:百万円） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

関係職員数 地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

事務量（アウト
プット） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

備考  

 
 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

【根拠法令】道路法、河川法等 
地方整備局組織規則 

 
【業務内容】 
・直轄事業（道路、河川、ダム、砂防、海岸、公園事業）に係る土地等の収用、使

用、買収及び寄附並びにこれらに伴う地上物件の移転等に関すること 
・上記に掲げる事務に伴う損失補償に関すること 
 
【具体的な業務内容】 

公共用地取得事務の流れ  
損失補償基準の策定→用地取得計画の策定→説明会の開催→土地や建物の権

利者の調査→土地の測量・建物の調査→調書等の作成→補償金額の算定→用地
交渉→契約→補償金の支払→取得した土地の管理 

   (任意取得が困難な場合は、土地収用法による手続きにより取得) 
予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 － 

事務量（アウト
プット） 

－ 
 

地方側の意見 平成 22 年 7月 15 日に全国知事会によってとりまとめられた「国の出先機関の原則
廃止に向けて」によると、地方に移譲する事務とされている。 

その他各方面の
意見 

 

既往の政府方針
等 
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自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

 用地取得は事業実施の一段階であり、地方自治体事業に係るものについては事業
主体である地方自治体が実施することが適切である。 
 
 

備考  

 

  

 
Ａ－ａ 
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事務・権限概要シート 

出先機関名：地方整備局    整理番号（46-2） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

土地等の評価基準及び損失補償額の算定基準等に関する事務（地方移譲に係るもの）

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲すると整理し
た事務・権限の
具体的な内容 

（移譲する事務・権限名） 

地方自治体に移管される直轄事業に係る土地等の評価基準及び損失補償額の算定基

準等に関する事務 

（具体的な内容） 

道路、河川、ダム、砂防、海岸、公園事業等に係る土地等の収用、使用、買収及び

寄附並びにこれらに伴う地上物件の移転等を実施するための、土地等の評価基準及

び損失補償額の算定基準に関すること 

予算の状況 
（単位:百万円） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

関係職員数 地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

事務量（アウト
プット） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

備考  

 
 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

【根拠法令】道路法、河川法等 
地方整備局組織規則 

 
【業務内容】 

直轄事業（道路、河川、ダム、砂防、海岸、公園事業）に係る土地等の収用、使
用、買収及び寄附並びにこれらに伴う地上物件の移転等を実施するための、土地
等の評価基準及び損失補償額の算定基準に関すること 

 
【具体的な業務内容】 

国土交通省の公共用地取得に伴う損失補償金等の全国一律の基準に基づき、地域
の実情や特性を踏まえた適正かつ公平な損失補償金額を算定するため、地域ごと
の細則や単価等を調査・策定 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 － 

事務量（アウト
プット） 

－ 
 
 

地方側の意見 平成 22 年 7月 15 日に全国知事会によってとりまとめられた「国の出先機関の原則
廃止に向けて」によると、地方に移譲する事務と整理されている。 

その他各方面の
意見 

 

既往の政府方針
等 
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自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

公共用地取得に伴う損失補償の補償基準等は、事業主体が地域の実情を踏まえ策
定及び運用することが必要であるため、地方自治体事業に係るものについては事業
主体である地方自治体が実施することが適切である。 
 

備考  

 
 

 
Ａ－ａ 
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事務・権限概要シ－ト 

 
出先機関名：北海道開発局 整理番号（2）

事務・権限概要シ－ト（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

北海道開発局の行う入札及び契約に関する事務（物品及び役務に関するもの） 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲すると整理し
た事務・権限の
具体的な内容 

（移譲する事務・権限名） 

地方自治体に移管される直轄事業に係る入札及び契約に関する事務（物品及び役務

に関するもの） 

（具体的な内容） 

北海道開発局の行う入札及び契約に関すること。  

予算の状況 
（単位:百万円） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

関係職員数 地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

事務量（アウト
プット） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

備考  

 
 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

○北海道開発局が行う入札及び契約事務 
【根拠法令】 
北海道開発局組織規則 
 
【業務内容】 

経費の決算及び会計並びに収入の予算、決算及び会計に関すること。 
 
 
○開発建設部が行う入札及び契約事務 
【根拠法令】 
北海道開発局開発建設部組織規則 
 
【業務内容】 

開発建設部の行う入札及び契約に関すること 
予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 321 人の内数 

事務量（アウト
プット） 

北海道開発局物品契約件数   19,483 件（124 億円） （H19～H21 平均） 
北海道開発局役務契約件数  22,688 件（235 億円） （H19～H21 平均） 

地方側の意見 平成 22 年 7月 15 日に全国知事会によってとりまとめられた「国の出先機関の原則
廃止に向けて」によると、国に残す事務とされている。 

その他各方面の
意見 

 

既往の政府方針
等 
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自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 

 北海道開発局が担う事務に対応する入札及び契約等に関する事務は国において行
い、地方に移管される事務に対応する入札及び契約等に関する事務は地方において
行うべきである。 
 

備考  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

Ａ－ａ 
及び 

Ｃ－ｃ 
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事務・権限概要シ－ト 

 
出先機関名：北海道開発局   整理番号（3-2）

事務・権限概要シ－ト（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

直轄事業に係る土地等の収用、使用、買収及び寄附並びにこれらに伴う地上物件の
移転及び損失補償に関する事務（地方移譲に係るもの） 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲すると整理し
た事務・権限の
具体的な内容 

（移譲する事務・権限名） 

地方自治体に移管される直轄事業に係る土地等の収用、使用、買収及び寄附並びに

これらに伴う地上物件の移転及び損失補償に関する事務 

（具体的な内容） 

・道路、河川、ダム、砂防、海岸、公園事業等に係る土地等の収用、使用、買収及
び寄附並びにこれらに伴う地上物件の移転等に関すること 

・上記に掲げる事務に伴う損失補償に関すること 
予算の状況 
（単位:百万円） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

関係職員数 地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

事務量（アウト
プット） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

備考  

 
 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

【根拠法令】道路法、河川法、土地改良法等 
北海道開発局組織規則 

 
【業務内容】 
・直轄事業（道路、河川、ダム、砂防、海岸、公園、農業、港湾事業）に係る土地

等の収用、使用、買収及び寄附並びにこれらに伴う地上物件の移転等に関するこ
と 

・上記に掲げる事務に伴う損失補償に関すること 
 
【具体的な業務内容】 

公共用地取得事務の流れ  
損失補償基準の策定→用地取得計画の策定→説明会の開催→土地や建物の権

利者の調査→土地の測量・建物の調査→調書等の作成→補償金額の算定→用地
交渉→契約→補償金の支払→取得した土地の管理 

   (任意取得が困難な場合は、土地収用法による手続きにより取得) 
予算の状況 
（単位:百万円） 

 

関係職員数  

事務量（アウト
プット） 

 

地方側の意見 平成 22 年 7月 15 日に全国知事会によってとりまとめられた「国の出先機関の原則
廃止に向けて」によると、地方に移譲する事務とされている。 

その他各方面の
意見 

 

既往の政府方針
等 
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自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

 用地取得は事業実施の一段階であり、地方自治体事業に係るものについては事業
主体である地方自治体が実施することが適切である。 
 
 

備考  

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
Ａ－a 
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事務・権限概要シ－ト 

 
出先機関名：北海道開発局   整理番号（4-2）

事務・権限概要シ－ト（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

土地等の評価基準及び損失補償額の算定基準等に関する事務（地方移譲に係るもの）

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲すると整理し
た事務・権限の
具体的な内容 

（移譲する事務・権限名） 

地方自治体に移管される直轄事業に係る土地等の評価基準及び損失補償額の算定基

準等に関する事務 

（具体的な内容） 

道路、河川、ダム、砂防、海岸、公園事業等に係る土地等の収用、使用、買収及び

寄附並びにこれらに伴う地上物件の移転等を実施するための、土地等の評価基準及

び損失補償額の算定基準に関すること 

予算の状況 
（単位:百万円） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

関係職員数 地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

事務量（アウト
プット） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

備考  

 
 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

【根拠法令】道路法、河川法、土地改良法等 
北海道開発局組織規則 

 
【業務内容】 

直轄事業（道路、河川、ダム、砂防、海岸、公園、農業、港湾事業）に係る土地
等の収用、使用、買収及び寄附並びにこれらに伴う地上物件の移転等を実施する
ための、土地等の評価基準及び損失補償額の算定基準に関すること 

 
【具体的な業務内容】 

国土交通省の公共用地取得に伴う損失補償金等の全国一律の基準に基づき、地域
の実情や特性を踏まえた適正かつ公平な損失補償金額を算定するため、地域ごと
の細則や単価等を調査・策定 

予算の状況 
（単位:百万円） 

 

関係職員数  

事務量（アウト
プット） 

              

地方側の意見 平成 22 年 7月 15 日に全国知事会によってとりまとめられた「国の出先機関の原則
廃止に向けて」によると、地方に移譲する事務とされている。 

その他各方面の
意見 

 

既往の政府方針
等 
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自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

公共用地取得に伴う損失補償の補償基準等は、事業主体が地域の実情を踏まえ策
定及び運用することが必要であるため、地方自治体事業に係るものについては事業
主体である地方自治体が実施することが適切である。 
 

備考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
Ａ－a 
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事務・権限概要シ－ト 

 
出先機関名：北海道開発局 整理番号（10,24） 

事務・権限概要シ－ト（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

事業評価に関する事務（地方自治体事業に係るもの） 
公共工事の費用の縮減に関する事務（地方自治体事業に係るもの） 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲すると整理し
た事務・権限の
具体的な内容 

（移譲する事務・権限名） 

地方自治体に移管される直轄事業に係る事業評価及び費用の縮減に関する事務 

（具体的な内容） 

・公共工事に係る評価の適正化に係る技術基準に関する関係行政機関の事務の連絡

調整に関すること。 

・公共工事に係る費用の縮減に関する関係行政機関の事務の連絡調整に関すること。

予算の状況 
（単位:百万円） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

関係職員数 地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

事務量（アウト
プット） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

備考  

 
 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

－ 
 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 － 

事務量（アウト
プット） 

－ 

地方側の意見 平成 22 年７月 15 日に全国知事会によってとりまとめられた「国の出先機関の原則
廃止に向けて」によると地方移管する事務とされている。 

その他各方面の
意見 

 

既往の政府方針
等 

 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

地方自治体事業に係るものについては、事業主体である各自治体が実施すること
が適切。 
 
 
 
 

備考  

 

 
Ａ－ａ 
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事務・権限概要シ－ト 

 
出先機関名：北海道開発局 整理番号（11-2）

事務・権限概要シ－ト（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

北海道開発局の行う入札及び契約に関する事務（工事及び業務に関するもの）（地方
移譲に係るもの） 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲すると整理し
た事務・権限の
具体的な内容 

（移譲する事務・権限名） 

地方自治体に移管される直轄事業に係る入札及び契約に関する事務（工事及び業務

に関するもの） 

（具体的な内容） 

北海道開発局の行う入札及び契約に関すること。  

予算の状況 
（単位:百万円） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

関係職員数 地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

事務量（アウト
プット） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

備考  

 
 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

○北海道開発局が行う入札及び契約事務 
【根拠法令】 
北海道開発局組織規則 
 
【業務内容】 
・北海道開発局の行う直轄工事の入札及び契約に関すること 
 
 
○開発建設部が行う入札及び契約事務 
【根拠法令】 
北海道開発局開発建設部組織規則 
 
【業務内容】 
・開発建設部の行う入札及び契約に関すること。 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 － 

事務量（アウト
プット） 

－ 

地方側の意見 平成 22 年 7月 15 日に全国知事会によってとりまとめられた「国の出先機関の原則
廃止に向けて」によると、地方移管する事務とされている。 

その他各方面の
意見 

 

既往の政府方針
等 
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自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

 地方に移管される事務に対応する入札及び契約等に関する事務は地方において行
うべきである。 
 
 
 

備考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ－ａ 
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事務・権限概要シ－ト 

 
出先機関名：北海道開発局 整理番号（20-2） 

事務・権限概要シ－ト（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

入札及び契約制度の技術的事項に関する事務（地方移譲に係るもの） 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲すると整理し
た事務・権限の
具体的な内容 

（移譲する事務・権限名） 

地方自治体に移管される直轄事業に係る入札及び契約制度の技術的事項に関する事

務 

（具体的な内容） 

・入札及び契約の制度の技術的事項その他の事業に関する技術及び管理の改善に関
する事務  

・入札及び契約の技術的審査に関する事務 等 

予算の状況 
（単位:百万円） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

関係職員数 地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

事務量（アウト
プット） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

備考  

 
 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 
事務・権限の概
要 

【根拠法令】 
北海道開発局組織規則 

【業務内容】 
・入札及び契約の制度の技術的事項その他の事業に関する技術及び管理の改善に関

する事務  
・入札及び契約の技術的審査に関する事務 等 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 － 

事務量（アウト
プット） 

－ 

地方側の意見 平成 22 年７月 15 日に全国知事会によってとりまとめられた「国の出先機関の原則
廃止に向けて」によると、地方移管する事務とされている。 

その他各方面の
意見 

 

既往の政府方針
等 

 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

地方自治体事業に係るものについては、事業主体である各自治体が実施すること
が適切。 
 
 
 
 
 
 

備考  

 
Ａ－ａ 
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事務・権限概要シ－ト 

 
出先機関名：北海道開発局 整理番号（21-2） 

事務・権限概要シ－ト（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

技術的審査、検査及び調査（地方移譲に係るもの） 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲すると整理し
た事務・権限の
具体的な内容 

（移譲する事務・権限名） 

地方自治体に移管される直轄事業に係る技術的審査、検査及び調査 

（具体的な内容） 

・入札及び契約の技術的審査に関する事務 
・入札及び契約の制度の技術的事項その他の事業に関する技術及び管理の改善に関

する事務 
・土木工事の検査に関する事務 等 

予算の状況 
（単位:百万円） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

関係職員数 地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

事務量（アウト
プット） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

備考  

 
 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

【根拠法令】 
北海道開発局組織規則 

【業務内容】 
・入札及び契約の技術的審査に関する事務 
・入札及び契約の制度の技術的事項その他の事業に関する技術及び管理の改善に関

する事務 
・土木工事の検査に関する事務   等 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 － 

事務量（アウト
プット） 

－ 

地方側の意見 平成 22 年 7月 15 日に全国知事会によってとりまとめられた「国の出先機関の原則
廃止に向けて」によると、地方移管する事務とされている。 

その他各方面の
意見 

 

既往の政府方針
等 

 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

地方自治体事業に係るものについては、事業主体である各自治体が実施すること
が適切。 
 
 
 
 
 
 

備考  

 
Ａ－ａ 
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事務・権限概要シ－ト 

 
出先機関名：北海道開発局 整理番号（22-2） 

事務・権限概要シ－ト（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

積算基準に関する事務（地方移譲に係るもの） 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲すると整理し
た事務・権限の
具体的な内容 

（移譲する事務・権限名） 

地方自治体に移管される直轄事業に係る積算基準に関する事務 

 

（具体的な内容） 

・積算基準に関する事務 
・土木工事の統計及び報告に関する事務 
・建設工事に係る労働力及び資材の需給動向の調査に関する事務 等 

予算の状況 
（単位:百万円） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

関係職員数 地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

事務量（アウト
プット） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

備考  

 
 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

【根拠法令】 
北海道開発局組織規則 

【業務内容】 
・積算基準に関する事務 
・土木工事の統計及び報告に関する事務 
・建設工事に係る労働力及び資材の需給動向の調査に関する事務 等 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 － 

事務量（アウト
プット） 

－ 

地方側の意見 平成 22 年 7月 15 日に全国知事会によってとりまとめられた「国の出先機関の原則
廃止に向けて」によると、地方移管する事務とされている。 

その他各方面の
意見 

 

既往の政府方針
等 

 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

地方自治体事業に係るものについては、事業主体である各自治体が実施すること
が適切。 
 
 
 
 

備考  

 
Ａ－ａ 
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事務・権限概要シ－ト 

 
出先機関名：北海道開発局 整理番号（25-2） 

事務・権限概要シ－ト（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

防災業務計画等の策定（地方移譲に係るもの） 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲すると整理し
た事務・権限の
具体的な内容 

（移譲する事務・権限名） 

地方自治体に移管される直轄事業に係る防災業務計画等の策定 

（具体的な内容） 

・災害対策基本法の規定による防災業務計画の策定 
・大規模地震対策特別措置法の規定による地震防災強化計画の策定 
・日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置

法の規定による日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進計画の策定  
等 

予算の状況 
（単位:百万円） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

関係職員数 地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

事務量（アウト
プット） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

備考  

 
 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

【根拠法令】 
北海道開発局組織規則、災害対策基本法、大規模地震対策特別措置法 等 

【業務内容】 
・災害対策基本法の規定による防災業務計画の策定 
・大規模地震対策特別措置法の規定による地震防災強化計画の策定 
・日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置
法の規定による日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進計画の策定 等 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 － 

事務量（アウト
プット） 

－ 

地方側の意見 平成 22 年 7月 15 日に全国知事会によってとりまとめられた「国の出先機関の原則
廃止に向けて」によると、地方移管する事務とされている。 

その他各方面の
意見 

 

既往の政府方針
等 

 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

地方自治体事業に係るものについては、事業主体である各自治体が実施すること
が適切。 
 
 
 
 
 
 

備考  

 
Ａ－ａ 
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事務・権限概要シ－ト 

 
出先機関名：北海道開発局   整理番号（26-2）

事務・権限概要シ－ト（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

建設機械類・電気通信施設・情報システムの整備及び運用等に関する事務（地方
移譲に係るもの） 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲すると整理し
た事務・権限の
具体的な内容 

（移譲する事務・権限名） 

地方自治体に移管される直轄事業に係る建設機械類・電気通信施設・情報システム

の整備及び運用等に関する事務 

（具体的な内容） 

・建設機械類の整備及び運用 
・電気通信施設の整備及び管理 

・情報システムの整備及び管理 

予算の状況 
（単位:百万円） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

関係職員数 地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

事務量（アウト
プット） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

備考  

 
 

【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

【根拠法令】 
北海道開発局組織規則 

【業務内容】 
・直轄事業に係る機械類の整備及び運用に関すること 
・直轄事業に係る電気通信施設の整備及び管理に関すること 
・情報システムの整備及び管理に関すること 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 － 

事務量（アウト
プット） 

－ 
 

地方側の意見 平成 22 年 7月 15 日に全国知事会によってとりまとめられた「国の出先機関の原則
廃止に向けて」によると、地方移管する事務とされている。 

その他各方面の
意見 

 

既往の政府方針
等 

 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

 地方自治体事業に係るものについては、事業主体である各自治体が実施すること
が適切。 

備考  

 

 

Ａ－ａ 
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事務・権限概要シート 

出先機関名：地方運輸局    整理番号（ １０ ）

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

旅客自動車運送事業の許認可等 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで
移譲すると整
理した事務・権
限の具体的な
内容 

（移譲する事務・権限名） 

 自動車運転代行業の認定業務 

（具体的な内容） 

 ・公安委員会からの認定・認定取り消し協議に対する同意 

 ・公安委員会からの変更届出に関する通知の受理 

 ・公安委員会からの認定証返納に関する通知の受理 

・約款届出の受理 

・公安委員会への営業停止命令の要請 

・公安委員会が行った指示に関する通知の受理 

・自動車運転代行業者への立入検査 

・自動車運転代行業者への指示等の行政処分 

・指示等の行政処分を行った旨の公安委員会への通知 等 

予算の状況 
（単位:百万円） 

- 

関係職員数 輸送部門３６６人の内数 

事務量（アウト
プット） 

            （平均業務量は平成１７年度～平成２１年度実績の平均）

事業種別  平均業務量 

公安委員会からの認定・認定取り消し協議件数 協議件数 1,245

公安委員会からの変更届出に関する通知の受理 受理件数 15,110

公安委員会からの認定証返納に関する通知の受理 受理件数 647

約款届出の受理 受理件数 1.6

公安委員会への営業停止命令の要請 要請件数 1.4

公安委員会が行った指示に関する通知の受理 受理件数 50

自動車運転代行業者への立入検査 検査件数 454

自動車運転代行業者への指示等の行政処分 処分件数 117

指示等の行政処分を行った旨の公安委員会への通知 通知件数 117

備考 上記の事務・権限は、地方自治法第２条第８項に規定する自治事務として移譲する。
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【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

【目的】 
旅客自動車運送事業の運営を適正かつ合理的なものとするとともに、輸送の安

全を確保し、道路運送事業の健全な発達を図る。 
 
【根拠法令】 

・地方運輸局組織規則 
・道路運送法     等 

 
【関係する計画・通知等】 
 ・市町村運営有償運送の登録に関する処理方針について 
 ・過疎地有償運送の登録に関する処理方針について 
 ・福祉有償運送の登録に関する処理方針について 

・一般乗合旅客自動車運送事業の申請に対する処理方針 
・一般貸切旅客自動車運送事業の申請に対する処分の処理方針 
・一般乗用旅客自動車運送事業（1人 1車制個人タクシーを除く。）の申請に対す

る処理方針 等 
  
【具体的な業務内容】 
 ・道路運送車両による旅客の運送及び旅客自動車運送事業の発達、改善及び調整

に関すること。 
 ・自家用自動車の使用に関すること 

予算の状況 
（単位:百万円） 

- 

関係職員数 輸送部門３６６人の内数 

事務量（アウト
プット） 

 

事業種別  平均業務量 
自家用有償旅客運送（平成 18 年度～平成 20 年度平均） 登録件数 1,419

一般乗合自動車運送事業（平成 16 年度～平成 20 年度平均） 許認可件数 3,521

一般貸切自動車運送事業（平成 16 年度～平成 20 年度平均） 許認可件数 2,111

一般乗用自動車運送事業（平成 16 年度～平成 20 年度平均） 許認可件数 29,166

自動車道事業（平成 17 年度～平成 21 年度平均） 事務処理件数 67

公安委員会からの認定・認定取り消し協議件数（平成 17 年度

～平成 21 年度平均） 
協議件数 1,245

公安委員会からの変更届出に関する通知の受理（平成 17 年度

～平成 21 年度平均） 
受理件数 15,110

公安委員会からの認定証返納に関する通知の受理（平成 17 年

度～平成 21 年度平均） 
受理件数 647

約款届出の受理（平成 17 年度～平成 21 年度平均） 受理件数 1.6

公安委員会への営業停止命令の要請（平成 17 年度～平成 21

年度平均） 
要請件数 1.4

公安委員会が行った指示に関する通知の受理（平成 17 年度～

平成 21 年度平均） 
受理件数 50

自動車運転代行業者への立入検査（平成 17 年度～平成 21 年

度平均） 
検査件数 454

自動車運転代行業者への指示等の行政処分（平成 17 年度～平

成 21 年度平均） 
処分件 117

指示等の行政処分を行った旨の公安委員会への通知（平成 17

年度～平成 21 年度平均） 
通知件数 117

 

地方側の意見 ７月１５日に全国知事会によってとりまとめられた「国の出先機関の原則廃止に向
けて」によると地方移管する事務とされている。 

その他各方面の
意見 

－ 
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既往の政府方針
等 

出先機関改革に関する工程表（平成 21 年 3 月 24 日地方分権改革推進本部決定） 

 
自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民間事業者が営利目的で旅客サービスを提供できない公共交通空白地域の解消や
交通弱者のための福祉輸送の確保など地域のニーズに応じて市町村等が行っている
旅客運送（自家用有償旅客運送）について、市町村の創意工夫に委ねるため、希望
する市町村に権限を移譲する方向で検討する。 

また、自動車道事業は、観光道路など地域に密着した輸送サービスとして利用さ
れていることから、一の都道府県にある自動車道事業の権限については、希望する
都道府県に権限を移譲する方向で検討する。 

さらに、運転代行業に関する権限は、都道府県公安委員会が事業者の認定などの
業務を行い、地方運輸局は利用者保護の観点から認定に際して保険加入等を確認す
るために協議を受けているが、運転代行業に関する事務を都道府県が自主的かつよ
り総合的に実施できるようにするため、地方運輸局から都道府県に権限を移譲する
方向で検討する。 

一方、その他のバス・タクシー事業に関する許認可等は、従来から国が一元的に
運用しており、地方公共団体との二重行政は生じていない。これらの業務は、バス・
タクシー事業の安全確保等に関わるものであり国民の生命・身体にも直接関わるこ
と、事業ネットワークが広域にわたることに加えて、①国による制度・基準の策定、
事業計画、施設や安全関係職員が基準に合致しているかの審査・検査・監査、事業
改善命令等及び個別事案の発生による問題点を踏まえた制度・基準の改正等の一連
のサイクルを通じて一体的に実施される必要があること（大綱②に該当）、②事故等
の被害拡大・再発防止を図る観点から、安全に係る基準・制度・検査の項目等は全
国のいずれかの事業で起こった事故等をもとに逐次見直される必要があること（大
綱②に該当）、③同様の観点から、重大事故や悪質事案等に係る情報の全国的な即時
共有や類似事案の防止対策の即時展開をするために国による一元的な指揮命令系統
が不可欠であること（大綱①、③に該当）、④全国同一の制度・基準・行政処分等に
よりバス・タクシー事業の安全性を確保する必要があること（大綱②に該当）、⑤豊
富な経験と高度な技術的見識を有する職員を効率的に全国に配置する必要があるこ
と（大綱④に該当）などから、引き続き国で実施していくことが必要不可欠であり、
その運用に地域差はあるべきでなく、地方公共団体への移管は適当でない。 

備考  
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事務・権限概要シート 

出先機関名：地方環境事務所  
整理番号（01, 02, 03, 
04） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 
 
 

個別リサイクル法に基づく、報告徴収・立入検査等に関する事務 
・家電リサイクル法 
・容器包装リサイクル法 
・食品リサイクル法 
・自動車リサイクル法 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲すると整理し
た事務・権限の
具体的な内容 

○容器包装リサイクル法 

（移譲する事務・権限名） 

・一の都道府県内にのみ事務所等がある特定事業者に対する報告徴収（法第 39 条）

・一の都道府県内にのみ事務所等がある特定事業者に対する立入検査（法第 40 条）

（具体的な内容） 

法第 39 条及び第 40 条に基づき、法律の施行に必要な限度において、一の都道府

県内等にのみ事務所等がある特定容器利用事業者、特定容器製造等事業者又は特定

包装利用事業者に対する特定容器を用いる事業の状況及び分別基準適合物の再商品

化の状況に関する報告徴収、事務所、工場等への立入り及び帳簿、書類等の検査を

実施するもの。 

当該事務・権限は、国も引き続き実施することとしているが、事業所が一の都道

府県にある場合の報告徴収・立入検査については、国による指示、基準の設定等を

認め、都道府県において的確な業務実施体制が整備されることを前提として、都道

府県に付与することを検討することとしている。 

 

○家電リサイクル法 

（移譲する事務・権限名） 

・一の都道府県内にのみ事務所等がある小売業者又は製造業者等からの報告徴収（法

第 52 条） 

・一の都道府県内にのみ事務所等がある小売業者又は製造業者等の事務所等への立

入検査（法第 53 条） 

（具体的な内容） 

法第 52 条及び第 53 条に基づき、法律の施行に必要な限度において、一の都道府

県内にのみ事務所等がある小売業者又は製造業者等に対する特定家庭用機器廃棄物

の収集若しくは運搬又は再商品化等の実施の状況に関する報告徴収、事務所、工場

等への立入り、及び帳簿、書類等の検査を実施するもの。 

当該事務・権限は、国も引き続き実施することとしているが、事業所が一の都道

府県にある場合の報告徴収・立入検査については、国による指示、基準の設定等を

認め、都道府県において的確な業務実施体制が整備されることを前提として、都道

府県に付与することを検討することとしている。 

 

○食品リサイクル法 

（移譲する事務・権限名） 

・一の都道府県内にのみ事務所等がある食品関連事業者、登録再生利用事業者及び
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認定事業者に対する報告徴収及び立入検査（法第 24 条第１項、第２項及び第３項）

（具体的な内容） 

法第 24 条第１項、第２項及び第３項に基づき、法律の施行に必要な限度において、

一の都道府県内にのみ事務所等がある食品関連事業者、登録再生利用事業者又は再

生利用事業計画認定事業者に対する、食品廃棄物等の発生量、食品循環資源の再生

利用等の状況、再生利用事業の実施状況又は食品循環資源の再生利用等の状況に関

する報告徴収、事務所、工場等への立入り及び帳簿、書類等の検査を実施するもの。

なお、当該事務・権限は、国も引き続き実施することとしているが、事業所が一

の都道府県にある場合の報告徴収・立入検査については、国による指示、基準の設

定等を認め、都道府県において的確な業務実施体制が整備されることを前提として、

都道府県に付与することを検討することとしている。 

 

予算の状況 
（単位:百万円） 

3,655 百万円の内数 

※地方事務所予算中、「地方環境事務所一般行政に必要な経費」及び「廃棄物・リサ

イクル対策の推進に必要な経費」の合計 

関係職員数 廃棄物・リサイクル対策課定員 52 名の内数 

事務量（アウト
プット） 

※当該事務・権限は、国も引き続き実施することとしており、以下事務量はあくま
でも参考。 
○立入検査件数 
 H19：482 件 
 H20：495 件 
 H21：530 件 

備考 自動車リサイクル法については、法第130条第３項及び第131条第２項に基づいて、

主務大臣が法律の施行に必要な限度において、自動車製造事業者等又はその委託を

受けた者に対する特定再資源化等物品の引取り又は再資源化等の実施状況に関する

報告徴収、事務所、工場等への立入り及び帳簿、書類等の検査を実施することがで

きることとされているが、自動車製造事業者等の委託を受けた者に対する報告徴収

及び立入検査にあたっては、当該事業者と自動車製造事業者等の委託契約関係を確

認する必要があり、また、当該事業者に委託を行った自動車製造事業者等に対する

指導、勧告等の法的措置と一体となった対応が不可欠となる。 

自動車製造事業者等は全て全国規模で事業活動を行っていることから、引き続き、

当該事務は国で行うこととする。 

 
 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 
事務・権限の概
要 

○家電リサイクル法 
・小売業者又は製造業者等に対する、特定家庭用機器廃棄物の収集若しくは運搬又

は再商品化等の実施の状況に関する報告徴収。（第 52条） 
・小売業者又は製造業者等の事務所、工場、事業場又は倉庫への立入検査。（第 53

条）  
 
○容器包装リサイクル法 
・特定容器利用事業者、特定容器製造等事業者又は特定包装利用事業者に対する、

特定容器を用いる事業、特定容器の製造等の事業又は特定包装を用いる事業の状
況及び分別基準適合物の再商品化の状況に関する報告徴収。（第 39条） 

・特定事業者の事務所、工場、事業場又は倉庫への立入検査。（第 40 条） 
 
○食品リサイクル法 
・食品関連事業者、登録再生利用事業者、認定事業者に対する報告徴収、又はその

事務所、工場、事業場若しくは倉庫への立入検査。（第 24 条第１項から第３項）
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○自動車リサイクル法 
・自動車製造業者等又はその委託を受けた者に対する、特定再資源化等物品の引取

り又は再資源化等の実施の状況に関する報告徴収。（第 130 条第３項） 
・自動車製造業者等又はその委託を受けた者の事務所、工場、事業場又は倉庫への

立入検査。（第 131 条第２項） 
予算の状況 
（単位:百万円） 

3,655 百万円の内数 
※地方事務所予算中、「地方環境事務所一般行政に必要な経費」及び「廃棄物・リサ
イクル対策の推進に必要な経費」の合計 

関係職員数 廃棄物・リサイクル対策課定員 52 名の内数 

事務量（アウト
プット） 

○立入検査件数 
 H19：677 件 
 H20：707 件 
 H21：812 件 
 

地方側の意見 家電リサイクル法、容器包装リサイクル法、自動車リサイクル法は、「地方」（全国
知事会「国の出先機関原則廃止プロジェクトチーム」報告（p.64）、平成 22 年７月
15 日） 

その他各方面の
意見 

○家電リサイクル法 
「小売業者が消費者から引き取った廃家電が、メーカー以外の者に、リユース品
としてではなく引き渡されるといった引渡義務違反事例が続発している。その防
止のためには、立入検査や報告徴収などを通じた行政による取締りを引き続き行
う必要がある。」（「家電リサイクル制度の施行状況の評価・検討に関する報告書」
中環審・産構審合同会合、平成 20 年２月） 

 
○廃棄物・リサイクル制度については、国が広い視点に立って全国統一的な運用を

行うことが重要であり、各地方自治体任せでは必ずしも適切に管理できないこと
も考えられる。例えば、リサイクル法制においては地方自治体ごとにバラバラな
運用がなされると資源の有効活用ができないし、事業者の負担も増える。資源の
輸出入が進んでいることからも、国がしっかり取り組む必要がある。（「出先機関
改革に係る環境省有識者ヒアリング」平成 22 年８月） 

 
既往の政府方針
等 

 

 
自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

全国に事業所を持つ事業者等が個別リサイクル法に反する行為を行った場合や、
対応の遅滞によって環境への著しい影響が懸念されるような行為を事業者等が行っ
た場合には、都道府県ごとの対応の差異や行政による対応の遅滞によって、国民の
財産の保護や法益の確保に著しい支障が生じることから、個別リサイクル法に基づ
く報告徴収及び立入検査は、引き続き国が実施することが必要である。 

また、個別リサイクル法に基づくリサイクル制度は、国民や事業者等から全国一
律のリサイクル料金を徴収して運用しており、当該料金に対するサービスの質を厳
格かつ一律に維持する上で、国の責任ある対応が求められることからも、引き続き
国による実施が必要である。 

ただし、近接性の観点から、事業所が一の都道府県にある場合の報告徴収及び立
入検査については、都道府県に並行権限として付与することを検討。 
 
 
 
 
 

備考 
 

共管省庁（経済産業省、農林水産省、財務省、厚生労働省）も同様に都道府県に
権限付与する必要がある。 

 

（一つの都

道府県を超

える場合） 

C-c 

（一つの都

道府県を超

え な い 場

合） 

A-a 
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容器包装リサイクル法の概要 
 

◆ 法律の趣旨 
 

家庭から排出されるごみの重量の約２～３割、容積で約６割を占める容器包装廃棄物

について、リサイクルの促進等により、廃棄物の減量化を図るとともに、資源の有効利

用を図るため、平成７年６月に制定（法案提出は厚生省）、平成９年４月から本格施行。 

法律の所管は、環境省、経済産業省、財務省、厚生労働省及び農林水産省の５省共管。 
 

ごみについて市町村が全面的に処理責任を担うという従来の考え方を改め、容器包装

の利用事業者や容器の製造等事業者、消費者等に一定の役割を担わせることとした。 
 

◆ 対象容器包装 
 

容器包装リサイクル法の対象となる容器包装は、家庭から排出されるスチール缶、ア

ルミ缶、ガラスびん、段ボール、紙パック、紙製容器包装、ペットボトル及びプラスチ

ック製容器包装の８種類となっている。 

※ 事業者の再商品化義務の対象は、ガラスびん・ペットボトル（平成９年４月から）、

紙製容器包装・プラスチック製容器包装（平成 12 年４月から）の４種類。 
 

◆ 容器包装廃棄物の分別収集・再商品化の流れ（指定法人ルート） 
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事務・権限概要シート 

出先機関名：地方環境事務所  整理番号（ ０６ ）

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律に基づく技術基準適合命令、当該命
令に係る使用者に対する報告徴収・立入検査 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲すると整理し
た事務・権限の
具体的な内容 

（移譲する事務・権限名） 

特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律に基づく技術基準適合命令、当該命

令に係る使用者に対する報告徴収・立入検査に関する事務 

（具体的な内容） 

法第 29 条の報告聴取・立入検査のうち、環境省地方環境事務所が使用者に対して

行うものを権限移譲の対象とする。これは、特定特殊自動車排出ガスの規制等に関

する法律に基づく型式届出特定特殊自動車等に係る技術基準適合性・均一性を、使

用過程において確認することにより、特定特殊自動車全体の排出ガス抑制性能の維

持を図るための事務である。 

① 実施時期 

 ・現行は通報等による。 

② 立入場所 

・ 全国各地の工事現場、事業所、資機材拠点等、検査対象車の所在する場所 

③ 検査内容 

ⅰ 使用者、車名・型式、製造番号、製造年月日、燃料の種類、 

定格出力等の確認 

ａ 基準適合表示・少数特例表示・確認証、各種契約書（販売、賃貸借、保険等）、

検査記録表、点検整備帳、取扱説明書等の閲覧・確認 

ｂ 目視による実機の確認 

ⅱ 実機を用いる排出ガス試験 

ａ 試験方法 

・ ディーゼル車： 無負荷急加速黒煙試験 

・ ガソリン車： アイドリング排出ガス試験 

ｂ 試験用機材 

・ 黒煙測定器、CO/HC 測定器、発動発電機、空気圧縮機等 

・ 検査する側が購入・維持し、職員が立入場所へ持参。機材の操作・測定も

当該職員自らが実施。 

④ 業務手順 

・ 別紙１の事務実施フロー参照 

⑤ 留意点 

ⅰ 基準適合命令対象車の広域移動に関し、地方公共団体間での連携が必要とな

る場合がある。 
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 ⅱ 使用者への立入検査情報は、環境省本省との情報共有が必要。 

（移譲対象外の本省権限である特定特殊自動車製作等事業者等の届出事業者

への改善命令に繋がる可能性があるため） 

 ⅲ 別紙２の環境省と関係省庁との役割分担のとおり、環境省のほか、検査対象

車の使用事業の事業所管省庁も、各所管事業の使用者に対する技術基準適合

命令権限等を有する。 

予算の状況 
（単位:百万円）  

関係職員数  

事務量（アウト
プット） 

現行は通報等による都度対応となっているため、事務量は不定である。 

検査対象車の今後の普及進捗状況に伴い、検査の定量化/定期化等の検討が必要と思

慮。 

備考  

 
 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 
事務・権限の概
要 

 特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律（以下「法」という。）第１８条に
基づく技術基準適合命令を行うため、同法第２９条に基づき、当該命令の対象とな
る特定特殊自動車の使用者に対して、特定特殊自動車の使用状況その他の必要事項
に関する報告、特定特殊自動車の所在すると認められる場所への立入、特定特殊自
動車等の検査等（以下「報告徴収・立入検査」という。）ができることとなっている。
 なお、この報告徴収・立入検査に関する規定については、条文上、法第１３条に
規定する届出事業者に対する改善命令、法第１４条に規定する表示の禁止の措置を
講じるため、法第６条第１項の規定による特定原動機の型式指定を受けた者、届出
事業者、法第１２条第３項の規定による少数生産車の承認を受けた者に対する報告
徴収・立入検査に関する規定と一体として規定されている。 

予算の状況 
（単位:百万円） 

3,757 百万円の内数 
※地方事務所予算中、「地方環境事務所一般行政に必要な経費」及び「大気・水・土
壌環境等の保全に必要な経費」、「環境・経済・社会の統合的向上に必要な経費」、「環
境政策基盤整備等に必要な経費」の合計 

関係職員数 環境対策課定員 52 名の内数 

事務量（アウト
プット） 

 
 
 

地方側の意見 「地方」（全国知事会「国の出先機関原則廃止プロジェクトチーム」報告（p.64）、
平成 22 年７月 15 日） 

その他各方面の
意見 

 

既往の政府方針
等 
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自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

 特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律に基づく技術基準適合命令、当該
命令に係る使用者に対する報告徴収・立入検査に関する権限については、地方環境
事務所の事務から外し、地方公共団体に移管する。ただし、本省で行っている製造
業者等への規制（法第１３条の改善命令等）については、国際的な商品である特定
特殊自動車に対するものであるため、引き続き本省において実施することとなる。
本省がこの事務を行うためには、使用者に対する報告徴収及び立入検査を通じた実
態調査が必要不可欠であり、自治体の域外権限の付与、自治体間連携の自発的形成
や広域連合などの広域的実施体制等の整備が行われることとしても、本省による迅
速かつ効率的な実態把握が困難となり、その実態把握の結果に基づく本省の事務で
ある製造業者等への規制を実施することに著しい支障を生じる。このことから、本
省の事務である製造業者等への規制のために、使用者に対する報告徴収及び立入検
査が必要な場合には、本省において事務を行うこととする。 
  

備考 
 

 
 

 

 

Ａ－ａ 
 

 

171



別紙 1 

 

◎特定特殊自動車の使用者に対する報告徴収・立入検査事務実施フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

立入検査結果の記録・保管、本省への報告 

基準適合命令 

技術基準に適合しない状態

であることが確認された 

技術基準に適合している状

態であることが確認された 

地方環境事務所の情報収集、関連省庁や地方公共団 

体からの情報提供、第三者からの通報等 

状況確認、対象確認 

確認情報から対象の詳細把握と 

報告徴収・立入検査の要否判断 

報告徴収・立入検査（※１） 
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※１ 立入検査の事務実施フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）排出ガス試験の実施状況 

 

 

 

⑦使用の制限違反 

④立入検査 ③立入検査の拒否 

⑤基準適合命令 

⑧表示違反 

⑥指導・助言 

⑩立入検査結果の報告・保管 

事実確認の結果に応じて 

⑨告発 

排気ガス測定のために、
測定方法に従ったアクセ

ル操作等が必要

測定のために、測定
方法に従った測定機
器の操作（濾紙交換、
パージ、シリンダー
セットなど）が必要

発動発電機

空気圧縮機

黒煙測定器

①立入検査対象の特定 ②立入検査の通知 
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別紙 2 

「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律」（オフロード法）に基づく 

技術基準適合命令並びに特定特殊自動車の使用者に対する 

報告徴収及び立入検査に関する事務 

 

 

◆環境省と関係省庁との役割分担 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①特定原動機技術基準の型式指定に関すること

②特定特殊自動車の型式届出に関すること

③少数生産車の承認に関すること

④特定特殊自動車の使用前検査に関すること

⑤登録特定原動機検査機関（登録特定特殊自動車検査機関）
に関すること

⑥特定原動機型式指定事業者への報告徴収・立入検査

⑦特定特殊自動車型式届出事業者への報告徴収・立入検査

⑧少数生産車承認事業者への報告徴収・立入検査

⑨登録特定原動機検査機関（登録特定特殊自動車検査機関）
への報告徴収・立入検査

※全て、３省でベタ共管

①特定特殊自動車使用者に対する基準適合命令

②特定特殊自動車使用者に対する報告徴収・立入検査

※ 関係省庁の職員も参加する立入検査の講習会を環境省で
実施。

※環境省は、特定特殊自動車を使用する事業（廃棄物処理
業）を所管する事業所管省でもある。

環境省

経済産業省

国土交通省

①特定特殊自動車排出ガス抑制指針の策定

※環境省への協議が必要

②特定特殊自動車排出ガス抑制指針に基づく指導・助言

環境省

事業所管省

事業所管省

施行事務の内容 実施者
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事務・権限概要シート 

出先機関名：地方環境事務所 整理番号（ ０７ ）

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

土壌汚染対策法に基づく指定調査機関の指定、監督 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲すると整理し
た事務・権限の
具体的な内容 

（移譲する事務・権限名） 

土壌汚染対策法に基づく指定調査機関の指定、監督に関する事務のうち、一の都道

府県内で調査業務を行う指定調査機関に関するもの 

（具体的な内容） 

・指定調査機関の指定及び更新の事務（法第３条第１項） 

・変更届出書の受理（法第 35 条） 

・指定調査機関に対する業務改善命令（法第 36 条第３項） 

・業務規程の受理（法第 37 条第１項） 

・指定調査機関に対する適合命令（法第 39 条） 

・業務廃止届出書の受理（法第 40 条） 

・指定調査機関の指定の取消しの事務（法第 42 条） 

・指定調査機関の指定等の公示の事務（法第 43 条） 

・指定調査機関に対する報告徴収及び立入検査（法第 54 条第５項） 

 一の都道府県内のみで調査業務を行う者か否かの判別については、土壌汚染対策

法に基づく指定調査機関及び指定支援法人に関する省令第１条第１項に規定する申

請書に記載された土壌汚染状況調査等を行おうとする都道府県の区域が一であるか

どうかによる。なお、ここでいう「都道府県」は全国 47 都道府県を指し、土壌汚染

対策法施行令第８条に規定する市を含めない。 

予算の状況 
（単位:百万円） 

 

関係職員数  

事務量（アウト
プット） 

移譲対象機関数は 201 機関（平成 22 年末現在）。当該機関について、平成 21 年度に

地方環境事務所が行った事務件数は 228 件。なお、平成 22 年４月より施行されてい

る改正土壌汚染対策法により法第 35 条に基づく変更届出事項が増えたため、実際の

事務量は増加することが見込まれる。 

備考  

 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

土壌汚染の調査は、試料の採取地点の選定、試料採取方法等により結果が大きく
左右されるため、土壌汚染対策法に基づく土壌汚染の調査を行う者は、一定の技術
的能力を有すると認められる者として土壌汚染対策法（以下「法」という。）第３条
第 1項の環境大臣が指定した者(指定調査機関)のみに限るとともに、この指定調査
機関が行う調査業務の適性を確保するために、環境大臣は、法第 39 条による適合命
令、法第 42 条による指定の取消し、法第 54 条第５項による報告徴収・立入検査等
必要な監督や現況把握を実施している。現行では、指定調査機関が二以上の地方環
境事務所の管轄区域に土壌汚染状況調査を行う事務所を置く場合には本省で、事業
所が一つの管轄区域のみにある場合には地方環境事務所で、それぞれ指定及び監督
に係る事務を実施している。 

175



予算の状況 
（単位:百万円） 

3,757 百万円の内数 
※地方事務所予算中、「地方環境事務所一般行政に必要な経費」及び「大気・水・土
壌環境等の保全に必要な経費」、「環境・経済・社会の統合的向上に必要な経費」、「環
境政策基盤整備等に必要な経費」の合計 

関係職員数 環境対策課定員 52 名の内数 

事務量（アウト
プット） 

21 年度に行った地方環境事務所での事務件数 1,908 件 
 

地方側の意見 「地方」（全国知事会「国の出先機関原則廃止プロジェクトチーム」報告（p.64）、
平成 22 年７月 15 日） 

その他各方面の
意見 

 

既往の政府方針
等 

 

 
自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

複数の都道府県内で広域的に調査業務を行う指定調査機関の場合、その指定・監
督を都道府県が行うとすると、事業者は調査を行うすべての都道府県から指定・監
督を受けることとなる。指定調査機関が一の都道府県において、土壌汚染対策法第
４２条の取消要件に該当することとなった場合、当然に他の都道府県でも指定の取
消を行う必要があるが、そういった情報に関し、都道府県間及び都道府県と国との
間での連絡調整に時間を要することになり、迅速かつ効率的な監督処分をすること
が困難になることが予想され、例えば、他県において取消処分を受けた事業者が別
の都道府県では指定を受け続けるような事態が生じてしまう可能性がある。また、
事業者が各都道府県に指定の申請をすることとなると事業者に対して著しい負担を
強いることとなる。 

従って、一の都道府県内で調査業務を行う場合は、地方公共団体に事務を移管。
複数の都道府県内で調査業務を行う場合には、本省において事務を行うこととする。
 
 
 
 

備考 
 

 

 

Ａ－ａ 

（一の都道府県

内で調査業務を

行う場合） 

Ｃ－ｂ 

（複数の都道府

県内で調査業務

を行う場合） 
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指定調査機関の
現況把握

変更・廃止の
届出の受理

指定調査機関の指定・更
新

申請内容の審査

指定の申請・更新

指導・命令・指定取消し

土壌汚染対策法に基づく指定調査機関に係る
業務フロー

報告徴収・立入検査

業務規程の届出の受理
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事務・権限概要シート 

出先機関名：地方環境事務所  整理番号（ ０８ ）

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

環境省関係石綿による健康被害の救済に関する法律施行規則（平成 18 年環境省令第

３号）第 25 条第１項に規定する申請等の経由に係る事務 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲すると整理し
た事務・権限の
具体的な内容 

（移譲する事務・権限名） 

環境省関係石綿による健康被害の救済に関する法律施行規則第25条第１項に規定

する申請等の経由に係る事務 

（具体的な内容） 

石綿による健康被害の救済に関する法律（以下「法」という。）に基づき、石綿に

よる健康被害を受けた者及びその遺族は、(独)環境再生保全機構（以下「機構」と

いう。)に対して、認定の申請や給付の請求をすることができる。 

申請等に当たっては、機構に対して関係書類の提出を行う必要があるが、窓口が

全国一箇所だけでは、申請者の利便性の観点から問題がある。このため、全国の地

方環境事務所や保健所、一部の市区町村においても、機構に代わって申請者からの

書面等の提出を受け付けている。 

 

なお、既にすべての保健所と一部の市区町村が当該事務を実施しており、地方環

境事務所で毎年受け付けている件数は年間 100 件強である。地方自治体に委譲され

た場合、この件数分の業務が各地方自治体に分配されることとなる。 

 

予算の状況 
（単位:百万円） 

3,757 百万円の内数（申請書の経由に係る移送料等） 

※地方事務所予算中、「地方環境事務所一般行政に必要な経費」及び「大気・水・土

壌環境等の保全に必要な経費」、「環境・経済・社会の統合的向上に必要な経費」、「環

境政策基盤整備等に必要な経費」の合計 

関係職員数 各地方環境事務所につき１名が、職務の一部として実施 

事務量（アウト
プット） 

○申請・請求受付件数 
 H20 114 件 

備考  

【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

石綿健康被害救済制度に基づき、石綿による健康被害を受けた者及びその遺族は、

(独)環境再生保全機構(機構)に対して、認定の申請や給付の請求をすることができ

る。 

この申請等の受付事務は、機構及び全国の保健所等に加え、石綿健康被害救済法施
行規則第２５条第１項の規定に基づき、申請者の利便性の確保のため、地方環境事
務所でも実施しているところ。その際、地方環境事務所を経由して提出した場合は、
地方環境事務所長が受理した時に機構に提出されたものと見なされる。 
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予算の状況 
（単位:百万円） 

3,757 百万円の内数 
※地方事務所予算中、「地方環境事務所一般行政に必要な経費」及び「大気・水・土
壌環境等の保全に必要な経費」、「環境・経済・社会の統合的向上に必要な経費」、「環
境政策基盤整備等に必要な経費」の合計 

関係職員数 環境対策課定員 52 名の内数 

事務量（アウト
プット） 

○申請・請求受付件数 
 H20 114 件 
 

地方側の意見 「地方」（全国知事会「国の出先機関原則廃止プロジェクトチーム」報告（p.64）、
平成 22 年７月 15 日） 

その他各方面の
意見 

 

既往の政府方針
等 

 

 
自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

地方公共団体に移管 
 
 
 
 
 

備考 
 

 
 

 

 

Ａ－ａ 
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事務・権限概要シート 

 

出先機関名：沖縄総合事務局  整理番号（ 10 ） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

農林水産省の地方農政局が所掌する業務、水産庁の漁業調整事務所が所掌する業務
の一部 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで
移譲すると整
理した事務・権
限の具体的な
内容 

（移譲する事務・権限名） 

① 農産物検査法に定める登録検査機関の指導・監督その他の農産物検査に関する事

務 

※農産物検査を行う区域が一都道府県域内である登録検査機関の登録、都道府県

域内の関係業者等に対する立入調査等の業務について、都道府県へ権限を移

譲・付与 

② 食品産業その他の所掌に係る事業の発達、改善及び調整に関する事務（民間に対
する助成、民間に対する広報啓発） 
容器包装リサイクル法、食品リサイクル法及び省エネ法に基づく報告徴収・立入
検査等 

※一の都道府県内で完結する事業者に関する事務・権限を都道府県に付与 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 ① 農産物検査法に定める登録検査機関の指導・監督その他の農産物検査に関する事

務 

・３名の内数 

② 容器包装リサイクル法、食品リサイクル法及び省エネ法に基づく報告徴収・立入

検査等 

・２名の内数 

事務量（アウト
プット） 

① 農産物検査法に定める登録検査機関の指導・監督その他の農産物検査に関する事

務 

・登録検査機関の登録・更新 

⇒登録検査機関：２ 機関（22年度） 

・登録検査機関からの検査結果報告取りまとめ 

  ⇒登録検査機関：２ 機関（22年度） 

（検査結果の報告回数：米20回（22年度）） 

・農林水産大臣による改善命令、適合命令、登録取消し等（平成13年度以降０件）

  ⇒登録検査機関等に対する立入調査等：年間８回（21年度） 

・農産物検査法違反業者の告発（平成13年度以降０件） 

② 容器包装リサイクル法、食品リサイクル法及び省エネ法に基づく報告徴収・立入

検査等 

省エネ法関係… 
指導件数【工場】19 年度  0    20 年度  0   21 年度  0 

【荷主】19 年度  －   20 年度  －   21 年度   0 
報告徴収件数【工場】19年度  0    20 年度  0    21 年度  0 

                        【荷主】19 年度  －    20 年度  －    21 年度  0 
立入検査件数【工場】19年度   0    20 年度   0    21 年度   0 

【荷主】19年度  －   20 年度  －    21 年度   0 
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※ 荷主に係る指導、報告徴収及び立入検査は 21
年度から実施。 

    
容リ法関係…  
      報告徴収件数    ：19 年度   0    20 年度   4    21 年度   0 

       立入検査件数    ：19 年度   0    20 年度   0    21 年度   0 
                
食リ法関係…  

       報告徴収件数    ：19 年度   5    20 年度   0    21 年度   0 
       立入検査件数    ：19 年度   0    20 年度   0    21 年度   0 

※ 定期報告は20年度から実施。 

備考 ① 農産物検査法に定める登録検査機関の指導・監督その他の農産物検査に関する事

務 

国の役割 

・ 農産物検査規格の設定・改廃（銘柄設定・改廃を含む） 

・ 農産物検査規格の品位規格における検査標準品の作製・配布 

・ 複数の都道府県を区域とする登録検査機関に係る登録等の業務 

② 容器包装リサイクル法、食品リサイクル法及び省エネ法に基づく報告徴収・立入

検査等 

事務・権限の付与にあたっては、関係省庁も同様の対応が必要となる。 

 
 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

（具体的な業務内容） 

農林水産省の地方農政局が所掌する事務、水産庁の漁業調整事務所が所掌する事務

予算の状況 
（単位:百万円） 

平成 22 年度予算額：35,076 百万円（22 年 7 月末示達額。「林野庁」分及び「漁業調
整事務所以外の水産庁」分を除く。） 

関係職員数 254 名 

事務量（アウト
プット） 

平成 21 年度執行額：36,597 百万円 

地方側の意見 他の出先機関の業務に応じて仕分けする。ただし、現行沖縄振興計画の終了及び
米軍施設、島嶼性等の特殊事情を踏まえ、今後の沖縄の振興のあり方と併せて検討
する必要がある。（平成 22年 7 月 15 日全国知事会「国の出先機関の原則廃止に向け
て」） 

その他各方面の
意見 

－ 

既往の政府方針
等 

－ 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

地方農政局及び漁業調整事務所が所掌する業務の仕分けに準じる。ただし、沖縄

の特殊事情を踏まえ、また、今後の沖縄振興の在り方と併せて検討する必要がある。

備考  
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事務・権限概要シ－ト 

出先機関名：沖縄総合事務局  整理番号（ 13 ） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

経済産業省の経済産業局が所掌する業務 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで
移譲すると整
理した事務・権
限の具体的な
内容 

（移譲する事務・権限名） 

① 景気動向等に関する統計調査の実施 

経済産業省生産動態統計調査のうち、都道府県が既に調査を実施している業種で

あってその規模等に応じ局も分担して実施しているものに係るもの（法定受託事

務） 

② 商工会議所に係る許認可・監督に関する事務 

商工会議所法に基づく定款変更の認可 

③ 工業標準化法（JIS 法）に基づく事業所への立入検査等の事務 

一の都道府県内にのみ事業所等がある認証製造業者等に対する JIS 法に基づく報

告徴収・立入検査（併行権限） 

④ 中小企業の取引の適正化、事業活動の機会の確保に関する事務 

下請代金法に基づく報告・検査（併行権限） 

⑤ 中小企業の交流又は連携及び組織に関する事務 

一の都道府県を区域とする特定業種の協業組合、商工組合、商工組合連合会に関

する許認可等 

⑥ 割賦販売法に基づく前払式割賦販売業者、前払式特定取引業者、包括クレジット

事業者、個別クレジット事業者に対する許可・登録、立入検査、処分等に関する

事務 

一の都道府県内にのみ事業所等があるクレジット業者に対する割賦販売法に基づ

く報告徴収・立入検査（併行権限） 

⑦ 消費生活用製品安全法等に基づく消費生活用製品等の製造・輸入業者への立入検

査等の事務 

一の都道府県内にのみ事務所・事業所等が存在する消費生活用製品等の製造業

者・輸入業者に対する報告徴収・立入検査（消費生活用品、電気用品、ガス用品、

液化石油ガス器具等、家庭用品）（併行権限） 

⑧ 各種リサイクル法の施行等リサイクルの推進 

一の都道府県内にのみ事業所等のある特定事業者等に対する容器包装リサイクル

法等に基づく報告徴収及び立入検査（容器包装・家電・食品リサイクル、資源有

効利用）（併行権限） 

⑨ エネルギーの使用合理化に関する事務 

一の都道府県にのみ事業所等がある省エネ法に基づく特定事業者等への措置に関

する事項（指導助言、報告徴収・立入検査 等）（併行権限） 

⑩ 品確法の施行に関する事務 等 

給油等事業所が一の都道府県内にある揮発油（ガソリン）販売業者等対する揮発

油等の品質確保等に関する法律に基づく報告徴収、立入検査等（併行権限） 
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予算の状況 
（単位:百万円） 

― 

関係職員数 61 名（経産本省定員の 1名を含む）の内数 

事務量（アウト
プット） 

① 経済産業省生産動態統計調査の実施 

調査対象数 35 調査票配布数 19／月 回収・審査数 18／月 督促数 12（延べ

数／年） 

② 商工会議法に基づく定款変更の認可 

 19 年度 20 年度 21 年度 

定款変更の認可 0 1 2 

③ JIS 法に基づく事業所への立入検査等の事務 

認証製造業者等に対する立入検査数 5件／年(19～21 年度の平均) 

④ 下請代金法に基づく検査、勧告等（事業者に対する報告・検査の権限） 

 19 年度 20 年度 21 年度 

下請事業者からの申告 1 0 0 

立入検査等 4 4 5 

改善指導 3 2 5 

⑤ 一の都道府県を区域とする特定業種の協業組合、商工組合、商工組合連合会に関

する許認可等の権限 

所管組合数：協業組合 0件、商工組合 2件、商工組合連合会 0件（平成 21 年度末）

手続き件数：19 年度 3件 20 年度 5件 21 年度 4件（うち決算関係書類などの

受理 2件、役員変更届出の受理 2件 定款変更認可 0件）  

⑥ 一の都道府県内にのみ事業所等があるクレジット業者に対する報告徴収・立入検

査の権限 

包括クレジット業者に関する事務(報告徴収※※2 件、立入検査※0 件) 

個別クレジット業者に関する事務(報告徴収※※4 件、立入検査※※※1 件) 

※19～21 年度平均、※※22 年 4月～23 年 1月末の数値、※※※22 年 6 月～23 年 1 月末の数値 

⑦ 一の都道府県内にのみ事務所・事業所等が存在する消費生活用品等の製造業者・

輸入業者等への報告徴収・立入検査（消費生活用品、電気用品、ガス用品、液化

石油ガス器具等、家庭用品） 

1)消費生活用製品安全法 

 19 年度 20 年度 21 年度 

報告徴収 0 0 0 

立入検査 0 0 0 

2)電気用品安全法 

 19 年度 20 年度 21 年度 

報告徴収 0 0 0 

立入検査 0 0 0 

3)ガス事業法 

 19 年度 20 年度 21 年度 

報告徴収 0 0 0 

立入検査 0 0 0 

4)液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律 

 19 年度 20 年度 21 年度 

報告徴収 0 0 0 

立入検査 0 0 0 

5)家庭用品品質表示法 
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 19 年度 20 年度 21 年度 

報告徴収 0 0 0 

立入検査 0 0 0 

 

⑧ 事業所が一の都道府県にある場合の報告徴収・立入検査（容器包装・家電・食品

リサイクル、資源有効活用） 

1)容器包装リサイクル 

(19 年度) 報告徴収 0 立入検査 0 

(20 年度) 報告徴収 0 立入検査 0 

(21 年度) 報告徴収 0 立入検査 0 

2)家電リサイクル 

(19 年度) 報告徴収 0 立入検査 14 

(20 年度) 報告徴収 0 立入検査 12 

(21 年度) 報告徴収 0 立入検査 17 

3)食品リサイクル 

(19 年度) 報告徴収 0 立入検査 0 

(20 年度) 報告徴収 0 立入検査 0 

(21 年度) 報告徴収 0 立入検査 0 

4)資源有効利用促進法 

(19 年度) 報告徴収 0 立入検査 0 

(20 年度) 報告徴収 0 立入検査 0 

(21 年度) 報告徴収 0 立入検査 0 

 

⑨ 一の都道府県内で完結する事業者に対する省エネ法に基づく指導助言、報告の徴

収等 

 20 年度 21 年度 

報告徴収・立入検査等 14 2 

⑩ 給油所等事業所が一の都道府県内にある揮発油販売業者、軽油販売業者及び灯油

販売業者の報告徴収・立入検査 

 19 年度 20 年度 21 年度 

揮発油販売業者からの登録／変更登

録、廃止等の届出受付業務 

259 291 1744 

立入検査(件／年) 8 4 4 

 

 

備考  

【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 

事務・権限の概
要 

（具体的な業務内容） 
経済産業省の経済産業局が所掌する業務 

予算の状況 
（単位:百万円） 

平成 22 年度予算額：1,158 百万円（22 年 7 月末示達額） 

関係職員数 61 名（経産本省定員の 1名を含む） 
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事務量（アウト
プット） 

平成 21 年度執行額：1,916 百万円 

地方側の意見 他の出先機関の業務に応じて仕分けする。ただし、現行沖縄振興計画の終了及び米
軍施設、島嶼性等の特殊事情を踏まえ、今後の沖縄の振興のあり方と併せて検討す
る必要がある。（平成 22年 7月 15日全国知事会「国の出先機関の原則廃止に向けて」）

その他各方面の
意見 

－ 

既往の政府方針
等 

－ 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

経済産業局が所掌する業務の仕分けに準じる。ただし、沖縄の特殊事情を踏ま

え、また、今後の沖縄振興の在り方と併せて検討する必要がある。 

備考 
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事務・権限概要シ－ト 

 

出先機関名：沖縄総合事務局 整理番号（ 16 ） 

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

国土交通省の地方整備局が所掌する業務 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで
移譲すると整
理した事務・権
限の具体的な
内容 

（移譲する事務・権限名） 

地方自治体に移管される直轄事業に係る下記の事務 

①地方整備局の行う入札及び契約等に関する事務 

②事業評価及び費用の縮減に関する事務 

③技術的審査、検査及び調査に関する事務 

④入札及び契約制度の技術的事項に関する事務 

⑤積算基準に関する事務 

⑥建設機械類・電気通信施設・情報システムの整備及び運用等に関する事務 

⑦防災業務計画等の策定に関する事務 

⑧土地等の収用、使用、買収及び寄附並びにこれらに伴う地上物件の移転及び損失補

償に関する事務 

⑨土地等の評価基準及び損失補償額の算定基準等に関する事務 

予算の状況 
（単位:百万円） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

関係職員数 地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

事務量（アウト
プット） 

地方自治体に移管される直轄事業の内容、事務量による。 

備考  

 
 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 
事務・権限の概
要 

（具体的な業務内容） 
国土交通省の地方整備局が所掌する業務 

予算の状況 
（単位:百万円） 

平成 22 年度予算額：82,668 百万円（22 年 7 月末示達額） 
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関係職員数 395 名 

事務量（アウト
プット） 

平成 21 年度執行額：78,374 百万円 
 
 

地方側の意見 他の出先機関の業務に応じて仕分けする。ただし、現行沖縄振興計画の終了及び米
軍施設、島嶼性等の特殊事情を踏まえ、今後の沖縄の振興のあり方と併せて検討す
る必要がある。（平成 22年 7月 15日全国知事会「国の出先機関の原則廃止に向けて」）

その他各方面の
意見 

－ 

既往の政府方針
等 

－ 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

地方整備局が所掌する業務の仕分けに準じる。ただし、沖縄の特殊事情を踏ま

え、また、今後の沖縄振興の在り方と併せて検討する必要がある。 

備考 
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事務・権限概要シ－ト 

 
出先機関名：沖縄総合事務局  整理番号（ 18 ） 

事務・権限概要シ－ト（個票） 

事務・権限名 
 

国土交通省の地方運輸局が所掌する業務 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで
移譲すると整
理した事務・権
限の具体的な
内容 

（移譲する事務・権限名） 

 旅客自動車運送事業の許認可等（自動車運転代行業の認定業務に限る） 

（具体的な内容） 

 ・公安委員会からの認定・認定取り消し協議に対する同意 

 ・公安委員会からの変更届出に関する通知の受理 

 ・公安委員会からの認定証返納に関する通知の受理 

・約款届出の受理 

・公安委員会への営業停止命令の要請 

・公安委員会が行った指示に関する通知の受理 

・自動車運転代行業者への立入検査 

・自動車運転代行業者への指示等の行政処分 

 ・指示等の行政処分を行った旨の公安委員会への通知 等 

予算の状況 
（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 87 名（国交本省定員の 4名を含む）の内数 

事務量（アウト
プット） 

            （平均業務量は平成１７年度～平成２１年度実績の平均）

事業種別  平均業務量 

公安委員会からの認定・認定取り消し協議件数 協議件数 97

公安委員会からの変更届出に関する通知の受理 受理件数 254

公安委員会からの認定証返納に関する通知の受理 受理件数 28

約款届出の受理 受理件数 0

公安委員会への営業停止命令の要請 要請件数 0

公安委員会が行った指示に関する通知の受理 受理件数 0

自動車運転代行業者への立入検査 検査件数 6

自動車運転代行業者への指示等の行政処分 処分件数 20.8

指示等の行政処分を行った旨の公安委員会への通知 通知件数 20.8

備考 上記の事務・権限は、地方自治法第 2条第 8項に規定する自治事務として移譲する。

 
 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 
事務・権限の概
要 

（具体的な業務内容） 
国土交通省の地方運輸局が所掌する業務 
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予算の状況 
（単位:百万円） 

平成 22 年度予算額：176 百万円（22年 7月末示達額） 

関係職員数 87 名（国交本省定員の 4名を含む） 

事務量（アウト
プット） 

平成 21 年度執行額：178 百万円 
 

地方側の意見 他の出先機関の業務に応じて仕分けする。ただし、現行沖縄振興計画の終了及び米
軍施設、島嶼性等の特殊事情を踏まえ、今後の沖縄の振興のあり方と併せて検討す
る必要がある。（平成 22年 7月 15日全国知事会「国の出先機関の原則廃止に向けて」）

その他各方面の
意見 

－ 

既往の政府方針
等 

－ 

自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

地方運輸局が所掌する業務の仕分けに準じる。ただし、沖縄の特殊事情を踏ま

え、また、今後の沖縄振興の在り方と併せて検討する必要がある。 

備考  

 

 

－  
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